
平成9年8月20日発行　苺月1回20日発行　No．445　昭和47年a月B日第3種郵便物認可 　　　　〆〆．　．’．．＼

…：・ @　己：繕

　　　　　　．．ご．：1

　　　　電．擁

　　　　　　　昏．．．‘

．
I
P
．
．
．
、
ト
．
藍
．
．
．
．
．
ヌ
．
．
．
．
」
．
F
．
．
．
．
．
．

韓

．）「

L

b）ゼ

社団法人R燈船‡協会



船協月報／1997年8月号目次

◎巻頭言
内航総連会長退任にあたって曜三二叢簾難・佐醐召　　1

◎シッビングフラッシュ

大型タンカーの解撤動向を考える　　2
一ギリシャ・ノルウェーの老齢VLOOオーナーの考え方を踏まえて一

◎特別欄
日本海運の現況（要約）★運輸舗上交通臨　　　5

◎特別欄

北米コンテナ船航路の船腹需給と運賃下落への処方箋（上）　　7
　　　　　　　　　　　　　　★〔財）海事産業研究所嘱託研究員●西脇　敏

◇タンカー輸送の総合的安全対策について　　13

◎随想
オペラあれこれ★（購掴立劇場盤財団常務理事・末吉哲郎　　14

◇現地駐在員が語る“香港の明日”　　16

◎∠瞭便り　　1B
◎特別欄

「海の日」イベント特集　　19

◇「観光グルメボランティア」のすすめ　　23
　“ガンバレ日本海t支援ツアー”に参加して

◎海運ニュース

1．IMO第43回航行安全小委員会（NAV43）の模様　　　24
　　一航行の安全に関する「海上人命安全条約」第V章の全面改正は継続蕃議一

2．フィリピン人船員の今後　　26
3．最近における内航輸送の現状　　　28

◎業界団体を訪ねて

　　　　　　　　　　　　　　　　　30　一訪問団体　社団法人建築業協会

◎海運雑学ゼミナール★翻回　　32

磁海運日誌★屑　　34

車船協だより　　　35

磁海運統一十　　　　　36

0…←編集そ垂…言己　　　　　40

肥料専用船「JA・アラジンドリーム」

（



内航総連会長退任にあたって

顯四壁簾警⊃佐藤國吉

　本年6月をもって私は、日本内航海運組合

総連合会、全日本内航船主海運組合、㈹全国

海員学校後援会等の会長を退任いたしました。

　思えば30年にわたり私は、ひたすら中小零

細船主が大多数を占める内航海運業界の地位

向上を目指して遮進してまいりましたが、振

り返りますと、今日までの幾多の難局を乗り

越えられたのは、最大公約数を求めて組織を

維持する一致団結こそが原動力であり、また、

私に対する皆様方の暖かいご支持のお陰であ

ると、改めて感じている次第です。

　私は本来、経済活動は自由の原則に基づく

ものであるべき、と思っておりますが、それ

は一定の秩序の中の競争原理の追求であり、

ルールなき経済戦争は自らが滅亡の道を辿る

結果になると、戒めてまいりました。

　この考え方は、私の内航海運組合活動を振

り返りましても確信できるもので、今後も内

航海運業界の指導者の方々には、業界の健全

な発展を推進するためにも、十分にご配慮い

ただきたいと思っています。

　．思えば、この30年間の幾多の出来事は、私

にとって忘れ得ぬ思い出です。昭和30年代末

から40年代にかけての苛烈な労働争議、それ

を契機とした政府の内航海運対策の推進に始

まり、内航海運業界の自主調整による今日ま

でのスクラップ・アンド・ビルドの推進、数

次にわたる共同係船や共同解撤、船舶等融通

事業による余剰船腹買い上げなどの不況対策

の実施、規制緩和の厳しい状況への対応、と

まるで荒波の中に漂う小船を舵取るが如き、

厳しい状況ばかりでした。そんな中にあって

も次代に対しての私たちの使命として、常に

明日の内航海運を忘れることなく描き続けな

ければならないと思ってまいりました。ES－

CAP（国連アジア太平洋経済社会委員会）主

催の域内発展途上国への経済振興策への協力、

IMO（国際海事機関）の諸会議への研究員の

派遣、内外価格差調査団の欧米派遣、欧州内

陸水運の調査研究、米国の最新全世界的位置

計測システムの視察・導入、沖縄海事関係振

興策の実施、海員学校支援策を始めとする若

年労働力の確保及び船員労働・居住環境改善

対策の推進、等々にも目を向けてきたことは、

ひとつひとつ開花しており、これは私の喜び

としているところでもあります。

　引き続き日本船主協会の常任理事及び近海

内航部会長として内航海運業界の発展に力を

尽くす所存でございますが、内航海運関係者

の皆様には、今後とも協調と団結を基盤とし

て、業界の基盤づくりに努めていただきます

ようお願い申し上げます。

せんきょう　平成9年8月・号 □［
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大型タンカーの解撤動向を考える

一ギリシャ・ノルウェーの老齢VLOOオーナーの考え方を踏まえて一

1．タンカー解撤動向を探るにあたっての問題

意識

（D　安全運航に対する規制の強化

　　1990年代前半においては、1970年代に建

　造されたタンカーが大量リプレースされ建

　造ブームが到来すると予測された。その背

　景として安全運航に対する世界的な規制強

　　化が挙げられる。IMOは既存船対策とし

　　て、船齢25年に達した老齢タンカーについ

　　て漏油防護措置を義務づけた。これによる

　　と、1995年7月以降、船齢25年～29年のタ

　　ンカーは船側の30％にわたってP／L措

　　置＊を施すか、ハイドロバランス方式林を

　　採用しなけれぼ運航できないこととされて

　　いる。さらに船齢3⑪年に達したタンカーに

　　ついては、全てダブルハルに改造しなけれ

　　ばならず、改造コストを考えると、実質的

　　には運航禁止と同様の措置がとられている。

　　注）＊　Protective　Location：貨物タンク

　　　　区域内の分離バラストタンク（油の積載

　　　　のために使用されないウイング・タンク

　　　　または二重底タンク）を、乗り上げまた

　　　　は衝突の場合に油の流出が防止されるよ

　　　　うに、MARPOL（国際海洋汚染：1条約

　　　　第13E規則に定める要件に従って配置す

　　　ること。

　＊＊　Hydrostatic　Balance　Loading：船底

　　　に接触する海水の静水圧の値が、タンク

　　　内空槽部の不活性ガスの圧力とタンク内

　　　の油の静水圧の合計値以上であれば、船

　　　底に穴が開いたとしても油が流出しない

　　　という原理を利用して、海水の静水圧に

　　　よって流出しない程度に油の積載量を調

　　　吊すること。

12｝船齢20年以上の老齢VLCCの隻数

　　1997年央の世界のVLCC隻数は45／隻で

　あり、うち20年以上の老齢船は194隻（全体

　の43．G％〉に達する。しかしこれら194隻

　のうち、1997年に25年に達するVLCCは

　わずか2隻で26年以上の船は存在せず、24

　年の船が11隻、23年の船が40隻である（表

　1参照）。すなわち、現在のところ上記IMO

　の規定する漏油防護措置を講じて運航され

　ている船齢25年以上の船は皆無ということ

　になる。

（3）老齢VLCCを所有する船主

　　船齢2G年以上の老齢タンカーは、ギリシ

　ャ・ノルウェー船主によって所有されてい

　るものが多い（表2参照）。したがって、

　これらギリシャ・ノルウェーオーナーが、

せんきょう平成9年8月号



【表11老齢VLCCの隻数
　世界全体のVLCC隻数＝451隻（1997年央現在）
　うち、老齢VLCCは下表のとおり。
船齢〔年）健造年） 1997年6月時点の隻数 1997年1～明スクラップ胎

25　　　（1972） 2

24　　　（1973） 11 2

23　　　（1974） 40 2

22　　　（1975） 58 2

21　　　（ユ976） 58

20　　　（1977） 25

刮’ 194 6

今後船齢25年に達したVLCCを改造費用

がほとんどかからないといわれているハイ

ドロバランス方式を利用して延命するかあ

るいはスクラップするかによって、将来の

船価と運賃動向が大きく左右されることに

なる。こうしたことから、当協会は老齢タ

ンカーを多く所有するギリシャ・ノルウェ

ー船主の数社にコンタクトし、今後の大型

タンカーの解撤動向を探ることとした。

2．ギリシャ・ノルウェー船主の考え方

　25年に達した老齢タンカーをスクラップして

新造船にリプレースするか、あるいはハイドロ

バランス方式によって延命を図るかを決定する

にあたり、タンカー船主にとって関心事となる

のは、第1に運賃市況と船価の動向であり、第

2に安全運航対策である。

　①運賃：近年のタンカー運賃市況は、増大

　　するアジア向け原油に支えられて上昇基調

　である。一方で、北海原油や中南米原油の

　大増産により中東から欧米諸国向け

　VLCCの需要は極めて不透明である。今

　後の運賃水準が、新造船を発注しても利益

　が出るほど高い水準に達しないと考えるの

　であれば、多くの船主は老齢VLCCの延

　命を考えるであろう。

②船価：船価動向は、新造船建造の需給バ

　ランスにより決定される。安全運航に対す

　る規制強化により老齢船のスクラップが促

　進されるとの予想に反し、VLCCのスク

　ラップ量は極めて控えめに推移しており、

　1996年に至ってはわずか13隻しかスクラッ

　プされていない。さらに新造船へのりプレ

　ースを含めた1995年前後の竣工量は年間に

　20隻強しかなく、1997、98年も現在の発注

　残からみて10～15隻程度の竣工量にとどま

　るものと思われる（表3参照）。一方で新

　造船建造需要の増大を見込んで韓国の

　VLCCドックが拡張されたため、建造能

　力は増大した。このため建造需給ギャップ

　は悪化し、1991年をピークに船価は低落し

　続け、価格競争力のない造船所は撤退を余

　儀なくされるまでに至っている。現存する

　老齢船のリプレースをもってしても現在の

　世界全体の建造能力が依然として過剰であ

　ることを考えれば、今後も建造需給ギャッ

【表2】船齢20～25年分LCCを4隻以上所有するオーナー（1997年央現在）

船　　　主 国　　　籍 　　　　　　　　　　建　　造　　年（船齢）
P972〔25）　　　　73（24）　　　　74（23）　　　　75（22）　　　　76（21）　　　　77（20） 計

西欧系独立船主BERGESEN
ノルウ　ェー 3　　　　　2　　　　　3　　　　　2　　　　　2

12
STENA

スウェーデン 1　　　　　　　　　　1　　　　　3　　　　　　　　　　2
7

ANDROS ギ　リ　シ　ヤ 2　　　　　2　　　　　　　　　　2　　　　　1
7

PAPACRISTDIS ギ　リ　シ　ヤ 2　　　　　3　　　　　1
6

CERES　HELLENIC ギ　リ　シ　ヤ 3　　　　　3
6

KRISTEN
ギ　リ　シ　ャ 2　　　　　3

5

アジア系独立船主
TANKER　PACIF王C シンガポール 2　　　　　3　　　　　1

6

WORLD－WLDE ホ　　ン　　コ　　ン 1　　　　　z　　　　　3
6

メジャー系船主CHEVRON ア　メ　リ　カ 2　　　　　3　　　　　1
6

SHELL イ　ギ　リ　ス 2　　　　3　　　　2
7

MOBIL ア　メ　リ　カ 1　　　　　1　　　　　2　　　　　2
6

産油国船主
N玉TC イ　　ラ　　ン 1　　　　　1　　　　　　　　　　3　　　　　　　　　　1

6

VERA ス　一　ダ　ン 2　　　　　3　　　　　1
6

そ　の　他CNN フ　　ラ　　ン　　ス 1　　　　　1　　　　　3　　　　　1
6

OSG ア　メ　リ　カ 2　　　　　1
3
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【表3】VLCCスクラップ隻数と竣工船及び竣工予定船難の推移

スクラップ隻数旨　平均船齢 竣工飴及び竣工予定胞

！993
25　　　：　　　19．8　　　　　… 37

工994 34　　　：　　　19．9
20

王995 34　　　：　　　21．工 25　　　’

工996 13　　　：　　22．1
！997 6輝　　　： lo卜

王998 … 16F

ユ999 ： 24卜

注　＊　　竣工予定船は1997年6月時点のデータ。

　＊＊　1997年のスクラップ隻数は1～5月の合計。

　　なお、表1～3とも、データは大阪商船三井船舶営業

　調査室が作成。

　　プは引き締まらず、船価が大幅に上がる可

　　能性は少ない。これは新造船へのりプレー

　　スを後押しする要因となる。

　③　安全運航：MARPOL条約をはじめ船舶

　　管理に対する規制が強化され、安全運航へ

　　の関心が高まっていることから、近年のタ

　　ンカービジネスは高度な船舶管理が要請さ

　　れている。老齢タンカーを所有している船

　　主の中には、このような船舶管理が負担と

　　なっているとしてタンカービジネスを縮小

　　させようとの考えも強い。したがって新造

　　船で長期間にわたってビジネスを行うより

　　も、老齢船を使えるだけ使ってリプレース

　　しない船主も数社出てくることも考えられ

　　る。安全運航への規制強化は、逆に老齢タ

　　ンカーの延命を助長する要因ともなPうる

　　ということである。

　　　これらから判断すると、ギリシャ・ノル

　　ウェーの大方の船主はハイドロバランス方

　　式を利用して25年以上タンカーを使用しつ

　　づけるのではないかと予想される。その理

　　由は以下のとおりである。まず運賃水準で

　　あるが、少なくとも2000年を過ぎる頃まで

　　は、運賃は上昇基調にあるものと考えられ

　　る。次に安全運航対策であるが、海難事故

　　を発生させた原因の65％が人的要因による

　　ものであり、船舶管理が万全であるならば

　　老齢化だけが事故の原因にはなりにくいこ

　　とが分かるにつれて、償却の終了した

　　VLCCは、現状の運賃水準と船価水準で

　　あれば、老齢にもかかわらず使い続けた方

が採算上好ましい。したがってたとえ船価

が低迷基調であるとしても、船主にとって

は大きなインセンティブではなく、これら

を総合すると新造船建造よりも延命を選択

するのではないかと考えられる。

　実際、老齢タンカーを多く保有するギリ

シャ・ノルウェー船主とハイドロバランス

方式を利用して25年以上タンカーを使用し

続けるかどうかを中心に今後の解撤動向や

タンカー市況について意見交換を行ったと

ころ、彼らは安全運航を至上命題とし、

VLCCを自社管理することでメインテナ　　＿

ンスを良好に保ち、ハイドロバランス方式

によって25年以上のVLCCの延命を考え

ているとの回答が得られた。ただし30年ま

で使用するかどうかは個々のオーナーの判

断による。理由は、25年以上に延命すると

維持費がかさむが、償却終了と運賃の上昇

基調を考え．れば延命策は極めて採算性が高

く、現在の運賃水準では老齢船には利益が

出るものの、新造船には利益が出ないから

である。

3．世界のタンカー解撤動向と運賃市況

　結果として、ギリシャ・ノルウェーの老齢タ

ンカーを所有する船主は、今後の運賃市況、他

社および世界全体のスクラップアンドビルド計

画とそれが船価動向に与える影響といったマー

ケットを眺めつつ老齢タンカーのスクラップお

よび新造船の発注を行うことから、世界全体に

おいても老齢VLCCの急激な代替はおこらな

い。すなわち、194隻の老齢VLCCの解撤はき

わめて緩やかに行われ、本格的な解撤は2002～

3年以降にずれ込む公算が大きいものと思われ、

これに併せた解撤能力の整備が望まれる。一方

それに見合った形で竣工も控えめな推移を見せ

るため、船腹供給量はほとんど増加しないもの

の、船腹需要は急増するアジア向け原油に支え

られて増大する。したがって船腹需給ギャップ

の縮小により、運賃は2000年を過ぎるころまで

は、上昇基調をたどることが予想される。

せんきょう　平成9年8月号
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日本海運の現況（要約）
運輸省海上交通局編

平成9年7月20日発行

註薪冒コ湿熱犠f翫：搬器1ヂ盛門経ゴ：ど雛三際〔㌔亀黙鐡ヂ彪「
驚

第1部　国際海上輸送における構造変

　　　　　化と新たな取組み

　　　第1章　外航海運における輸送構造の変化

　　　1996年度において、我が国外航海運企業は、

　　長期的な円高の進行等による経営環境の悪化に

　　対応した構造改革の奏功、昨今の為替相場の円

　　安への反転を背景として、軒並み業績を回復し

　　ている。しかし、定航部門においては引き続き

　　赤字経営を余儀なくされているなど、より一層

　　の合理化努力を迫られており、依然として経営

　　環境が厳しいことには変わりがない。

　　　80年代半ば以降、我が国をめぐる経済環境の

　　変化に伴い、外航海運は大きく構造変化してき

　　たといえる。中でも、特に我が国外航海運にと

　　って大きな影響を与えた動きが二つあった。一

　　つは、85年のプラザ合意から始まる円高の動き

〕　であり、もう一つは、安価で良質な労働力を背

　　景としたアジア経済諸国の成長である。

　　　　この二つの動きにより、とりわけ定期航路を

　　担う国際コンテナ輸送の分野は大きな構造転換

　　　を迫られることとなった。

　　　　また、国際不定期輸送においても、荷主のコ

　　　スト削減要請等をうけて更なる合理化が必須の

　　状況となっている。

1．アジア海運市場の拡大とアジア船社の躍進

　（省略）

2．国際コンテナ輸送の構造変化と再編の動き

　（省略）

3　国際不定期輸送における収入構造の不安定

化と新たな分野への進出（省略）

4．構造変化への対応　～アジア諸国への進出

　と総合的な競争力の強化～（省略）

　第2章　新たな経済環境に対応した外航海運

　　　　　のあり方

　第1章で見たような状況を踏まえ、海運造船

合理化審議会海運対策部会では、新たな経済環

境に対応した外航海運のあり方について審議を

行い、97年5月に報告書をとりまとめた（本誌

6月号P．8シッビングフラッシュ1参照）。

　報告書では、我が国外航海運の国際競争力の

強化、日本籍船及び日本入船員の確保を図るこ

とが重要課題となっているという基本認識の下、

国際船舶における日本人船長・機関長2名配乗

体制の実現、若年船員を対象とした実践的教育

訓練スキームの確立等が打ち出されている。

　今後は、これらの施策の実現に向けて、関係

者が最大限の努力を払っていくことが必要であ

る。（以下省略）

　第3章　自由で公正な国際海運市場の形成に

　　　　　よる競争の促進

　我が国の外航海運政策の目標は、安定的な国

際海上輸送を確保するため、我が国外航海運の

国際競争力の維持・確保を図ることである。

　また、国際的に外航海運の公正な競争条件が

確保されることが重要であり、我が国としては、

自由で公正な国際海運市場を形成するべく、世

せんきょう　平成g年8月号 旧
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界貿易機関（WTO）・経済協力開発機構（OECD）

等の国際機関における活餌に積極的に貢献する

とともに、必要に応じて二国間協議を行ってい

る。

　第4章物流効率化を目指した港湾整備・港

　　　　　運の新たな取り組み

　我が国外航海運がその役割を適切に果たして

いくためには、貿易物資を陸上輸送とスムーズ

に連結する港湾の役割が不可欠であるが、我が

国港湾は、シンガポール、香港等のアジア諸国

のハブ港湾の取扱貨物の著しい伸長と比較する

と、その相対的な地位が低下している。また、

世界の主要港の港湾諸料金を国際比較すると、

我が国港湾の諸料金は香港、欧米の港湾に比べ

て遜色はないがその他アジア諸国と比べると高

くなっている。

　こうした中で、我が国港湾の国際競争力の強

化を図り、物流の効率化に資するため、第9次

港湾整備五箇年計画に基づき、中枢国際港湾（国

際ハブ港湾）において、水深15m級の国際海

上コンテナターミナルを200G年までに14バース

確保するなどの整備を進めるとともに、主要8

大港等の公共ターミナルの係留施設使用料の12

時間制の導入や入出港手続の簡素化・情報化等

ソフト面の対応を行っている。

　港湾運送事業についても、同事業の効率化・

活性化・サービスの向上を図ることにより、物

流の効率化を進めるとともに、我が国港湾の国

際競争力の強化に資するため、港湾運送事業に

係る規制を見直すこととした。97年3月に閣議

決定された「規制緩和推進計画の再改定につい

て」に沿って、行政改革委員会の審議を踏まえ、

港湾の安定運営確保方策を確立したうえで、需

給調整規制の廃止を含む見直しについて結論を

得ることとしている。

　また、港湾運送事業に関する事前協議制度に

ついては、97年1月以降、各関係団体をメンバ

ーとする事前協議制の改善協議会を開催した結

果、3月に同制度の運用の大幅改善を内容とす

る中間合意がなされており、引き続き、7月末

までにさらなる改善に向けて最大限努力するこ

ととしている。

第2部　国内海上輸送の効率化に向け

　　　　　た新たな取組み

O物流分野における主な取組み

・内航海運における船腹調整事業の解消に積極

　的に取組むとともに、同事業の解消の前倒し

　につき、中小・零細事業者に配慮しつつ引き

　続き検討を行っている。

o国内旅客輸送における主な取組み（省略）

第3部　安全と環境に配慮した国民に

　　　　　親しまれる海上輸送に向けて

・船舶の運航管理体制を確立し、人的ミスに係

る船舶事故を防止するため、IMQの「国際

安全管理コード」（ISMコード）が98年度以

降順次強制化されることとなった。現在、我

が国においても同コードの実施に向け、国内

における実施体制の整備を進めている。

・現在、IMOにおいては、マラッカ・シンガ

ポール海峡における安全対策、船舶からの排

出ガス規制等に関する検討を行っている。

・ナホトカ号やダイヤモンド・グレース号油流

出事故のような油濁損害に対する賠償・補償

　についてはすでに国際的に確立された制度が

存在しているが、ガス、化学物質等の有害危

　険物質の海上輸送に係る損害についても同様　　〔

　の賠償及び補償制度を確立するため、96年4

　月IMOにおいて「危険及び有害物質の船舶

　による海上輸送に伴う損害についての責任並

　びに賠償及び補償に関する国際条約」（HNS

　条約〉が採択されている。

　本誌にその要旨を掲載した「日本海運の現況」i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ（運輸省海上交通局編）の入手に関するお問い1
合わせなど詳細にっきましては、下記にご連絡i

τ撫。格、醐円　　i
2．取扱先：日本海事広報．協会　　　　 i

　　〒IQ4中央区新川1・23－17マリンビル　　｝
　　　　TEL。3－3552－5。31　　　｛

せんきょう平成9年8月号



覇　卿　’　・

「！

北米コンテナ船航路の船腹需給と運賃下落への処方箋（上）

許

羅

（海事産業研究所所報5月号「二大基幹コンテナ船航路の船腹

需給推移と運賃下落防止への一考察」からの抜粋と加筆）

側）海事産業研究所嘱託概究員西脇　敏

　嵜．、　％　照　　．ξ野

山　戸　　　幽　歴　・

まえがき

　本レポートは、日本船主協会からの依頼で、

海事産業研究所所報1997年6月号に掲載の研究

調査論文「二大基幹コンテナ船航路の船腹需給

推移と運賃下落防止への一考察」から北米コン

テナ船航路関連部分を抜粋するとともに一部加

筆したものである。これを8月号、9月号の2

号にわたり掲載する。本文と併せてご参考にし

ていただければ幸甚である。

　そもそもこのような研究調査を思い付いた動

機は以下のとおりである。

に）筆者の記憶では、過去に定期船の船腹需給

　を扱った同種の研究調査が公表されたことが

　ないこと。

　　なかった理由としては、定期船においては

　船腹需給がなじまないこと、あるいは船腹の

　供給と需要が捉えにくいことが考えられる。

1200，000

LOOO，000

　800．000
⊃
　6〔）DIOOO
ト

　400．000

　200，000

　　　　0

　その真相は定かではないが、もしも、白日に

　晒すことが競争を激化させるとの危惧からで

　あれば、競争はほとんどの参加企業が採算割

　れするほど既に激烈であり、このような情報

　の開示と共有化は危機感を共有することによ

　り、疑心暗鬼を払拭することで、競争をむし

　ろ緩和すると思われる。したがって本レポー

　トは競争をいたずらに煽りたてるために書か

　れたものではないことをご理解いただきたい。

（2）1995年下期に二大基幹航路で運賃の下落を

　見たが、それに対する多くの論評は、新造船

　の船価が下落したため多くの目立が大型船の

　新造に走り、それが船腹過剰を引き起こした

　というものである。この論の当否の確認と、

　そもそも定期船において船腹需給と運賃との

　間に相関関係があるのかどうか、確認したい

　と思った。

［図U新規発注量、竣工量、発注残高推移

尾奪麹
　　　1991　　　　92　　　　　93　　　　　94　　　　　95　　　　　96
　　　　　　　　　　　　　　　暦年

出所）FAIRPLAY　NEWSHlPBUILDINGS、世界のコンテナ船隊及び就航状況・CLARKSONより筆者作成。

せんぎょう　平成9年8月号



【表1】　コンテナ船竣工量推移（10mrEU以上）

1999以下　　　　　2DOO－2999 　3000以⊥
iPANAMAX｝

（。。、仰盟温，AX、　合　計　…

竣工年 隻　数 TEU　隻数ITEU 隻　数 TEU 隻　数 TEU 隻　数 TEU　l
1991 50

47，194 15」39，964 15
55β76

1
4，427

81 146．9611

1992 51 53，581 lo
26，182 ・6157，・92 6

26，745
83

163，600

1993 64
75，797 ll 28，920 24　　　91．488

0 0 99 196，2D5

1994 100
110，403 lo 23，839 32　　118．782

3
13，266 王45 266，290

1995 lo9 102，136 15 36，242 27 1　104．570 ／7い。，861 168 323，809

1996 122
117，907 25

62，783
25

94，173 20
l16，171

192
391，034

／997予 185
177，996 56

134，878
19

68，247
41

199，881
301

581，002

1998予
126

134，180 40
93β40

17
62，567

35
181，655 218　　472．242

1999予
16

19，101 2［4，… 0 o 5
28，130

23151，231　　　1

年間平均増加率

91－96年 19．5％ 20．1％
10．8％i　9．5％　　　1

10．8％ ll．2％ 82．1％ 92．2％ 18．8％121・6％

94－96年 lO．5％ 3．3％ 58．1％ 62．3％　一11．．6％ 一11．0％ 158．2％ 195．9％ 15．1％ 21・2ｫ
95－95年 11．9％ 15．4％ 66．7％ 73．2％　一7．4％ 一． X．9％　　17．6％ 43．7％ 14．3％ 20．8％i

出所）CLARKSONよワ筆者作成。
注）予想数字は発注残高より筆者が算定。97年1月以降の新規発注量は含まず。

③　今後を展望すると船腹の供給圧力は少なく

　ともここ2～3年は続くと予想されるが、

　GLOBAL　ALLIANCEなど合従連衡の動き
　と相まって、運航の合理化は船腹過剰をより

　顕在化し、運賃下落圧力として働くが、果た

　して運賃下落を防止する手立てはあるのかど

　うかを探ることである。

注残に余程重大な変化がない隈り大型化はより

顕著となり、1997年：600千TEU、1998年；500

千TEUの竣工量を見ることとなろう。

　一方、1996年の解撤量は13隻、15，045TEU、

281，685％となっている。解撤量は引き続き低

水準で推移しており、竣工量がそのまま船腹供

給量の増加となる状況が続いている。

1．建造意欲旺盛なコンテナ船

　1996年の新規発注量、竣工量、発注残高の推

計は図1のとおりである。新規発注量は644千

TEU、竣工量は391千TEU、発注残高は／，112

千TEUと供給量を示す3要素は全部増加記録

を更新中である。

　1996年のコンテナ船（100TEU以上）の竣工

量は192隻、391千TEUである。大型化の傾向

がより顕著となり、2，000TEU以上が隻数で約

36％、TEUで約70％を占めている。

　1991年以降のここ5年間の竣工量の年間平均

伸び率は全船型の隻数で18．8％、TEUで21．6

％であるが、4，000TEU以上のPOST－PANA－

MAX船型は隻数で82．1％、　TEUで92．2％と

さらに高い伸び率を示している。

　この傾向は1997年、98年にも引き継がれ、発

2．船腹需給GAPは拡大基調

　それでは、竣工したコンテナ船が北米航路に

どのように投入されたか、その推移を見てみよ

う。

　北米航路の船腹供給推移は表2のとおりであ

る。1997年初に配船されている隻数は合計292

隻、それらの平均船型は3，G89TEUである。運

航TEU、年間供給TEUに換算するとそれぞ

れ902千TEU、12，687千TEUに達する。

　北米航路の船腹供給増強は一に平均船型の大

型化、二に配給隻数の増加によって達成された。

ここ5年半の平均船型の伸び率は26％（年平均

4．3％）、隻数は21％（年平均3．5％）である。

平均船型は1996年央に初めて3，00DTEUを超

えてきている。

　1991年から96年までのアジア／北米東航（ア
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【表2】北米航路供給増強推移

北　　　　米　　　　往　　　　復　　　　航

　　　　　　　　　　皿Lﾇ数i前年比　TEU…前年比平均船型〔TEU〕…前年比 　　　　　　　　　F．齔ﾇ当たり年平群回数：前年比陣間航海回数1前年比 年間供給TEU

幽
242．「一593，・74…　　2，45王1 6．g　　i

3β44．5i　　　　　．

8」96，371

1992央
23／．51－4．3％596．156iO．5％　2，575丁髄5．1％ 7．3　　　i5．8％ 3β69，4　10．7％ 8，676，767

1993央 257．0…11，。％685，623i15．0％　2．668　i　3・6％ 7．3　　…0．0％ 3．752．5i11．4％ lO，OlO，813

1994央
27。．。…5、1％ 730，883｛6．6％12，707　…1．5％ 7．3　　1。．。％ 3．961．li5，6％ 10，722，556

199映 　　．Q69．O：一〇．4％ 762，264…4．3％ 2β34　…4，7％ 7、2　　i－L4％ 　　　　　脚R、891．3　1－1．S％ ll，026，867

1996央 277．5i　3．2％
　　吋W39β24：ID．1％　　　． 3，。25　｝6．7％ 7，2　　io．o％

、，979，6i，．3％　　　　　．

12，036，609

1996初 　　．Q74．51 　　　rV99β57［ 2，912　i 7．2　　　　：　　　　　． 3．958．2　… ll，526，540

1997初 　　．Q92．α　6．4％ 　　　1X02，l18112．9％ 3、08g　i　6．1％ 　　　　　．V．0　　　：一2．8％　　　　　… 4，106．7…3．8％ 12，687，461

　　　　一…
?ﾏ停痺9映．醐13、5％　　　　　　ト

1
7
．
9
％
． ：：4．3％

lo．3％ i3、8％

出所）SHIPP王NG　GAZETTE、世界のコンテナ船隊及び就航状況、国際輸送ハンドブックより筆者作成。
　　　ただし、PM＆0、　TMM、　NSGSA、　CONTSHIPを除い．た。
　注）隻数、TEU、年間総航海回数、年間供給TEUは往復航の合計数字である。世界一周運航船の平均船型と一隻当たり年平
　　　均航海回数は他運航船と整合性を保つため、東．西廻りを加えて二等分し．た。

　6、OOO．000
R　5、000．000
な4ρ。。．…

）　3，000．000
　
世2・ooo・OOQ

　　1、000．000

　　　　　　　0

　　6，000．000

　4，500．000
　4．000．000
臼　3、500．000

寒3，。・・．・・。

難　2，500，000
）　2、000，000
己　1，500．000

ト　1．000，000

　　　500，000
　　　　　　　0

［図2－1］アジアー北米EB航路需給

i

1991 92 93

暦年

94 95 96

［図2－2］北米一アジアWB航路需給

　1、600，000

　1．400、000
　　　　　　　　
　1200ρooR
　1，000、OOO黙

．80Q．000　　霜

　　　　　　　＞　600，000　　　　　　　　
　400ρ00　　津

　200，000
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』

－．L

1、200．OQO

1・000・000R
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ハ
鷺
暇
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〉
⊃
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■需要
〔コ供給

＋EB需給GAP

■需要
〔＝］調整後供給

＋WB需給GAP
　　　　　　　1991　　　　92　　　　　93　　　　　94　　　　　95　　　　　96

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暦年

出所）PIERS統計、　DREWRY．DRI．SHIPPING　GUIDE、国際輸送ハンドブック、世界のコンテナ船隊及び就航状況よD
　　　筆者が算出。ただし、PM＆0、　TMM、　NSCSA、　CONTSHIPを除いた。

ジアから北米向け、以降EBという）と西航（北

米からアジア向け、以降WBという）の船腹

需給の推移は図2－1、一2のとおりである。

船腹供給に関しては各年年央の各船社の配船状

況を船卸に調べて集計した。船腹需要に関して

は、PIERS（PORT　IMPORT／EXPORT　RE一

PORTING　SERVICES）統計を使用し、それ

にカナダ／メキシコの推定量を加算した。

　ただし、WBにおいてはEBに比べて重量貨物

が多いため、％の制限でEBと同じTEU数の

キャパシティを確保できない場合がある（最近

は船型の大型化により、TEU当たり％は2，000

せんきょう　平成9年8月号 回
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［図3－1］北米航路運航TEU上位3社
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～2，999TEU船型の15．69％から4，000TEU船

型の13．19％に低下してきている）。また、EB

とWBの貿易量のインバランスによリコンテ

ナのポジショニングが必要となる。この二つの

理由による実質的な供給TEUの減少予想量を

WBにおいては供給量から減じている。

　また、実際の荷動（需要）にはアジア／北米

間の荷動の外に他地域出し、あるいは向けの積

換え貨物、または途中積卸貨物があるが、統計

数字の制約から北米を起点、終点、あるいは経

由するものにカナダ／メキシコからの出し入れ．

推定量を加えたものを便宜的に使用した。従っ

て、ここでの需給はあくまでも相対的需給比較

とならざるを得ず、絶対的比較でないことをご

了承いただきたい。

　1996年のアジアー北米EB航路の船腹需給は、

供給量が5，991千TEU、前年比7．9％増加した

のに対し、需要量（PIERS統計＋カナダ／メ

キシコ推定量）は4，529千TEU、前年比5．1％

の増加に止まったので、需給は一層緩和された。

　北米一アジアWB航路の船腹需給は、供給

量が、4，837千TEUと前年比7．7％増加したの

に対し、需要量は3，671千TEUと前年比1．2％

減少したので、需給GAPは大幅に拡大した。

　1991年～96年の推移は、北米EB航路に関し

ては、供給量が年平均8．2％伸びたのに対して、

需要量は年平均6．4％の伸びに止まっており、

需給のインバランスは拡大方向にある。1991年

から92年にかけて荷動き増により一旦需給が改

善を見せたが、その後一貫して供給が需要を凌

駕している。

　北米WB航路の船腹需給の推移はEBより

若干複雑である。1991年からの推移は供給量の

年間平均伸び率が8．3％であるのに対し、需要

量の伸びは5．5％である。1991年から92、93年

と拡大し続けた需給GAPは1994、95年目一旦

減少に転じたが、1995年を底に再び拡大方向に

ある。

3．北米航路各社の供給能力増強とその特徴
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　それでは北米航路に配船している主要船社の

状況を見てみよう。

a．運航TEU一トップ堅持のEVERGREEN
　と増強目覚ましいHYUNDAI

　　1991央～97年初の運航TEU上位3社の推

　移および1991年央を指数1GGとして、全体の

　平均増加指数と共に上位2社の増加指数を示

　したのが図3－1、一2である。

　　1997年年初の北米航路の運航TEUの上位

　3社はEVERGREEN：101千TEU、　HAN－

　JIN＝95千TEU、　MAERSK：76千TEUで
　ある。1991年央から97年初までの伸び率では

　HYUNDAIが年率24．1％でトップ、　SEA・

　LANDが年率12，8％で続いている。

　　上位3社の配船隻数と平均船型はEVER－

　GREEN：28隻・3，607TEU、　HANJIN：28

　隻・3，400TEU、MAERSK：21隻・3．598TEU

　である。各社の運航TEUの伸び率はEVER・

　GREENが年率8．2％、　HANJIN＝11．3％、

　MAERSK：6．5％である。この間、　EVER－

　GREENが運航TEUを約57％増やしたのに

　対し、HYUNDAIは60千TEUと約3．3倍に

　伸ばし、運航TEUにおいて第6位に躍進し

　ている。

　　EVERGREENは平均船型を年平均5．5％、

　隻数を年平均2．8％それぞれ伸ばしたのに対

　し、HYUNDAIはそれぞれを実に年平均
　6．8％と16．2％伸ばし、平均船型で3，741TEU

　に、配船隻数で16合目増やしている。

　　船舶の共同所有や独立船社とコンソーシア

　ム間のスペースの貸借があるので、運航船腹

　量がそのままその船社の船腹供給量となると

　は限らないが、支配船腹量と見ることは可能

　であろう。

b．年間航海回数一且国勢が回数と伸び日共に

　　トップ

　　上記と同様に1991年央～97年初の年間航海

　回数上位3社と増加率上位2社を示したのが、

　図4－1、一2である。

　　1997年年初の年間航海回数の上位3社は

　HANJIN二388図、　COSCO：355回、　SEA・

せんきょう　平成9年8月号

LAND：345回である。年間伸び率上位2社

はHYUNDAI：18．6％とCOSCO：12．5％
で、回数をそれぞれ318回と355回に増やし．て

いる。この間、HANJINは航海回数を約60％

（年率8．9％）増やしてトップに躍り出たのに

対し、COSCOはSEA－LAND（年率一〇．3

％）を抜き去り2番手に着けた。HYUNDAI

は年間航海回数を約2．6倍に増やし、5位へ

順位を上げた。

　　内容をさらに詳細に見ると、この間に

HANJINは配船隻数と一隻当たりの年平均

航海回数をそれぞれ年率3．6％と年率5％増

やしたのに対し、HYUNDAIは配船隻数が
16．2％増え、一隻当たりの年平均航海回数の

伸びは2．0％であった。一隻当たり年平均航

海回数の増加は配船の合理化と本船のスピー

　ドアップにより達成されたものと推測される。

c．年間供給TEU一霞国勢1位、3位を占め、

APLが首位の座を譲る

　　同様に1991年央～97年初の年間供給TEU

上位3社と増加率上位2社を示したのが図5

－1、一2である。船腹需給を見る上で荷動

　と対比される最重要項目である年間供給

TEUは韓国勢が上位を占めている。

　　EVERGREENは世界一周航路中心の運航

体制を取っているので、運航TEUではトッ

　プを堅持しているが、北米航路での年間供給

TEUは4位（118万TEU＞に甘んじている。

　　1997年初の年間供給TEUの上位3位は

　HANJIN＝132万TEU、　APL：120万TEU、

　HYUNDAI＝！19万TEUである。1991年央

　から1997年年初までの伸び率は年率で

　HANJIN：17．0％、APL：4．6％、HYUNDAI

　＝26．7％である。伸び率上位2社は上記から

　APLを除いたHYUNDAIとHANJINであ
　つた。

　　この間、全体が1．6倍増になっている中、

　HANJINはAPLを抜き去り、約2，4倍増で

　トップとなった。一方のHYUNDAIは、年

　間供給TEUを約3．7倍に増強し、3位に躍
　進した。

［



［図4－1］北米航路年間航海回数上位3社
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タンカー輸送の総合的安全対策について

　去る7月2日東京湾で発生したダイヤモンド

・グレース号の油流出事故は、流出油量が当初

報道された量に比べ結果的に少量であったこと、

また気象条件等にも恵まれたこと、および事後

処理がスムーズに行われたことなどにより幸い

にして大災害に至らなかった。

　しかし、当協会としては、菓京湾で起きたこ

の事故は、一旦タンカーによる大規模油流出事

故が起きれば国民生活へ計り知れない影響を及

ぼすという重大な警告と深刻に受け止め、事故

の再発防止に向けて業界を挙げて取り組んでい
る。

　本件に関連して7月8日には、運輸省海上交

通局長より「再発防止のための対策」および「総

合的な安全対策」の検討の要請があるとともに、

11日には、海上保安庁警備救難部長より「当面

の航行安全対策」の周知徹底方要請があった。

　当協会はこれらの要請を真剣に受け止め、海

運業界として可能な諸対策を講じるため、23日

目開催された理事会において資料のとおり、直

ちに実施する安全対策および今後の検討項目等

を取りまとめ、同日運輸省海上交通局長ならび

に海上保安庁警備救難部に対し河村会長より報

告を行った。これらの諸対策については、今後

関係各委員会・部会で検討の上、必要に応じ理

事会の議を経て関係者の理解と協力を得ながら

逐次実行に移すこととしている。

一

【資料】

タンカー輸送の総合的安全対策について

1．直ちに実施する安全対策

　1．輻藤海域に於ける適切な航海当直体制の

　再確認及び必要に応じた人員の配置

　2．海上保安庁から指示された東京湾等船舶

　輻鞍海域航行の際の適切な航法及び講ずべ

　　き安全対策等の再確認とその励行

　3．油防除部署訓練の徹底

　4．国際安全管理コードの速やかな実施およ

　　び実施のための支援

　5．サブスタンダード船の排除と老朽タンカ

　　一の解撤促進の内外への呼びかけ

II　当協会で検討中または今後検討する安全対

　策

　1．輻較海域等に於ける事故再発防止のため

　　の航行安全対策

　　（D　進路警戒船の活用方法の検討

　　（2＞VLCCの自主通航路の検討（航行方
　　　式の検討）

　　（3）輻軽海域等に於ける安全促進のための

　　　大型船／小型船の体験乗船の実施（相互

　　　理解のため）

　　（4）衝突・坐礁予防システムの開発・評価

　　　の促進

　2．乗組員の教育訓練のレベルアップ

　　（11操船シミュレータ、タンカー荷役シミ

　　　ュレータによる訓練の導入

　　（2）外国人船員の乗船前訓練の活用及び制

　　　度的バックアップ

　3．水先に関する安全対策

　　（1）船長と水先人との操船方法の事前確認

　　　等の安全運航体制の再検討

　　②　事故及びニアミス事例のフィードバッ

　　　ク体制の構築

　　⑧　水先の経歴等を考慮した安全な配乗体

　　　制の確立

　　（4）水先人の技能維持方策の検討

　4．ダブルハルタンカーの導入等

　　（1）ダブルハルタンカーの導入促進策の検

　　　討

　　②　船外流出の拡大防止のための技術の開

　　　発及び研究の促進

　5．官民一体の大規模流出油事故対応訓練

III．今後、関係機関への要請を前提に検討する

　安全対策等

　1．東京湾等船舶輻較海域に於ける事故再発

　　防止のための航行安全対策

　2．航行環境の整備

　3．流出油防除体制の充実

W　海事関係団体による安全対策の検討への積

　極的協力

せんきょう　平成9年8月号 圃
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海外での国際会議あとの雑談やパーティーな

どで日本からのお偉方は、ただニコニコしてい

るだけで周りから浮いてしまっている印象を受

けることが多い。

　これは外国語の会話が苦手ということもある

が、それよりオペラの話題についてゆけないの

だという説がある。「パヴァロッティも悪くな

いけど、ホセ・クーラのラダメス役は立派。声

に伸びがある」なんていわれたら、笑ってごま

かすしか手がない。

　欧米ではことほど左様にオペラは日常的でビ

ジネス・トークでもひんぱんに使われているよ

うだ。主な都市には必らずオペラ劇場があり、

社交の場として市民生活の中にすっかり定着し

ている。

　わが国にも歌舞伎という立派な舞台芸術があ

る。これを国際的にもっとアピールして海外で

もオペラと同様にビジネス・トークにも登場す

るようにしたいものだが、実はオペラと歌舞伎

はその発生からしておどろく程似かよっている

のである。

　その歴史であるが、オペラの初演は楽譜が現

存しているということで、1600年10月6日にフ

ィレンツェ・ピッティ宮殿で、フランスのアン

リ四世とメディチ家のマリーナ姫の結婚式に上

演されたべーリ作曲「エウリディーチェ」とい

うことになっているD

　一方、歌舞伎が歴史に登場するのもやはり約

400年前。奇しくもオペラと同年の／600年7月

後陽成天皇の女御である近衛の主催で、出雲の

阿国の「ややこ踊り」を見る会が行なわれたと

の記録がある。阿国はご存じの通り歌舞伎の創

始者とされている女性で出雲大社の巫女の出身。

慶長年間に京都の加茂の河原で演じた踊りが人

気を集め宮中の入々の目にとまるまでになって

いた。

　ユーラシア大陸をへだてて西端と東端に位置

するヨーロッパのオペラとEi本の歌舞伎は400

年前の同じ年わずか3カ月ちがいで誕生したこ

とになる。

　舞台芸術の点からみても、オペラは大道具、

小道具そして機械仕掛けの場面転換で観客を楽

せんぎょう　平成9年8月号



しませる工夫が発生当時からあった。1667年オ

ーストリアのレオボルドー世とマルガリータ皇

女との結婚式の余興として上演された「金のリ

ンゴ」は、5幕24場で24回の場面転換があった

とそのぜいたくさが歴史に残っている。

　一方、歌舞伎の方もこの面では実に多彩で、

独自の「花道」ができたのが1736年。そして「セ

リ」が上ってゆく仕掛けや「回り舞台」が考案

されたのが、それから20～30年後。大道具がひ

つくり返ると、その裏から別な舞台が現われる

「がんどう返し」や、役者が文字通り宙を飛ぶ

「宙乗り」は19世紀に入ってから現われている。

　この他、両芸能共1600年代の女優禁止令によ

って男が女役をやるといった形態で発達しオペ

ラではカストラート（去勢歌手〉によってベル

・カントが確立し、女形によって歌舞伎の様式

美が完成したという点まで似ている。

　さて、わが国にも本格的なオペラ劇場が誕生

する。構想から30年、本年3月に東京・新宿に

竣工し10月10日に開幕を迎える「新国立劇場」

がそれである。オペラの他バレエ、現代舞踊、

演劇等、現代舞台芸術を対象とするもので、三

宅坂にある歌舞伎等伝統芸能を上演する国立劇

場と対をなすナショナルシアターである。大・

中・小の3劇場からなり、オペラ劇場である大

劇場は1，800席の客席とその2倍の広さの移動

式四面舞台を備え、ハード面では世界のトップ

クラスのオペラ劇場。総工費800億円は文化庁

始まって以来の文化支出という。

せんきょう　平成9年8月号

　運営面ではわが国の舞台芸術振興のための自

主公演が基本で各ジャンルを通して30本の演目

が予定されている。しかしオペラは、音楽とド

ラマ、美術を全部抱えこんだ総合芸術で上演に

は大変時間とカネがかかる。歌手、オーケスト

ラ、コーラスに加え、なかには馬や犬まで登場

する数百人規模のものまである。美術面でも大

道具、小道具、衣しょう、照明等、多方面に亘

り「この世で最もぜいたくな歓び」といわれる。

　これらの経費を全部入場料で賄うとなると大

変高額なチケットになってしまう。このため欧

米では国や州が相当額を負担する他に、アメリ

カのメトロポリタン歌劇場のように個人や企業

の寄付に大きく依存する傾向がヨーロッパでも

強くなってきつつある。新国立劇場でも公演事

業費約36億円のうち入場料等収入はその半分の

18億、残りの赤字分を国と民間で2対1の割合

で分担することにしている。このように継続的

な文化事業で官民合同のプロジェクトは今まで

例がなく、民間企業にも本格的なメセナ活動と

して理解と支援をお願いしている次第である。

　ともあれ、この国際的な芸術をわが国にも定

着させ、歌舞伎等わが国の誇るべき舞台芸術と

融合させて、新らしく日本的なオペラを世界に

発進させる夢をもちたい。

参考文献／「はじめてのオペラ」

　　　　　　（堀内　修／講談社）

　　　　　「オペラと歌舞伎」

　　　　　　（永竹由幸／丸善ライブラリー）
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現地駐在員が語る“香港の明日”

βYA覧RMA駈し

　1997年7月1日、香港は歴史的な転換点を迎えました。会員会社の香港駐在員の協力を得て、

返還前後の状況や「一国二制度」の将来像、香港経済の行方など現地の印象をリポートします。

新和海運香港駐在員　伊藤　文彦

　主権返還前日より降り始めた雨は、返還

休暇明けの3日には豪雨となり、新生香港

の仕事始めの出端をくじかれた感があった。

街中は、祖国復帰を祝う垂れ幕や飾りで「中

国色」に包まれていたが、長雨の為か、心

成しか色裾せて見えた。

　ところで、7月中頃までは、各種団体の

返還を祝うパーティーが相次いだ。久し振

りに会った移民Uターン組に帰った理由を

聞くと異口同音に「こっちの方が実入りが

いいから」。彼等の殆どは、家族をカナダ

や豪州に残した単身Uターン組である。そ

れにしても、香港人の金儲けへのバイタリ

ティーには驚く。このバイタリティーが無

くならない限り、香港の将来は明るいと思

う。

　しかし、新生香港が抱える課題は山積し

ている。取り分け不動産の異常な高値が気

になる。バブルが弾けて日本の二の舞を呈

しないか、当地の英字紙「サウスチャイナ」

が「レッセフェール（自由放任〉こそ、香

港経済の原動力であった。」と指摘する一

方で、「競争の時代に生き残るためには、

シンガポールのように行政による経済への

介入が必要となってくるのだろうか」と疑

問を呈していたのが気になる。

第一中央汽船香港事務所長　清水

　155年にわたり英国統治下に置かれて来

た香港が中国に復帰し、特別行政区として

新たな歴史を踏み出した。又、世界には前

例のない「一国二制度」の壮大な実験が始

まった。

　実際「一国二制度」の生みの親である山

詞小平氏は生前、「香港が祖国へ復帰して

健

から50年間政策を変えない。更に言えば、

50年後以降も変える必要はない」と明言し

た。しかし鄭氏はその一方で「1997年以降、

香港で中国共産党や中国を罵る人がいても、

われわれはそれを許す。しかし（反中国的

な言論が）行動に変わり、香港に民主の看

板を掲げて大陸に反対する基地にしょうと
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するならば、干渉せざるを得ない」とも述

べている。いいかえれば、共産党支配とい

う体制を守る為に経済利益を犠牲にするこ

ともありうるとのことである。

　しかし「一国二制度」はもともと台湾と

の統一を狙って考案した政策であり、中国

政府は「一つの中国」の悲願｝こ向け、なん

としても香港の「一国二制度」を成功させ、

次につなげようとする筈である。

　「東洋の真珠」はこれからも輝き続ける

かどうか、なお、じっくりと見守っていく

必要がある。

00S・HongKong取締役経理部長（日本郵船）根本　乱舞

　返還の「歴史的な」日は祝日でしたが、

郵船（香港）のオフィス（31階）に参集、

返還式典およびブリタニア号を眼下に見ま

した。

　特段の感懐はなく、歴史の時が刻まれた

と強いて自分に言いきかせたというのが正

直なところです。ただ、この瞬間は香港の

「返還」ではなく、「復帰（回帰）」という

方が正鵠を得ていると思います。住民の

95％以上が広東人であり、言語・社会風土・

街の空気等、紛れもなく、広東の一地域で

あるからです。横文字を使う方が公式的、

開化的とされた150年余の風潮も街から薄

らいで行くでしょう。個人の基本的人権が

復帰後、制限されることを懸念する論調も

多く見ら紅ますが、中国に復帰した以上、

その中で解決すべきであり、内政干渉に似

た議論は避けるべきだと思います。香港人

よ、大中国の悠久の歴史の懐の中で、先ず

はゆっくりと休息して下さい、と願う次第

です。

　香港の行方は、小生の予見の域を超えま

すが、中国の製造業・輸送・港湾等社会基

盤の現況を勘案すると、経済のハード面で

は、かげりが訪れると思いますが、金融等

ソフト面では、その地位は不動であり、一

層重要性を増すと考えられます。いずれに

せよ、初代長官である董建華氏が、相手に

応じて、広東語・北京語・英語・上海語を

使い分けるように、国際性豊かで、たくま

しい香港人が健在である限り、香港の将来

は明るいと思います。
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最近、英仏海峡を走るブリタニー・フェリー

（BR工TTANY　FERRIES）を見学する機会があり

ました。このフェリーは白い崖で有名なイギリス側

のドーヴァーからフランスのカレーを結ぶフェリー

と違って、英国南部の港、すなわちサザンプトンや

ポーツマス、あるいはプリマスからフランスのシェ

ルブールやカーン、あるいはサンマロといったブル

ターニュやノルマンディーの港を結んでいます。ド

ーヴァー／カレー間のフェリーは海底のユーロトン

ネルを走る列車と航空機との三つ巴で激しい競争を

繰り広げており、フェリー会社間の合併問題や厳し

い合理化政策等でよく業界紙を賑わせています。し

かし、こちらの航路については現在運航しているの

は、このブリタニーとP＆Qのみのようで、比較的

マーケットも安定しており、相応の業績を上げてい

るように見受けられます。われわれの乗ったのは大

型のロールオン・ロールオフのフェリー「ノルマン

ディー号」で、カーン／ポーツマス間99海里を5時

間少々で運航します。このノルマンディー号は約

27，000トン、長さ162メートル、幅26メートルで、

乗客2，120名、乗用車600台を積載することができる

とのことです。乗組員は約130名で大部分がフラン

ス人だそうです。車一台に4～5人乗ると大変割安

になるところから乗客のほとんどはホリディー客で、

フランス人は海を渡ってイングランドやスコットラ

ンドで、逆にイギリス人はブルターニュやノルマン

ディーで休暇を過ごすわけです。

　船内の設備は、純客船の三ツ星プラスといったと

ころでしょうか、客室は二段ベッドの4人部屋が主

で、これは夜行の時使われます。昼間はリクライニ

ング・シートを予約するか、サロンで子供相手のシ

ョーを見たり、デューティーフリーショップで買物

したり、あるいはテレビを見たりすることとなりま

すが、いずれにしても退屈することはありません。

船内の表示やアナウンスはすべて英語とフランス語

のニカ国語で行われ、レストランやショップの値段

もすべてポンドとフランで表示されています。

　このブリタニー・フェり一の海務担当重役がICS

（国際海運会議所）の旅客船小委員会の議長を務め

ており、その関係でわれわれは船橋を見学させても

らいました。英仏海峡のフェリーは北欧バルト海の

フェリーと並び最も安全に関する一般大衆の関心の

高いところで、ちょっとした事故でもすぐテレビや

一般紙で報道されます。本船は1992年の建造で特に

目新しい設備や機器はありませんでしたが、安全に

ついては隅々まで配慮されているようです。

　見学に同行したのは東京MOU理事長の篠主席

やIMOの技術課長の関水氏、国際船級協会連合

（IACS＞の憎憎等、文字通り船舶安全問題に関して

は国際的な専門家ですから、その質問の難しいこと、

案内してくれた女性のパーサーはすぐギブアップし

て、どうぞ勝手に見学して下さいとばかり説明役を

降りてしまいました。当直していたのは二等航海士

とナントの商船大学を出たばかりの訓練生の二人の

みで、英仏海峡を2，00Q人もの乗客を乗せて航行す

るのにはやや手薄かなと思いましたが、昼間で視界

もよく年中この航路だけを走っているわけですから

問題ないのでしょう。入出航時は船橋には船長と一

等航海士、そして操舵手が配置されるそうですが、

ポーツマス入港時、狭い水路の中で岸壁の直前でタ

グボートも使わず「その画配頭」を行い、船尾から

ピタリと自動車積み卸しランプのある岸壁に付けた

のは、私には神業のように見えました。当直士官に

も質問をしましたが、フランス語なまりの強い英語

と日本語なまりの英語のコミュニケーションは少々

時間もかかるため、安全運航を阻害するようなこと

があってはいけないと早めに切り上げました。

　この後、船内の豪華レストランで船長心尽くしの

ディナーに舌鼓を打ちながらも「暴露甲板に乗用車

を積載するのはSOLAS条約違反ではないのか」と

か「中吊り式の甲板に車を積んで固縛をしないのは

おかしい」とか話は尽きませんでしたが、見学者一

同、フェリーの安全運航を心から祈った次第です。

（欧州地区事務局長　赤塚　宏一）

せんきょう　平成9年8月号
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　平成9年7月20日、私たちは国民の祝日となって2度目の「海の日」を迎えました。思い返せば「海の日」

は、祝日に制定されるまで戦後50年の長きにわたり、海にかかわる人々が「海の記念日」として祝って

きたという歴史を持っています。海の果たす役割と重要性について広く国民の理解と認識を深め、海

の恩恵に感謝し、海洋国日本の繁栄を願う日として昨年から14番目の祝EIに加えられました。

　夏休みがスタートする時期に当たる7月20日が、海に対して思いを新たにする夏の一日として定着

することは、海事産業に携わる者の願いでもあります。

　当協会は、この「海の日」を中心に、運輸省等の後援を頂き、次のとおり各種イベントを開催いたしま

した。

）

　今回で7回目を数えるこのコンサートは、今年が当協会創立50周年にも当たるため、その記念事業

の一つとしても位置づけて実施した。

　今年は例年を超える反響があり、約20，000名もの応募者の中から抽選で選ばれた3，000名を招待し、

7月20日（日）「海の日」の夜に、渋谷の

NHKホールにおいて開催した。会場で

は日本水難救済会による「青い羽根募金」

にも協力した。

▲新日本フィルハーモニー交響楽団
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∫海の創イベント榊葉 ・　魏n．藻認・㌣購饗智・‘「　烏；・▼ 凱．．コ

華々しく幕を開け、続けて交響曲「海」へとつなぐ構成で、観客を音楽による海のイメージの世界へ

といざなった。第2部は「オペラに登場する海」として、歌劇「アイーダ」から“凱旋行進曲”、歌劇

「蝶々夫人」から“ある晴れた日に”、歌劇「椿姫」から‘’乾杯の歌”といったオペラの名曲を中心に

構成した。黒田あゆみさんの司会・進行で、ヨーロッパを舞台に活躍されているソプラノの浜田理恵

さん、テノールの佐野成宏氏を迎え、フランスやイタリアでのそれぞれの楽しい体験談を語っていた

だいた。矢崎彦太郎氏の指揮による新日本フィルハーモニー交響楽団の演奏、オペラのワンシーンを

思わせる巧みな演出、さらには200人による大合唱

（東京合唱協会・北区民混声合唱団）も加わり、観

客は、躍動感と懸屋のあるステージに酔いしれた。

　鳴り止まぬ拍手に続けてアンコール1曲目は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
「威風堂々」、そして、恒例の「我は海の子」をと

もに合唱した後も、満員の観客から出演者に惜し

みない拍手が送られていた。

▲東京合唱協会と北区民

　混声合唱団による合唱

左から、内藤彰（合唱指導）、レ

矢崎彦太郎、佐野成宏、浜田

理恵の各氏

▲歌劇「蝶々夫人」から

　愛の二重唱“夕暮れは迫り”
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く誕凱夏隔子シップウオッチング噸浜

　当協会は、日本外航客船協会との共催で、8月1日（金）に外航客船「飛鳥」による夏休み親子シッ

プウオッチングin横浜を開催した。

　世界一周などの話題で注目を集める「飛鳥」人気もあって約3，300組の多数の応募があり、その中

から抽選により150組・300名の親子ペアを横浜港大さん橋ふ頭から現在建設中の東京湾横断道路手前

を回航する3時間の東京湾クルーズに招待した。

　まず開会式では、山田登キャプテンから本船と同名の打林飛鳥さんと出口飛鳥君、そしてゲストの

チャック・ウィルソン氏が一日船長として任命され、その後ブラスバンドの演奏に見送られながら7

階デッキでのテープ投げのセレモニーで出港した。

　出港後、横浜港に接岸している自動車専用船、コンテナ船や横浜港沖に錨湖中の貨物船、川崎港に

停泊中のLNG断切例年になく数多くの船を見る機会に恵まれるとともに、横浜港振興協会の方々に

船、港の説明や子供達からの質問に答えていただく等、短い時間ではあったが有意義なシップウオッ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チングを行うことができた。

また、当日は快晴にも恵まれ、青空の下でビュッ

せんきょう　平成9年8月号 図



晦の副イベント特集 単一・，，　鞭．．灘櫛難雛欝

最後に、アトラクションとして船や海に関するクイズ大会やビンゴ大会を行い、閉会式で締めくく

った後、消防艇の放水に迎えられながら大さん橋ふ頭に帰港した。

▲ビンゴ大会の賞品を贈るチャック・ウィルソン氏

＼　拶

3踊即日i§鯉5碧鷺記念

　当協会は、NHKスタジオパーク「パークギャラリー」において、7月11日（金）から8月3日（日）

までの23日間、「船はともだち」展を開催した。

　「海の旬間」関連事業として、また、当協会創立50周年記念事業の一つとして位置づけており、子

供たちとその家族を対象とし、「船と暮らし」をテーマに、楽しみながら船と港の役割を学び、船の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　魅力に触れてもらえるよう企画したものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会場では、「自分の船をつくってみよう」とい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う船のペーパークラフトにパソコン上で好きな色

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を塗ってもらい、着色後、プリントアウトして組

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　み立てるコーナーが人気を集め、子供たちが列を　　一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作っていた。

▲7月11日のテープカット。左から、当協会増田信雄理事長、

　河村健太郎会長

　　　　　　　　　　　　　　せんきょう　平成9年8艮号



「観光グルメボランティア」のすすめ

“ガンバレ日本海1支援ツアー”に参加して

　ナホトカ号重油流出事故による被害を受けた

福井・石川両県の市町村を訪ねるも」ガンバレ日

本海！支援ツアー”が、「海の口」海事関係団

体連絡会の「海の日」行事の一つとして、大日

本水産会の主催の下、諸団体から36名の参加を

得て、7月25～27口、実施された。

　現地を視察して、海や浜辺の美しさに驚いた。

7月20日にビーチテラス「かもめういんぐ」が

オープンした小舞子海岸（美川町）や、8キロ

に及ぶ砂浜の上をドライブできる千里浜なぎさ

ドライブウェイ（押水町）では、砂を手ですく

ってみたが、指の間からさらさらとこぼれ、こ

こに重油が漂着したとは信じられなかった。

　また、本場の越前ガニをはじめ「キトキト（新

鮮な、の意）の魚」を供する越前町や、冬に越

前海岸を埋め尽くす“越前水仙”が一年中咲く
　　　　　こし　の
施設がある越廼村、北前船主の館を公開してい

る河野村、そして懸命の努力により豊かな自然

を回復しつつある越前松島・東尋坊（三国町）

などの見どころも予想以上の回復ぶりだった。

　しかし、災禍が取り除かれ、平穏を取り戻し

たかのように見えた後でも、被災地は目には見

えない「風評被害」というハンディに泣いてい

た。現地を見て納得しないと、繰り返し報道さ

れたおびただしい重油の帯ばかりが今も脳裏に

焼き付いて、見てもいないのに座れば油が付着

するような海水浴場を思い浮かべ、食べてもい

ないのに油の臭いがこびりついた魚介の味を連

想し、被災地を敬遠してしまうのである。

　今こそ、新しいボランティアの力を借りては

どうか。名付けて「観光グルメボランティア」。

きれいな海を満喫し、キトキトの魚を賞味し、

温泉に浸かってリラックスし、帰ったらすっか

りよみがえった被災地の話をする。それなら私

も、と輪が広がれば、風評被害は薄れていくだ

ろう。

　昨今、増えているボランティア休暇制度を柔

軟に活用し、被災地への旅をボランティア休暇

として認めることもできるのではないか。旅行

需要の喚起は、被災地の経済を活性化させる特

効薬になるからだ。

　被災地の海岸には、感動があった。目の前に

広がる美しい海岸にテレビで幾度となく見た汚

れた海を重ねれば、砂粒を丁寧に拭った数えき

れないほどの人の手を思わずにはいられなかっ

た。被災地には、一般の観光地が忘れかけてい

る人間の手のぬくもりが残っていると感じた。

　私たちが被災地を訪れることで被災地の経済

を潤し、私たちの心をも潤す、これが被災地と

「観光グルメボランティア」との望まれる関係

ではないだろうか。さらに、「観光グルメボラ

ンティア」が被災地に魅せられて「常連客」に

なった時、ほんとうの復興が始まるのだろう。

　（当協会　調査広報部広報課　廣田　かほ里）

石川・福井観光グルメマップ

熊　　　押水町
　　　　（干里浜なぎさ

　　　　ドライブウェイ）

三国町

（越前松島・東尋坊）

　　　越廼村

　　　（越前水仙〉

越前町

（越前海摩・越前ガニ）

　　　∫’
、　　　　　　　　’
、　　　　　’

　、ρ國’

’
’

「
量
’

　金沢市。ミ

　　　　　ロ
　　　●＿美川町

　　　　（小舞子海岸・美川刺繍

　一　　　ふぐの卵巣のぬか済）
　、　　　　　　　冨

。福井市　＼～　　（蝕

　　　　一／）

鴫．
戸

　　　（北前船主の餌）
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｝．lMO第43回航行安全小委員会（NAV43）の模様
　一航行の安全に開する「海上人命安全条約」第V章の全面改正は継続審議一

2．フィリピン人船員の今後

3．最近における内航輸送の現状

1．lMO第43回航行安全小委員会（NAV43）の模様
　　　一航行の安全に関する「海上人命安全条約」第V章の全面改正は継続審議一

　国際海事機関（IMO）の航行安全小委員会

第43回会合（NAV43）が1997年7月14日から

18日までの間、ロンドンのIMO本部で開催さ

れ、船舶の航路指定・船舶通報制度、航行の安

全に関する設備の性能基準、および航行の安全

に関する設備の搭載要件等を規定した「海上に

おける人命の安全のための国際条約」（SOLAS

条約）第V章の全面改正について審議が行われ

た。今次会合における主な審議結果は次のとお

りである。

1　航路指定および船舶通報制度

（1）南アフリカ沿岸周辺における分離通航方

　式および積載タンカーの航行規則について

　　FA　PLATFORMおよびALPHARD
　BANK沖の分離通航方式を採用するとと
　　愚こ、積載油タンカー通航規則を変更し、

　　満載喫水線用帯域の夏季帯に西航通航帯の

　　全てを含ませる分離通航方式の提案につい

　　ては、原案どおりで次回海上安全委員会

　　（MSC69＝98／5月開催予定）で採択、採

　　択後6カ月後に導入するよう要求すること

　　を合意した。

②　マラッカ・シンガポール海峡分離通航方

　　式および強制船舶通報システムについて

　　　審議に先立ち、沿岸3国（インドネシア、

　　マンーシアおよびシンガポール）を代表し

　　てマレーシアから提案趣旨説明、および各

　　国からの質問に応えて現在沿岸3国および

　　日本により行われている水路再測量後の新

　分離通航方式の大きな変更等は考えていな

　い旨補足説明があった。

　　審議の結果、一部変更を行った上で、次

　回MSC69で採択後6カ月で導入するよう

　要求することを合意した。しかし、マレー

　シア沿岸水域の全域に設定される沿岸通航

　帯（ITZ）についてのみは、実質的に国際

　海峡の通航を制限するものであることから、

　米、露、および豪が立場を留保し次回MSC

　69で検討されることになった。

（3）地中海BONIFACIO海峡の航行安全向

　上のための対面航路、警戒水域、避航水域

　の設定、および強制船舶通報制度の導入に

　ついて

　　審議の結果、一部変更を行った上で、次

　回MSC69で採択後6ヵ月で導入するよう

　要求することを合意した。

（4）英国北西に位置するHEBRIDES諸島西

　の深水深航路について

　　総トン数10，000トン以上で積載状態にあ

　るタンカーの利用が推薦されている同深水

　深航路を、水深の再測量に伴い航路設定位

　置の一部を変更する提案については、次回

　MSC69で採択後6カ月で導入するよう要

　目することを合意した。

（5）スペインの地中海沿岸に位置する

　CABO　DE　GATAの分離通航方式と任意

　の船舶通報制度について

　　分離通航方式については、次回MSC69

　で採択後6カ月で導入するよう要求するこ
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　とを合意した。また、任意の船舶通報制度

　を確認した。

（6）英国北西のMINCHES航路における船

　舶通報勧告の励行について

　　同推薦航路の利用が勧告されている上記

　航路において、利用度が高い反面、同航路

　入域前に行うことが勧告されている船舶通

　報はほとんどの通航船舶で行われていない

　ため、通報を行うようSN（セーフティ・

　オブ・ナビゲーション）サーキュラーで早

　急に周知することが合意された。

（7＞群島航路帯の指定・採択および変更に関

　する一般通則、およびインドネシア群島航

　路帯指定について

　1）　群島航路帯の指定・採択および変更に

　　関する一般通則については、国連海洋法

　　条約の内容に沿う修正が行われるととも

　　に、総会決議A．572（14）「航路指定の

　　一般通則」を2つのカテゴリーに編成し、

　　従来の航路指定の一般通則を第一カテゴ

　　リー、群島航路帯の指定・採択および変

　　更に関する一般通則については第2カテ

　　ゴリーとすることとされ、次回MSC69

　　において検討の後承認される見込みであ

　　る。

　2）　インドネシアの南北3ルートの群島航

　　路帯指定については、審議の結果、「群

　　島航路指定の一般通則」の規定に基づく

　　航路指定の様式および表示等に関して更

　　なる慎重な審議が必要であるとの判断か

　　ら、次回MSC69において再審議される

　　ことになった。また、審議においてイン

　　ドネシアから群島航路帯提案は、通常通

　　航航路の部分指定であること、および群

　　島水域内の無害通航権を国連海洋法条約

　　に基づき認めること等が確認された。

（8）North　HinderからGerman　Bight間の

　タンカー用強制航路の利用と適用船舶につ

　いて

　　英国の東岸に位置する港間を航行するタ

　ンカーが上記航路を利用した場合は、迂回

　を余儀なくされ航程が伸びるぽかりか、航
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行上の危険性が高まることから、英国東岸

に位置する港間（Orkney，　Shetland　Ids

を含む）を航行するタンカーは適用しない

ことで、次回MSC69で承認の上、　SN（セ

ーフティー。オブ・ナビゲーション）サー

キュラーで回章することとなった。

2．SOLAS第V章の改正について

　NAV42（96／7月開催）時点でまとめられた

V章改正案文書をベーシックドキュメントとし、

1規則（適用）、2規則（定義）、3規則（免除）

は最後に検討することとして審議が行われた。

　しかしながら、1規則（適用）Para　2から

3規則（免除）および16規則（システム設計の

一般的要件）から19規則（航行システム及び機

器の承認及び検査）については、議論には至ら

なかったため、これら規則に規定されている、

VDR（Voyage　Data　Recorder）、自動船舶識

別システム（AIS）、およびIBS（lntegrated

Bridge　System）など、現行のSOLAS第V章

には存在しない新しい機器の搭載要件など最も

重要な点については、次回NAV44（98／7月

開催予定）でさらに検討し、2002年の発効を目

指すこととなった。

3．航行安全装置

（1）以下に記載する航行安全設備の性能基準

　案が作成され、次回MSC69において採択

　　することが合意された。

　　1）　トラック・コントロールシステム

　　　ヘッディング・コントロール・システ

　　　ムにおいてオプション要件であるトラッ

　　　ク。コントロール・システムについて性

　　能基準案が作成された。

　　2）音響測深機

　　　　既存の音響測深機が探知してきた200

　　　mの大陸棚については、電子測位装置

　　　（GPS）が代用するとの見解により、測

　　　深範囲は、2m～400mが2rn～200mと
　　　なった。

　　3）電子磁気コンパス

　　　　本装置装備の目的としては、ジャイロ

岡



　　コンパスの搭載は強制されないが方位情

　報を必要とする機器の設置が求められる

　等、小型船舶に装備して方位情報を得る

　　こと。また、磁気コンパスを使用できな

　　いHSC（ハイスピードクラフト）等で

　使用することが確認された。．

4）GPS／GLONASSがコンバインされ
　　た船舶搭載用受信器

5）　全世界的な自動船舶識別システムAIS

　　（Automatic　Identification　S夕stem）

　　MSC67において合意された、‘‘AISは

　　ただ一つの全世界的システムとして長期

　　計画で実施される”旨を再確認し、四声

　　陸上局および船対船で自動的に船舶識別

　　を可能とするものであればいかなる方式

　　（DSC方式、放送方式）のAISも全世界

　　的システムとなりうるとの考えで性能基

　　準が作成されたが、本性能基準案では、

　　通報容量が2000reports／min（1分間

　　当り2，000隻のデータ）となったため、現

　　段階では放送方式のみが可能となった。

　　また、貨物の種類に関する情報を山導船

　　に提供することについては、権限のある

　　当局の要求がある場合のみ提供すること

　　になった。

（2）　VDR：Voyage　Data　Recorderの性能

　基準案について

　　第40回設計設備小委員会（DE40）が作

　成した総会決議案（DE40／12／Add．　AN－

　NEX　5＞をもとに審議が進められた。し

　かし、同案については、自動浮揚または非

　自動浮揚の要件のいずれの要件も読み取れ

　るような内容になっているため、自動浮揚

　性能については、総会決議A、662（16）「非

　常用無線装置の自動浮揚機構に関する性能

　要件」を引用するとともに、耐火性能州に

　関しては、IECが作成する技術試験基準に

　よることとされた。その他、事故やニヤミ

　ス等により、記録が消去されないようにす

　る修正がなされた上で承認され、第20回総

　会（97／11月開催予定）での採択のために

　送付されることとなった。

（3）電子海図表示および情報提供システム

　（ECD工S：Electronic　Chart　Display＆In－

　formation　Systems），およびラスターチャ

　ート表示システム（RCDS：Raster　Chart

　Display　Systems）性能基準案について

　　プレナリーおよびワーキンググループに

　おいて、英国をはじめとする大勢が紙海図

　との同等化に賛成したため、ドラフティン

　ググループ（DG）でRCDSの性能基準案

　を討議することになった。

　　DGでは、　RCDSはすべてのENC：
　Electronic　Nauticai　Chartsが利用できる

　とともに、ECDISの性能基準に合致して

　いなければならないこと、また、最新のデ

　一極が記載された紙海図と併用することを

　満足すれば、現行SOLAS　V章20規則：航

　海用刊行物に準拠した紙海図と同等のもの

　であると認め、性能基準案を作成した。

　　しかし、プレナリーにおいて、露および

　日本から今次NAV43においては、十分な

　検討が行われていないこと、RCDSは
　ECDIS同様にIHO（国際水路機関）を含

　む水路関係当局によって討議されるべきで

　あり、今次NAV43での性能基準案の合意

　に反対する意見が出され、今次会合で取り

　まとめられた性能基準案については合意さ

　れず、審議結果をそのまま次回MSC69に

　送り、その場で性能基準案を採択するか、

　次回NAV44で継続審議するかが決定され

　ることとなった。

2．フィリピン人船員の今後

改正STCW条約が1997年2月／日発効した。

これに伴い、従来の1978年条約による資格証明

は、2002年2月1日までは認められることとな

ったが、それ以降は改正条約の基準を満たすこ

とが義務づけられている。また、今回の改正で

は締約国各国政府が条約を確実に実行している
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ことを確認するため、1998年8月1日までに

IMOに自国の船員教育。訓練施設、資格証明

等に関する法令・制度・体系等の送付が義務づ

けられており、さらに送付された内容が改正条．．．

約の基準を満たしていると認定されれば、いわ

ゆるホワイトリストにその国名が掲載され、当

該国政府により承諾された施設以外の施設で資

格を取得しても改正条約の基準を満たすことに

はならないとされている。

　条約が発効した今、世界中の海運関係者の関

心はフィリピンに集中している。同国の訓練施

設のうち何カ所が改正STCW条約に適合した

施設となるのか。20万人とも30万人ともいわれ

ている既存船員を2002年2月1日以降もこれま

でどおり乗船させることができるのかなど。

　このような状況下．、本年4月10・ll日の両日、

Lloyd’s　Ship　Manager（LSM）主催の“The

2nd　LSM　Philippine　Manning　and　Training

Conference”が開催された。会議には、世界各

国の船主、船舶管理会社、船員教育機関、政府

機関、船員組合の関係者等約4GO名が参加し、

関心の高まりが伺えた。会議では当然、改正

STCW条約の履行に関するフィリピン政府の

対応状況等が中心となり、自熱した議論が行わ

れた。以下、DOLE（フィリピン労働雇用省De－

partment　of　LabQr　and　Emp1Qyment）の

QUISUMBING長官他フィリピン政府関係者
の改正条約対応状況に関する説明をかいつまん

で紹介する。

　　フィリピンはホワイトリストに載るだろう。

　このため、

　・Qualified　Docunlents（資格証明）は、1997

　　年中に完成させるべく、作業中である。

　・Maritime　Trainlng用Action　Planは、

　　現在MTC（海技訓練評議会Maritime
　　Training　Council＞で検討中である。

　・今後の課題としてQuality　Assurance

　　System（資格保証システム）の確立を目

　　指す、等々。

　これら「検討中」、「作業中」、「目指す」に対

し、現地および欧州系のマンニング関係者等か

ら強い危惧の念が表明されたのはもちろんであ
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り、もしフィリピンがホワイトリストに載らな

ければ、フィリピンにある150の教育訓練校お

よび325のManning　Agentが潰れるだろうと

の意見も飛び出したほどだ。

　さらに会議では、フィリピン政府より既存船

員の改正条約に対応する教育訓練についての責

任はShipping　Compally、　Manning　Company

にあるとの注目すべきコメントもあった。非公

式な発言かもしれないが、既存船員の改正条約

に対応する教育訓練の貨任を船社あるいはマン

ニング会社に転嫁した発言である。

　既存船員の取り扱いについては、誰の負担で、

はともかくとして、フィリピンは世界最大の船

員供給国であるところがら、今後のフィリピン

政府の動向が大いに注目されている。

　既存船員が改正条約により新たに義務づけら

れている訓練のうち特に、Basic　Safety、　Ad－

vance　Fire－fightirlg、　Tanker　Familiarization

等の安全訓練を受講できる施設がフィリピンに

おいては不足しているようである。以下は、フ

ィリピン、マニラ郊外における安全訓練が受講

できる代表的な二つの施設の概要である。

1．CMRFI（ConsoHdated　Maritime　Re－
　sources　Foundation，　Inc，）

　マニラから車で南へ約1時間のCAVITE地

区にあるCMRFIのオーナーは、フィリピン人

EPIFANIO　JOAGUIN氏であるが、1992年に

ノルウェー船主協会（NSA）と提携し、同協

会から各種設備の寄贈を受けている。

　同校は、1983年にSOLAS（Basic　Safety）

の訓練コースとして設立された。以後、TankeY

Course、　Advanced　Fire－fighting　Course等を

順次導入し、現在では50人を超えるスタッフに

より21の訓練コースが設けられている。

　また、改正STCW条約の要件を満たした訓

練コースとしてノルウェー・デンマーク両政府

の承認を得ており、ノルウェー・デンマーク船

社に加え、MOBIL、　ESSO、　TEXACO、　BP

等のメジャー系タンカー会社、フィリピンの主

なマンニング会社が既に訓練生を派遣している。

2．IDESS（IDESS　Maritime　Center（SUBIC）

　Inc．）

岡



　IDESSは、1989年スウェーデンとノルウェ

ーに設立されたThe　International　Develop－

ment　Environmental　Shipping　Schoolのマニ

ラセンターで、1991年に設立された。

　スービック湾に面して建てられている同校は

1．CMRFIと同様に改正STCW条約の要件
を満たしていると思われる訓練設備を有し、主

としてスカンジナビア諸国の船舶に乗り組むフ

ィリピン人船員が派遣されている。

　その他にも、フィリピンにおいては改正

STCW条約に適合するであろう施設を有する

訓練施設が数カ所存在するし、新たな施設の建

設も計画されているようである。

　職員だけで5、6万人にもおよぶ既存船員に

対しどの職種にどのような訓練が必要になるの

かはフィリピン政府の今後の判断によるため、

必要となる訓練を2002年2月／日までに行うこ

とが物理的に可能なのか否かを現段階で論ずる

のは難しいが、これから2002年2月1日までは

既存船員が所要の訓練を受講する必要があるた

め、これらの施設に集中することは確かであろ

う。

　フィリピンがホワイトリストに掲載され、さ

らにフィリピン入船員が2002年2月1日以降も

これまでと同じように適正な資格を有し、世界

各国の船舶に乗り組むことができるよう、大所

高所の見地からの協力も含めた検討が必要なの

ではないか。

3．最近における内航輸送の現状

　内航海運は、国内輸送機関別貨物輸送量の約

43％（トンキロベース）を担う基幹的輸送機関

である。特に、石炭、金属、非金属鉱物、セメ

ント、石油製品など産業基礎資材の分野におい

ては、内航海運が大きな役割を果たしている。

　1996年度の輸送実績は、運輸省「内航船舶輸

送統計年報」によると以下のとおりである。

1．輸送量の推移

　1996年度の輸送実績は、輸送トン数5億4，691

万トン、輸送トンキロ数2，418億トンキロとな

った。1994年度の景気回復によって増加したも

のの．、1995、96年度と再び輸送実績は漸減して

いる（図1参照）。

2．船種別輸送量

　船種別にみた1996年度のトンベース輸送量は、

貨物船が3億663万トン、油送船が2億335万ト

ン、プッシャーバージ・台船が3，692万トンで

ある。貨物船は1994年度以降再び増加が続いて

いる。一方、油送船は、逆に／995、96年度とと

もに減少した（図1参照）。

［図1］内航海運の船種別輸送実績の推移
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［図2ユ内航海運の主要品目別輸送量の推移
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3．主要品目別輸送量

　主要品目別輸送量は図2のとおりである。

　輸送量で最大のシェアを占めている石油製品

の1996年度輸送量は、1億5，036万トンで前年

よりもわずかに減少している。また、砂利・砂

・石材、石灰石、セメント、原油、石油製品な

どの品目が前年度に比べ減少している中で鉄鋼、

石炭、LPG・その他のガスが増加している。

特に鉄鋼は1996年度に過去最高を記録した。

4，地域間輸送状況

内航海運の発地・着地別の貨物取扱量を地域

ごとに仕分けしてみると、図3のとおりとなる。

　内航海運は、定期航路を除くと積み荷を求め

て地域を限定せずに全国的に活動しているが、

主要荷主の鉄鋼、石油会社などの事業所が太平

洋ベルト地帯に集中していることから、発地・

着地べ一スヒもに輸送量のほとんどが関東以西

に集中している。

　発地ベースでは、中国、京浜葉・関東、九州、

阪神・近畿の順位で、また、着地ベースでは、

京浜葉・関東、阪神・近畿、中国、九州の順位

でウェイトが高くなっている。
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業界探訪

訪問団体　社団法人　建築業協会

設立　昭和34年（1959年）4月

沿革　建築業協会は、明治44年9月、建築業界

　　　の体質改善と社会的地位の向上を図るた

　　　め、東京と大阪の有力な建築業者によっ

　　　て創設され、建築業に対する社会的認識

　　　・理解の促進、業界の地位の向上に大き

　　　な役割を果たしてきた。昭和19年、戦争

　　　遂行上の行政措置のもとに解散した。

　　　　戦後、日本経済の高度成長とともに、

　　　建築業界も大きく発展し、昭和32年5月、

　　　任意団体として建築業協会が発足、その

　　　後昭和34年4月には財団法人建築業協会

　　　の設立をみた。

　　　　財団法人建築業協会は、公共事業予算

　　　の確保と価格の適正化、都市防災化の促

　　　進、都市再開発の促進、民間活力の活用

　　　などについて、さまざまな調査研究、主

　　　張・要求を行ってきた。

　　　　その後、社会経済情勢が著しく変化す

　　　る中、新しい時代に即応した体制の整備

　　　を図る必要上、昭和59年4月、財団法人

　　　から社団法人へと組織変更が行われ、社

　　　団法人化によって会員数は大幅に増加、

　　　委員会組織も再編し、関西支部を設置、

　　　今日に至っている。

組織　会長　今村　治輔（清水建設社長〕

　　　理事　33名（会長・副会長含む）

　　　会員　85社

　　　（国内で建築業を営む総合建設業者〉

　　　職員　17名

所在地　東京都中央区八丁堀2－5－1

　URL　http＝〃www．alpha．web．orjp／bcs

　E．mail　bcskoho＠alpha－web，orjp

現在の活動

　　平成7年4月、建設省は「新しい競争の時

　代」を迎える建設産業の将来像と今後の建設

　産業施策の基本的方向を示す「建設産業政策

　大綱」を策定した。建築業協会はこれを受け

　て、平成8年11月、協会が主導的に果たすべ

　き役割と活動テーマの重点を明らかにした

　「BCS行動計画」を策定、より豊かな未来社

　会の実現に向けてアクティブに事業の推進を

　図っている。

BCS行動計画の概要

　　建設省が策定した「建設産業政策大綱」を

　受けて、㈹日本建設業団体連合会は、平成8

　年5月、建設業界が複雑化する社会経済環境

▲テクノフェスタ21に参加出展
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の中で自らが変革していくことの必要性を説

いた「日建連ビジョン」を策定した。「BCS

行動計画」は建築業協会がこれらを受けて策

定したもので、「建築を通じて社会に貢献す

る」という’協会の果たすべき役割と活動テー

マの重点を明らかにしている。

　自ら取り組むべき課題として5つの重点課

題を掲げ、「社会に役立つ建築業協会」を目

指して、建築物の品質確保・向上、コストの

縮減、規制緩和の推進等、建築業界が当面す

る重要かつ緊急の課題にも積極的に取り組ん

でいくこととした。

5つの重点課題

1．多様な選択機会の提供による建築ニーズ

　への対応

2．建築物の生涯価値の向上とライフサイク

　ルコストの縮減

3．自然と人間が共生する豊かな環境の創造

4．災害に強い安全・安心の街づくり

5　新しいコミュニケーション・ネットワー

クの形成

行動計画の実行に向けて

　建築業協会は、上記行動計画の実行に向け、

　直ちに従来の組織の見直しを行い、平成9年

　4月より6つの常設委員会に再編・強化した

　ほか、行動計画に沿ったテーマや緊急を要す

　る重要問題等に対応するため、品質性能表示、

　ライフサイクル・エンジニアリング、コスト

　問題の3課題について有期の「特別委員会」

　を設けるとともに、各委員会の活動を円滑に

　推進するため、各委員会の幹事長で構成する

　「幹事長連絡会」を設置した。

　21世紀に向けて、行動計画に基づき「建築

　を通じて社会に貢献する」という当’協会の役

　割をより高いレベルで実現するため、ユーザ

　一・地域・社会の視点を重視しながら諸活動

　を積極的に推進していくこととしている。
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海運…i雑学…ゼ．ミ．ナ．」ル第89回

ついに英国には戻らなかった

至高の銀杯
「アメリカズカップ」

　国際ヨットレースの最高峰といわれ、世界の

ヨットチームが最先端の技術と国の威信をかけ

て最速を争う「アメリカズカップ」。その歴史

は1851年（日本では嘉永4年、ペリーが浦賀に

来航する2年前）にまで洌田、近代オリンピッ

クよりもはるかに長い歴史を誇る。

　発端はロンドンの第1回万国博覧会を記念し

たワイト島1周ヨットレース。主催者の英国ロ

イヤル・ヨット・スクォードロンが唯一の外国

艇として米国の参加を要請したのは、当時ボル

チモア・クリッパーと呼ばれる快速帆船を駆使

し、振興海洋国として勃興しつつあった米国へ

の英国の自信に満ちた挑戦ともいえた。

　これを受けたニューヨーク・ヨットクラブ

（NYYC）は、当時最高の技術を結集した101フ

ィートスクーナー「アメリカ号」を建造．大西

洋を渡り英国に乗り込む。

　1851年8月22日に行われたレースは大方の予

想を覆しアメリカ号が圧勝。このとき授与され

たのが高さ68．58センチの古代ローマの水差し

を模した純銀のトロフィーだった。「100ギニー

カップ」と呼ばれたこのありふれたトロフィー

が、その後「アメリカズカップ」と名を変え、

世界のヨットマンが憧れる「至高の銀杯」にな

るとは当初は誰も想像しなかった。

　．レースの惨敗で世界に冠たる海洋国家の威信

を傷つけられた英国は、雪辱を期して187G年8

月8日に米国に再挑戦するが失敗。以後140年

余りの問に29回繰り広げられたアメリカズカッ

プの歴史はここから本格的に始まる。しかしカ

ップは現在まで一度も英国に戻っていない。

　このレースは、オリンピックのように国際組

織によって運営されるのでもなく、参加艇も各

地のヨットクラブの代表に過ぎない。しかし欧

米などでは、その勝敗に各国の元首から経済・

産業界までが一・喜一醒する。

　その理山は、このレースが当初から、クルー

の技量はもちろん造船を中心とする各国の．工業

技術の最新成果を投入し、いわば・一国の海事技

術の総合力を競い合ってきた伝統にある。最近

では、艇の建造から遠征費まで含めた費用が数

十億円、参加チーム全体では数百億円の巨費が

投じられるといわれる。

　140年余りの歴史を通じ、巨額の財貨と時代

の叡智を飲み込み続けてきた、おそらく世界一

高価な銀の水差し一アメリカズカップ。その

奪取をめざし日本を始めとする世界の有力チー

ムが、今、着々と準備を進める。次回は2000年

にニュージーランドで開催される。

舵がなくても方向は自由自在

タグボートの魔法のプロペラ

　船にとって舵は、なくてはならない重要な装

置だ。舵がなければ、方向を変えられないだけ

無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎
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ではなく、そもそも方向が定まらない。もし航

海中に舵が故障したりすれば、あとはエンジン

を止めてただ漂流するしかない。

　ところがこれほど重要な舵を持たない船もあ

る。タグボートだ。タグボートが舵なしで自由

に移動できる秘密は特殊なプロペラにある。

　最近のタグボートで最も多く使われているの

がZプロペラ。ダクトと一体化したプロペラを

360度自由な方向に旋回できるようにしたもの

で、通常、2基を1組にして装備し、それぞれ

の向きを自由に組み合わせてコントロールする

ことで、前進・後進・横や斜めへ方向の移動・

回転など、実に複雑な動きが可能だ。

　最近はZプロペラに主力の座を奪われたが、

フォイトシュナイダープロペラも同様の機能を

持つ。しかしその形はやや変わっている。

　櫓の形の翼を「q形に配列した翼車を、船体か

ら下方向に取りつけたもので、それぞれの翼面

に対し直角となる線の交点が五車の中心からず

れた位置にくるように、回転しながら翼．面角度

を調整する巧妙なメカニズムを持つ。

　この交点の中心からのずれの位置を変えるこ

とで自由な方向に推力を向けることができる。

こちらの場合も、2基1組で微妙な方向コント

ロールができる点は、Zプロペラと同様だ。

　こうした特殊なプロペラによるミズスマシの

ような機動性が、強力なエンジン出力とともに、

巨大船を自在に動かすタグボートの高度な機能

を支えている。

ゴーストライターが書いた

マルコポーロの世界旅行記

　モンゴル帝国の支配者フビライ・ハーンに重

用され、西欧人が見たこともない東洋の国々を

自由に兄聞した偉大な東方の旅行者マルコ・ボ

ーロにとって、帰国後の暮らしは、どうやらあ

せんきょう　平成9年8H号
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まり快適なものではなかったようだ。

　マルコが帰国した当時、ベネチアとジェノバ

は地中海の海．L貿易の覇権を競って激しく争っ

ていた。両者は1298年9月6U、ダルマチア海

岸沖の海戦でついに雌雄を決するが、勝利した

のはジェノバで、ガレー船の指揮官として参戦

していたマルコは7，000入の捕虜の一入として

ジェノバの獄舎につながれた。

　このときたまたま同じ獄舎に居合わせたのが

ルスティケロという無名の冒険物語作家だった。

マルコの思い出話を聞き、壮大な冒険物語の構

想を得たルスティケロは、マルコをくどいて、

興味深い異郷の旅の膨大な記録を口述させ、つ

いにあの「世界旅行記」を完成させる。

　なぜマルコ自身が、これを書こうとしなかっ

たかは良く分からない。しかし、もしこの幸運

なゴーストライタ．一との出会いがなかったら、

その後戸百年もの問人々を魅了し、コロンブス

に東洋への新航路発見を夢兄させた偉大な著作

は生れていなかっただろう。そしてもしそうだ

としたら、大航海時代の始まりもまた何世紀か

遅れていたかもしれない。

圃



図

海運日誌

2日　東京湾を航行中のVLCC「ダイヤモンド

　　・グレース」（約260，000％〉が船底接触し、

　　1，556k¢（推定）の原油が流出した。

　　（本誌7月号P，43囲み記事参照）

B日　ダイヤモンド・グレースの油流出事故に

　　際し、当協会は運輸省海上交通局長より、

　　再発防止のための対策および総合的な安全

　　対策にっき検討方、要請を受けた。当協会

　　は、再発防止の姿勢を強調するとともに、

　　同日、会員に対しその旨連絡を行った。

　　（以下当該事故関連項目についてはPユ3囲

　　み記事参照）

　◎　古賀誠運輸相は、海上安全船員教育審議

　　会水先部会に、「水先制度の今後のあり方」

　　を諮問した。

10El運輸省は、1997年上半期（1～6月）の

　　新造船建造許可実績をまとめた。それによ

　　ると、国内・輸出船合計で178隻叫47万％

　　で、前年同期に比べ37隻・80万％（15．3％）

　　の減少となった。

11日　ダイヤモンド・グレースの油流出事故に

　　際し、当協会は海上保安庁警備救難部長よ

　　り、東京湾等輻綾海域における大型タンカ

　　一の当面の航行安全対策の徹底について周

　　牛方、要請を受けた。当協会は、同日、会

　　員に対し諸事項の遵守の徹底を周知した。

16日　運輸省海上交通局は、平成9年版「日本

　　海運の現況」（海運白書）を発表した。

　　（P．2特別欄参照）

17日　ナホトカ号重油流出事故を調査する第5

　　回日ロ海洋汚染防止当局間会合が、14日目

1臥・7月

　　らモスクワで開催された。事故原因につい

　　ては、船体の老朽化とする日本側と海中浮

　　一物との衝突とするロシア側の主張がかみ

　　合わず、物別れに終わった。

　◎　日本船舶輸出組合は、1997年上半期（1

　　～6月）の輸出船契約実績を発表した。そ

　　れによると、155隻・564万％と、％ベース

　　で前年同期比22％の増加となった。

1B日　IMOの第43回航行安全小委員会（NAV）

　　が14日からロンドンで開催され、SOLAS

　　（海上入日安全）条約第5章の全面改正な

　　どを審議した。

　　（P．24海運ニュース1参照）

2E日　ザ・グローバル・アライアンスを構成す

　　る大阪商船三井船舶、APL、00Cしの3社

二選瓢1蟹四二麟讐1

　　とで合意したと発表した。

23日　当’協会は定例理事会を開催し、「タンカ．

　　一輸送の総合的安全対策」をまとめ、運輸

　　省海上交通局長ならびに海上保安庁警備救

　　難部に対し報告を行った。

24日　当協会港湾協議会と外国船舶協会は、事

　　前．協議制度の改善に向けた提案を取りまと

　　めた。日本昭昭協会と港湾労組との現行の

　　二者・二者協議について、．当面は同制度を

　　維持していくが、段階的に新方式へ移行す

　　るよう求める内容となっている。

31日　事前協議制の改善協議会（運輸省、当．協

　　会港湾協議会、外国船舶協会、日本港運’協

　　会〉が開催された。

せんきょう　平成9年8月号
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ントロール対策として同時に受検出来ない理由

を記した声明文がNKより発給される予定で
ある。

7月の定例理事会の模様

（7月23日、日本船主．協会役員会議室において開催）

工務委員会関係報告事項

1．バルクキャリアの安全対策について（7月
　号P．30海運ニュース／参照）

2．船舶検査の合理化について

　日本籍船において、船舶検査証書の有効期間

を4年から5年に延長することなどを目的とす

る船舶安全法の一部を改正する法律が6月5日
に国会を通過し、6月11日公布された。これを

受けて、証書の有効期間延長に伴う具体的な検

査方法を定めた船舶安全法関係省令が7月1日
付で公布、施行された。改正の要点は、検査前

の打ち合わせ、計画保全方式の導入、効力試験

の強化、船底検査の分離などである。

　さらに今回の改正では、「検査と証書の調和

システム」が導入された結果、現行の検査完了

日を証書有効期間の起算日とする方式から、証
書発給日（Anniversary　Date二AD）の概念を導

入することによって、ADの前後3カ月以内に
検査を実施した場合は、次回検査までの起算日

（AD）を変更しない方式とされた。またNK船
級船にあっては、検査を4回日の年次検査（4
年目〉から開始出来るコメンス・コンプリート

方式が導入される予定である。

　一方、7月1日以降に定期検査を受けた船舶
から、順次5年証書が発給されることとなるが、

5年制移行後は定期検査と船底検査を同時に受

けなければならないため、これまで定期検査を

4年に2回、船底検査を5年に2回の間隔で検
査を実施してきた船舶については、新制度移行

にあたっての経過措置が必要となる。このため、

当協会／NK問で具体的な内容について検討を
続けている。現在のところ、船底検査が定期検

査の後にあり、同時に受検することが出来ない

船舶に対しては、定期検査の前後1年間の猶予
期間を設けて分離が認められる予定である。ま

た、検査強化プログラム（ESP）対象船（定期
検査と船底検査の同時受検が義務付けられてい

る）であって、船底検査が定期検査の後で分離

実施される船舶については、ポートステートコ

会員異動

○退　会

　平成9年7月31日付
　株式会社リンコーコーポレーション

　　　　　　　　　　　　　（京浜地区所属）

　平成9年8月1日現在の会員数144社
　（京浜地区所属93社、阪神40社、九州11社）

海運関係の公布法令（7月）

㊥　海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律

　　施行令の一部を改正する政令

　　（政令第239号、平成9年7月9日公布）
㊥　船員保険法施行令及び国民年金法等の一部

　　を改正する法律の施行に伴う経過措置に関

　　する政令の一部を改正する政令

　　（政令第251号、平成9年7月24日公布、平

　　成9年8月1日施行）
㊨　船舶安全法施行規則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第44号、平成9年7月1EI公布、

　　平成9年7月1日施行〉
㊨　海洋汚染防止設備等及び油濁防止緊急権．置

　　手引書検査規制の一部を改正する省令

　　　（運輸省令第45号、平成9年7月1日公布、

　　平成9年7月1日施行）
㊨　海上における人命の安全のための国際条約

　　及び満載喫水線に関する国際条約による証

　　害に関する省令及び船舶設備規程等の一部

　　を改正する省令の一部を改正する省令

　　　（運輸省令第46号、平成9年7月1日公布、

　　平成9年7月1日施行）

国際会議の開催予定（9月）

ICS理事会
　9月4日　ロンドン
パナマユニバーサルコングレス

　9月7日～10日　パナマ
IMO第40回海洋環境保護委員会（MEPC）
　9月15Ei～26E］　ロンドン

73／78MARPOL条約締約政府会議
　9月ユ5、16、1ア、24、26日（5日間）ロンドン

せんきょう　平成9年8月号 國



・難　　「浄・微　　論『「　’　　尋み　F・’糊、

1．わが国貿易額の推移

海運統計躍　羅瀧羅撚
（単位　10億円）

．

年　月
輸　出 輸　入

入〔の出超

前年比・前年同町

（FOB） （CIF）

輸　出 輸

1980 29382　　， 31995　　， ▲2612　　　　，

30．4

／985 4L956 3LO85
10，870 4．0 ▲

Iggo 41457　　， 33855　　，

7
6
0
1
　
，

9．6

1994 40498　　脚 28104　　， 12393　　，

0．7

1995
4／，531 31，549

9
9
8
2
　
7

2．6

／996 44，731
37993　　，

6
7
3
7
　
｝ 7．7

1996年7月
3
8
2
6
　
， 3，328 498

17．5

8
3，455

3
1
0
4
　
，

350 8．！．

9
3
8
7
4
　
，

3
0
9
6
　
，

778 L5
10

3，962

3
5
0
0
　
，

462 ll．3

ll
3，968 3，298 671 10．／

12
4，169

3
2
9
0
　
，

878
4．0

1997、年1月
3
5
4
9
　
「

3
5
4
9
　
，

o 17．2

2
3
9
9
1
　
， 3，301 689

10．1

3
4
5
4
0
　
，

3
7
2
7
　
，

812
10．5

4
4
4
2
7
　
， 3，615

8i2 2L5
5

4
1
0
1
　
，

3
3
6
9
　
，

732 20．4
6

4
u
9
　
，

3
1
8
7
　
，

931
12．5

〔注）　通1測距訓．1こ口る。

3，不定期船自由市場の成約状況

2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）
」

　1985
　1990
　玉992

　1993
　／994

　1995

　1996

1996年8月

　　　10

　　　11

　　　12

1997年1月

前閣）平均

238．54

144．81

126．62

／11．19

／02．24

94．06

／08．79

107．75

109，75

112．36

1／2．26

1／3．81

1／8．02

123．01

122，64

125、51

118．99

114．20

115．16

最高値

200．50

124，30

H9．15

100．50

96．45

80．30

98．D5

106．65

108．88

111．20

11／．15

U2．20

115、35

120．78

120、15

122．60

113．8G

111．35

112．60

最安値

263．40

160．10

134．75

125．75

109．OO

104．25

110．31

108．44

110．97

／14．45

114．00

U6．GO

／22．00

124．68

124．38

126．90

127、15

116．33

118．30

（単位　千M／T）

区分 航 海 用 船
7鞠疋期 用船

シングル
（品　目 別 内　訳）

年次

合　　計 連続航海
航　　海
穀物 石炭 鉱石 屑鉄 砂糖 肥料 その他

Trip Period

1991
／27，095 2，462

王24633　　　， 35022　　，

34，538
弓4554　　， 761

3
5
1
9
　
脚 5，043

1
1
9
6
　
， 102，775 25，131

1992 196，312 16，996
．179316　　　，

54，719 54，731
6工197　　， 576

3
D
6
4
　
，

4
D
2
3
　
，

1DO6　，

87，735 ユ6，530

1993 172768　　　，

8
4
7
0
　
7

164，298
56033　　， 42169　　， 59157　　， 408

2
3
5
3
　
9

3
3
5
7
　
，

811 108546　　　， 26003　　，

1994 180978　　　9 11264　　， 169714　　　， 44993　　， 44251　　，

68，299

2
6
3
4
　
，

3
4
7
7
　
コ

4
4
3
0
　
，

1．，630 176407　　　， 46876　　，

1995 172642　　　，

4
9
1
1
　
，

167731　　　，

嘆8、775
5237／　　， 57261　　，

1
5
2
6
　
，

／，941

5
0
5
4
　
，

803
154，802

49061　　，

1996 203407　　　，

2，478
200929　　　，

54β74
69509　　， 66539　　， 898

3
2
5
1
　
P

5
6
0
／
　
コ 757 144561　　　， 29815　　，

1996　11
15217　　7 140 15077　　，

3，718

5
5
6
5
　
，

4
6
0
0
　
，

28
／25

991 50 ／4028　　脚

4
2
1
7
　
，

12
9
6
6
9
　
，

0
9
6
6
9
　
，

2
4
4
8
　
， 3，319 3，275 124 ／17 386 0 王3996　　，

4
0
7
8
　
，

／997　1
15936　　， 12 15924　　，

4
1
4
2
　
， 5，019 5，252

53 307
1
／
4
0
　
，

11
16，139

4
8
9
6
　
，

2
13，273

3GG
12，973 3，580 4，628 3，94G

G 354 436 35
12，433

3
S
G
O
　
，

3 15657　　， 360 15297　　，

3
3
1
9
　
，

5
7
2
9
　
，

5
3
2
1
　
，

77 143 638 70
12，759

5
2
2
6
　
，

4
18，469 264 18205　　，

5
0
6
8
　
，

6
0
4
7
　
，

5
5
9
1
　
｝

74 433 992 o 13764　　，

4
1
6
／
　
，

5
15，639

o
15，639 3，486

6
3
7
7
　
， 4，710

163 89 753 61 11201　　，

2
8
2
2
　
，

6 14075　　， 55 14020　　｝

3，575
4
4
7
1
　
， 4，889

21 593 448 23 16613　　，

3，138

7
18，593

495
18，098

3
9
8
1
　
7

6，8／1

6
0
0
9
　
，

62 325 860 5D 15317　　7

5
3
5
6
　
1

（注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの合計。③年別は暦年。
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原油〔ペルシヤ湾／日本・ペルシヤ湾／欧米〕
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難物〔ガルア／日本・北米西岸／口本・ガルフ／酉欧1

．：1　万ルフ1　　，．

．日本

…
i
．
2
…

北米西厚『日基

　　一　、
m　　　　、

、
レ

　　／

@／̂
、　　　「

@　＼

、「v

ガルフ．・西欧

1

1992剛
1993 199罵

1995 1996
1圏7

剛
娼

距

25

20

51

10

5

o

4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシャ湾／日本 ペルシャ湾／欧米

月次
1995 1996 1997

⊃95
1996 1997

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 i最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
60．00　54．50 67．50　57、50 66．25　62．00 50．00　47．50 58．00　52．50 56．50　52．00

2
55．50　49．50 75．00　67．50 66．50　58．50 49．00　41．00 65．00　55．00 52．5D　47．50

3
56，00　51．00 72．5〔｝　67．50 69．00　58．00 47．50　42，50 57，50　47．50 57．50　50．50

4
47、50　44．50 55．00　46．00 67．50　46．50 45．00　40．00 47．50　39．00 52．50　45．00

5
47．50　42、50 64．75　5工．50 72．5Q　6L5Q 45』0　40．QO 55．QO　42．5Q 59．50　45、QQ

6 72．50　　　　54．00　　1 79．50　65．00 76．50　65．50 57．50　45．00 62．50　52．50 50．DO　52．50

7
73．00　63．50 79、75　69．00 86．75　68．50 67、50　55．00 67．00　57．50 65．0⑪　50．00

8
73．GO　63．50 70．OG　65，00 59．GG　55．GG 6G．GG　55．OG

9
72．50　60．00

レ［　64．50　　　56．00
58，00　42．50 52．50　49．50

10
53．75　50．50 ≡　63．00　　　55．00 50．00　42．50 55．00　43．75

11
73．00　52．50 69．00　58．75 62．25　45．00 55．00　50．00

12
68．25　60，0D 69，．50　60．oo 60．DO 50．50　47．5D

〔注）①H本郵船調査グループ資料による。　②単位はワールドスケールレート。

　　　るもの。　④グラフの値はいずれも最高値。

③いずれも20万D／w以上の船舶によ

5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単位　ドル）

ガルフ／日本 北米西岸／日本 ガルフ／西欧

月次 1996　　　　　幽
1997 1996

二997
1996 1997

最高　　最低l　　　　　　　　j 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低

／ 29．2G　24．75 26．85　23．8G ／5．35　14．85 U，25　／3．4G 13．25　11．5Q 13．GB　12，25
2
25．15　23．00 26．00　24．60 14．90　13．75 一 10．75　10．00 11．00

3
25．25　23、50 25．75　23，50 13．50　13．20 一 13、50　12．15 一4
25．50　22．50 24．85　20．95 13．50　13．20 15．00　13．25 13．85 11．00

5
25．35　22，50 21．75　20．25 ／3、25　13．／5 12．00 ／4，⑪0　11．58 10．50

6
24，00　21．00 22．10　19．90 1／．50 12．05　1／．75 一 　

7
22．50　／9、90 24．50　21，75 11．75　10．25 14．00　12．10 9．25

一8
22．DO　20．00 一 『9
20，50　18．25 10．00 10．00　　8、00

10
23．00　／8．75 1L85　11．30 13．25　　8、00

11
26．25　22．75 16．25　14．25 15．35　　9．50

12
27．50　24、00 14．50　14．25 14．90　13．65

〔注）①日本郵船調査グループ資料による。

　　③グラフの値はいずれも最高値。

②いずれも5万D／W以上8万D〆W未満の船舶によるもの。

せんきょう　平成9年8月号 圃
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6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位　ドル）

ハンプトンローズ／日本（石炭） ツバロン／日本（鉄鉱石〉 ツバロン／西欧（鉄鉱石）

月次 1996 1997 1996 1997 1996　　　　　　　　　　　　　1997

最高　　最低 旧し閨f
@　　　　最低取「自1

最高　　最低 最高1最低 最高　　最低　　最高　　最低

1
2
3
4
5
6
　
7
8
9
1
0
1
1
1
2

　　12．50
P3．00　　12．95

@　12．75

@　　－
@　11．25
@　U．25

@　　一
@　　一
@　　　
@　　『
@　12、75　　　一

一
一
　
一
一
一
一
1
2
．
0
0
一
一

　　9．20

@　1LOO
@　9．〔｝0

@　－@　10．25
@　8．25

X．90　　8．10

X20　　9．09
@　9．00
@　10，10

@　6．75
@　馳．一

一9．50

X
．
5
0
一
一
一
一

　　一
U．80　　6．25

@　5、95

@　－
T．工5　　5、10

U、OO　　4．75

@　5．00
@　6．75
@　6．25
@　　回．．P

6．25　　　　　6．15　　i　　7．50　　　　　6．17
U．50　　　　　5．65　　〔　　7．35　　　　　6．00　　　　　　　　　　　　6．30

@　　　　　　　　6．10　　5．65
@　　　　　　　　6、00　　5．80
@　　　　　　　　6．45　　5．90

@　　　　　　　　　　　5．80

（注）①日本郵船調査グループ資料による。　②いずれもIO万D！W以上15万D／W未満の船舶によるもの。
　　③グラフの値はいずれも最高値。

7．タンカー運賃指数

タ　　　ン　　　カ　　　一　　　運　　　賃　　　指　　　数

月次 1995　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1996 1997

VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D II・C VLCC 中型軋小型　H・D H・C
／
2
3
4
5
6
7
8
9
1
0
1
／
1
2

51．6
T3．4
S8．0
T0．3
S4．9
S4．9

T6．2
U3．2
U3．7
T3．7
S8．9

UL弓

115．6
P05．3
X8．7
P01．2
X4．8P0LO

X5．工

P07．8
P06．5
P00．O
撃nO．6

X6．5

176．2
P54．9
P45．6
P41．6
P39．9
P44．5

P47．2
P44．6
P47．6
P34．6
P42．9
P31．8

184．3
P69．6
P62．9
P59．4
P75．5
Q17．4

Q42．4
Q14．3
P91．7
P66．3
P74．7
P62．7

250．5
Q26．4
Q15．7
Q14．9
P87．4
Q10．9

Q17．6
Q12．8
Q03．7
P89．1
Q07．2
Q14．9

61）．8

UD．3
U6．6
U1．4
S9．1
T7．4

U6．5
U9．5
U3．1
T4．3
T4．9
U1〕、4

102．8
P20．O
P20．2
P13．6
P16．6
P13．5

P06．2
P00．6
P01．0
X8．0
^／0．2

P07．9

136．9
P57．8
P53．6
P78．O
P60．9
P53．3

P6Q．2
P35．8
^39．2
P33．0
P37．9
P47．9

162．3
P78．4
Q02．1
Q28．1
Q10．1
Q15．0

Q41．Q
Q17．4
P85．0
Q11．6
P9S．2
^90．1

233．6
Q28．4
Q29．6
Q33．3
Q20．9
Q11．6

Q03．9
P81．0
P80．1
^74．1
^97．2
P86．9

57．3
T9．1
T8．4
U2．0
T2．3
U3．4

107．2
P14．1
P09．1
P19．7
P10．4
P10．9

工65．6

H64．l
P55．9
Q01．3
P82．O
P82．6

188．4
P98．1
Q01．4
P93．9
P81．2
Q03．0

233．8
Q55．8
Q37．7
Q23．4
Q13．7
Q02．8

平均　　534 101．9 146．0 185．1 2／2．6 6D．4 109．2 149．5 203．3　206．7 r

（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル
　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11．月に合併）②タンカー運賃はワールドスケ・一ルレート。③タンカー運賃
　　指数の発表様式が87年10月より次の5区分に変吏されたpカッコ内はIH区分　④VLCC＝15万1．000トン（エ5万トン）
　　以上＠中型＝7万1000～15万トン（5万～1．5万トン）◎小型：3万6000～7万トン（3万～6万トン）㊥H・D
　　＝ハンディ・ダーティ＝3万5〔1〔工0トン（3万トン）未満㊨H・C一ハンディ・クリーン：5万トン（3万トン）未満。
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B．貨物船用船料指数

貨物 船航海 用船料 指数 貨物 船定期 用船料 指数月次
扇92 1993 1994

／995
1996 1997 1992 1993 1994 1995 1996 1997

1
208．0 194．0 189．0 234．0 207．0 209．0 343．0 323．0 327．0 358．0 380．3 347．0

2
202．0 192．O 工85．0 227．0 202．O 工97．0 326．0 326．0 320．0 358．0 386．6 332．0

3
195．0 191．O 185．0 229．0 192．0 199．0 320．0 327．D 324．0 366．0 339．4 34LO

4
192．0 194．0 198．o 243．0 192．O 197．0 300．0 356．O 310．0 377．0 363．0 354．0

5 1910　　　－ 195．〔〕 1．9ユ．0 245．0 196．O 190．0 302．0 366．0 31．8．0 402．0 350．0 342．0
6
195．0 209．0 王98．0 239．0 195．0 184．0 301．O 319．0 334．0 390．0 339．O 326．0

7
／90．0 206．0 198．o 230．0 186．D

［1295・0

335．0 320．0 426．0 339．o
8 19LO 194．0 202．0 218．0 189．0 288．0 346．0 360．0 39LO 289．0
9
191．0 】96．0 208．0 220．0 186．0

1・93．・
328．0 349．0 364．0 293．0

ユ．o 191．0 188．0 2ユ2．0 221．0 176．0 1301・0 35工．0 333．0 355．0 294．0
／1 193．0 196．0 212．0 198．0 188．O 289．0 372．O 363．0 344．2 323．0
12
196．0 200．O 219．0 209．0 211．0

｝300．o
349．0 367．0 374．7 323．0

平均 194．6 196．3 199β 226．1 193．3 304．8 341．5 335．4 375．5 334．9

（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル

　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年1／月に合併）②航海用船料指数は1965．7～1966．6＝100定期用船料指数
　　　｝ま1971＝IOOo

）
9．係船船腹量の推移

1995 1996 1997

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー
隻．数十GIT千DハV 隻数千GIT千DIW 隻数千GκT千DIW 隻数千G〆T千DIW 隻数千GIT千DIW 隻数千GIT千D〆W

1
2892，3993，238 652，1954，134 2722，2102，778 662，0583，735 2482，11σ2，589 551，6072，757

2
2882，2903，017 682、4724，710 2572，0052，506 601，6362，980 2411，9962，402 57／，6282，804

3
2842，2812，999 672、2344，219 245L91王2，392 62！．8623β05 2532，0552，420 63／，7102，970

4
2712，1512，857 662，2054，127 236／．8562，326 601，6942，983 2512，0732，462 641，7963，101

5
2712，2673，136 GIL9333，459 229L8542．336 561，75畦3，120 2492，0862，520 631、7813，0606
2722．2573，093 662，1883，562 2201β332β53 551．6792β41 2442，0082，426 571，7763，052

7
2692，1202，916 66L9813，515 2181，8282，412 56L6652，800 2391，9692，449 581β233，1608
2732，1542，954 671、8933，341 2231，8542，421 531，5712，708

9
2652，1102，899 681，7573，085 2341，9502，562 551．6572β00

10
2742，／782，920 681，8703，165 232／，9722，610 551，7762，919

ll
2652，1512，850 631，6712，786 2392，0022，543 551，9213，196

12
2722，／422，724 G41、6272，860 2382，0872，626 53L7052，856
（注〉　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。

せんきょう　平成9年8月号 嗣



　数年前スズムシをもらったこと

がある。小型の虫かごに、小指の

先ほどの黒い虫が5、6匹郵送さ

れてきた。昆虫の類には子供のと

き以来全くご無沙汰で、さてどう

したものかと面喰らった。家族は

妻と娘であるが、二人とも遠巻き

に見ているだけである。暗くなる

とリーン、リーンと背中の羽を震

わせて鳴き始めた。このまま餓死

させるのも気が答めるので、添付

してあった飼育説明書に従って世

話をすることにした。

　餌は新鮮なキュウリやナスの切

端と、魚粉などの蛋白質を与え、

そして水分を絶やさぬこととあっ

た。特に蛋白質は、不足すると共

食いを始めるので注意が必要らし

い。ペットショップで粉末の昆虫

用の餌を求め、毎日耳掻き一つ分

を野菜と一緒に与えた。また昆虫

飼育用の水も、土が乾燥しないよ

う工夫された容器に入れて売って

いた。そして、もらった虫かごで

は窮屈そうなので、二回りほど大

きいかごに替え、ついでに土も新

しくしてその上に瓦のかけらや小

石で隠れ場所を作った。

　その甲斐があったかどうか分か

らぬが、食欲は旺盛で、9月中頃

迄元気のいい声（？）で毎夜楽し

ませてくれた。がそのうちに、オ

スの鳴き声はか細くリンリンと短

くなり、動きも鈍くなってきた。

おなかが大きく膨らんでいたメス

は、ある朝、尻に付いている剣の

先から2皿m位の白いバナナ状のた

まごを無数に土の中に産みつけた。

それから数日後、虫たちは土の上

で動かなくなってしまった。

　翌年の初夏、越冬したたまごか

らは体長約5mmのスズムシが雲霞

の如く艀化したのである。

　夏の蒸し暑い夜に虫の音を耳に

するたび、我が家で一夏を懸命に

生き、子孫を残していったスズム　｛．

シを思い出すのである。

新和海運

　総務部次長

　　　平山　　泉
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会社名：昭和油槽船㈱

　　　（英文名）SHOWA　YUSOSEN　CO．，　LTD．

代表者（役職・氏名）：取締役社長　伊藤雅夫

本社所在地：東京都港区海岸1－15－1スズエベイディアム

（平成9年8月1日付にて上記住所へ本社移転）

資本金150B百万円

設立年月日：1945年ア月1日

当協会会員は144社。

（平成9年8月現在）

所有船状況 ㊥・近海・㊥…9隻　59．2E9％．114．・目□％

運航船状況
　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

刀E㊧垂瞳0日ロ％　δ4」眺

．）

従業員数：海上107名　陸上46名　計153名

主たる配船先：東南アジア、国内沿海

事業概要：当社は、日本石油グループの原油および石油製品を国

　　　　　内海上輸送する業務を主体事業とし、その他に外航ケ

　　　　　ミカルタンカー船で東南アジア諸国からパーム油、コ

　　　　　コナッツ油等のオレオケミカル原料を国内に輸送する

　　　　　運航サービスを行っております。

ρ

’

．）

D

6
圃

〆

σ 会社名1住金物流㈱

　　　（英文名）Sumikin　Tra［sport　Service　Co．，　Ltd．

代表者（役職・氏名〉：取締役社長　石原和雄

本社所在地：大阪市中央区北浜4一アー田住友ビル第2号舘

資本金：844百万円

創業年月日：旧57年B月1日

従業員数：海上幽名　陸上70ア名　計731名

鯉欝

　　　　．鰹V状況遠洋・近海・㊥ 国隻

5．3ア6％　15、593索］　　　．

運航船概群煙・魎） E3隻 9，452％！29，092％…

主たる配船先：鹿島／京浜・中京・阪神・瀬戸内　和歌山／京浜

　　　　　　　・瀬戸内等　太平洋側を主航路とする国内全域

事業概要：全国主要港湾に配置された流通拠点と、ユニット輸送

　　　　　や潤大重量品輸送に代表される高度な技術力で、鉄鋼

　　　　　製品から撒物まで、あらゆる貨物を対象として、全国

　　　　　各地への安全かつ迅速な海陸一貫輸送サービスを提供

　　　　　しています。
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平成9年8月20日発行　苺月1回20日発行　No．445　昭和47年a月B日第3種郵便物認可　　　　〆〆．　．’．．＼…：・@　己：繕　　　　　　．．ご．：1　　　　電．擁　　　　　　　昏．．．‘．IP．．．、ト．藍．．．．．ヌ．．．．」．F．．．．．．韓．）「Lb）ゼ社団法人R燈船‡協会船協月報／1997年8月号目次◎巻頭言内航総連会長退任にあたって曜三二叢簾難・佐醐召　　1◎シッビングフラッシュ大型タンカーの解撤動向を考える　　2一ギリシャ・ノルウェーの老齢VLOOオーナーの考え方を踏まえて一◎特別欄日本海運の現況（要約）★運輸舗上交通臨　　　5◎特別欄北米コンテナ船航路の船腹需給と運賃下落への処方箋（上）　　7　　　　　　　　　　　　　　★〔財）海事産業研究所嘱託研究員●西脇　敏◇タンカー輸送の総合的安全対策について　　13◎随想オペラあれこれ★（購掴立劇場盤財団常務理事・末吉哲郎　　14◇現地駐在員が語る“香港の明日”　　16◎∠瞭便り　　1B◎特別欄「海の日」イベント特集　　19◇「観光グルメボランティア」のすすめ　　23　“ガンバレ日本海t支援ツアー”に参加して◎海運ニュース1．IMO第43回航行安全小委員会（NAV43）の模様　　　24　　一航行の安全に関する「海上人命安全条約」第V章の全面改正は継続蕃議一2．フィリピン人船員の今後　　263．最近における内航輸送の現状　　　28◎業界団体を訪ねて　　　　　　　　　　　　　　　　　30　一訪問団体　社団法人建築業協会◎海運雑学ゼミナール★翻回　　32磁海運日誌★屑　　34車船協だより　　　35磁海運統一十　　　　　360…←編集そ垂…言己　　　　　40肥料専用船「JA・アラジンドリーム」（内航総連会長退任にあたって顯四壁簾警⊃佐藤國吉　本年6月をもって私は、日本内航海運組合総連合会、全日本内航船主海運組合、�倦S国海員学校後援会等の会長を退任いたしました。　思えば30年にわたり私は、ひたすら中小零細船主が大多数を占める内航海運業界の地位向上を目指して遮進してまいりましたが、振り返りますと、今日までの幾多の難局を乗り越えられたのは、最大公約数を求めて組織を維持する一致団結こそが原動力であり、また、私に対する皆様方の暖かいご支持のお陰であると、改めて感じている次第です。　私は本来、経済活動は自由の原則に基づくものであるべき、と思っておりますが、それは一定の秩序の中の競争原理の追求であり、ルールなき経済戦争は自らが滅亡の道を辿る結果になると、戒めてまいりました。　この考え方は、私の内航海運組合活動を振り返りましても確信できるもので、今後も内航海運業界の指導者の方々には、業界の健全な発展を推進するためにも、十分にご配慮いただきたいと思っています。　．思えば、この30年間の幾多の出来事は、私にとって忘れ得ぬ思い出です。昭和30年代末から40年代にかけての苛烈な労働争議、それを契機とした政府の内航海運対策の推進に始まり、内航海運業界の自主調整による今日までのスクラップ・アンド・ビルドの推進、数次にわたる共同係船や共同解撤、船舶等融通事業による余剰船腹買い上げなどの不況対策の実施、規制緩和の厳しい状況への対応、とまるで荒波の中に漂う小船を舵取るが如き、厳しい状況ばかりでした。そんな中にあっても次代に対しての私たちの使命として、常に明日の内航海運を忘れることなく描き続けなければならないと思ってまいりました。ES−CAP（国連アジア太平洋経済社会委員会）主催の域内発展途上国への経済振興策への協力、IMO（国際海事機関）の諸会議への研究員の派遣、内外価格差調査団の欧米派遣、欧州内陸水運の調査研究、米国の最新全世界的位置計測システムの視察・導入、沖縄海事関係振興策の実施、海員学校支援策を始めとする若年労働力の確保及び船員労働・居住環境改善対策の推進、等々にも目を向けてきたことは、ひとつひとつ開花しており、これは私の喜びとしているところでもあります。　引き続き日本船主協会の常任理事及び近海内航部会長として内航海運業界の発展に力を尽くす所存でございますが、内航海運関係者の皆様には、今後とも協調と団結を基盤として、業界の基盤づくりに努めていただきますようお願い申し上げます。せんきょう　平成9年8月・号□［」』」』大型タンカーの解撤動向を考える一ギリシャ・ノルウェーの老齢VLOOオーナーの考え方を踏まえて一1．タンカー解撤動向を探るにあたっての問題意識（D　安全運航に対する規制の強化　　1990年代前半においては、1970年代に建　造されたタンカーが大量リプレースされ建　造ブームが到来すると予測された。その背　景として安全運航に対する世界的な規制強　　化が挙げられる。IMOは既存船対策とし　　て、船齢25年に達した老齢タンカーについ　　て漏油防護措置を義務づけた。これによる　　と、1995年7月以降、船齢25年〜29年のタ　　ンカーは船側の30％にわたってP／L措　　置＊を施すか、ハイドロバランス方式林を　　採用しなけれぼ運航できないこととされて　　いる。さらに船齢3�J年に達したタンカーに　　ついては、全てダブルハルに改造しなけれ　　ばならず、改造コストを考えると、実質的　　には運航禁止と同様の措置がとられている。　　注）＊　Protective　Location：貨物タンク　　　　区域内の分離バラストタンク（油の積載　　　　のために使用されないウイング・タンク　　　　または二重底タンク）を、乗り上げまた　　　　は衝突の場合に油の流出が防止されるよ　　　　うに、MARPOL（国際海洋汚染：1条約　　　　第13E規則に定める要件に従って配置す　　　ること。　＊＊　Hydrostatic　Balance　Loading：船底　　　に接触する海水の静水圧の値が、タンク　　　内空槽部の不活性ガスの圧力とタンク内　　　の油の静水圧の合計値以上であれば、船　　　底に穴が開いたとしても油が流出しない　　　という原理を利用して、海水の静水圧に　　　よって流出しない程度に油の積載量を調　　　吊すること。12｝船齢20年以上の老齢VLCCの隻数　　1997年央の世界のVLCC隻数は45／隻で　あり、うち20年以上の老齢船は194隻（全体　の43．G％〉に達する。しかしこれら194隻　のうち、1997年に25年に達するVLCCは　わずか2隻で26年以上の船は存在せず、24　年の船が11隻、23年の船が40隻である（表　1参照）。すなわち、現在のところ上記IMO　の規定する漏油防護措置を講じて運航され　ている船齢25年以上の船は皆無ということ　になる。（3）老齢VLCCを所有する船主　　船齢2G年以上の老齢タンカーは、ギリシ　ャ・ノルウェー船主によって所有されてい　るものが多い（表2参照）。したがって、　これらギリシャ・ノルウェーオーナーが、せんきょう平成9年8月号【表11老齢VLCCの隻数　世界全体のVLCC隻数＝451隻（1997年央現在）　うち、老齢VLCCは下表のとおり。船齢〔年）健造年）1997年6月時点の隻数1997年1〜明スクラップ胎25　　　（1972）224　　　（1973）11223　　　（1974）40222　　　（1975）58221　　　（ユ976）5820　　　（1977）25刮’1946今後船齢25年に達したVLCCを改造費用がほとんどかからないといわれているハイドロバランス方式を利用して延命するかあるいはスクラップするかによって、将来の船価と運賃動向が大きく左右されることになる。こうしたことから、当協会は老齢タンカーを多く所有するギリシャ・ノルウェー船主の数社にコンタクトし、今後の大型タンカーの解撤動向を探ることとした。2．ギリシャ・ノルウェー船主の考え方　25年に達した老齢タンカーをスクラップして新造船にリプレースするか、あるいはハイドロバランス方式によって延命を図るかを決定するにあたり、タンカー船主にとって関心事となるのは、第1に運賃市況と船価の動向であり、第2に安全運航対策である。　�@運賃：近年のタンカー運賃市況は、増大　　するアジア向け原油に支えられて上昇基調　である。一方で、北海原油や中南米原油の　大増産により中東から欧米諸国向け　VLCCの需要は極めて不透明である。今　後の運賃水準が、新造船を発注しても利益　が出るほど高い水準に達しないと考えるの　であれば、多くの船主は老齢VLCCの延　命を考えるであろう。�A船価：船価動向は、新造船建造の需給バ　ランスにより決定される。安全運航に対す　る規制強化により老齢船のスクラップが促　進されるとの予想に反し、VLCCのスク　ラップ量は極めて控えめに推移しており、　1996年に至ってはわずか13隻しかスクラッ　プされていない。さらに新造船へのりプレ　ースを含めた1995年前後の竣工量は年間に　20隻強しかなく、1997、98年も現在の発注　残からみて10〜15隻程度の竣工量にとどま　るものと思われる（表3参照）。一方で新　造船建造需要の増大を見込んで韓国の　VLCCドックが拡張されたため、建造能　力は増大した。このため建造需給ギャップ　は悪化し、1991年をピークに船価は低落し　続け、価格競争力のない造船所は撤退を余　儀なくされるまでに至っている。現存する　老齢船のリプレースをもってしても現在の　世界全体の建造能力が依然として過剰であ　ることを考えれば、今後も建造需給ギャッ【表2】船齢20〜25年分LCCを4隻以上所有するオーナー（1997年央現在）船　　　主国　　　籍　　　　　　　　　　建　　造　　年（船齢）P972〔25）　　　　73（24）　　　　74（23）　　　　75（22）　　　　76（21）　　　　77（20）計西欧系独立船主BERGESENノルウ　ェー3　　　　　2　　　　　3　　　　　2　　　　　212STENAスウェーデン1　　　　　　　　　　1　　　　　3　　　　　　　　　　27ANDROSギ　リ　シ　ヤ2　　　　　2　　　　　　　　　　2　　　　　17PAPACRISTDISギ　リ　シ　ヤ2　　　　　3　　　　　16CERES　HELLENICギ　リ　シ　ヤ3　　　　　36KRISTENギ　リ　シ　ャ2　　　　　35アジア系独立船主TANKER　PACIF王Cシンガポール2　　　　　3　　　　　16WORLD−WLDEホ　　ン　　コ　　ン1　　　　　z　　　　　36メジャー系船主CHEVRONア　メ　リ　カ2　　　　　3　　　　　16SHELLイ　ギ　リ　ス2　　　　3　　　　27MOBILア　メ　リ　カ1　　　　　1　　　　　2　　　　　26産油国船主N玉TCイ　　ラ　　ン1　　　　　1　　　　　　　　　　3　　　　　　　　　　16VERAス　一　ダ　ン2　　　　　3　　　　　16そ　の　他CNNフ　　ラ　　ン　　ス1　　　　　1　　　　　3　　　　　16OSGア　メ　リ　カ2　　　　　13せんきょう　平成9年8月号固囚【表3】VLCCスクラップ隻数と竣工船及び竣工予定船難の推移スクラップ隻数旨　平均船齢竣工飴及び竣工予定胞！99325　　　：　　　19．8　　　　　…37工99434　　　：　　　19．920王99534　　　：　　　21．工25　　　’工99613　　　：　　22．1！9976輝　　　：lo卜王998…16Fユ999：24卜注　＊　　竣工予定船は1997年6月時点のデータ。　＊＊　1997年のスクラップ隻数は1〜5月の合計。　　なお、表1〜3とも、データは大阪商船三井船舶営業　調査室が作成。　　プは引き締まらず、船価が大幅に上がる可　　能性は少ない。これは新造船へのりプレー　　スを後押しする要因となる。　�B　安全運航：MARPOL条約をはじめ船舶　　管理に対する規制が強化され、安全運航へ　　の関心が高まっていることから、近年のタ　　ンカービジネスは高度な船舶管理が要請さ　　れている。老齢タンカーを所有している船　　主の中には、このような船舶管理が負担と　　なっているとしてタンカービジネスを縮小　　させようとの考えも強い。したがって新造　　船で長期間にわたってビジネスを行うより　　も、老齢船を使えるだけ使ってリプレース　　しない船主も数社出てくることも考えられ　　る。安全運航への規制強化は、逆に老齢タ　　ンカーの延命を助長する要因ともなPうる　　ということである。　　　これらから判断すると、ギリシャ・ノル　　ウェーの大方の船主はハイドロバランス方　　式を利用して25年以上タンカーを使用しつ　　づけるのではないかと予想される。その理　　由は以下のとおりである。まず運賃水準で　　あるが、少なくとも2000年を過ぎる頃まで　　は、運賃は上昇基調にあるものと考えられ　　る。次に安全運航対策であるが、海難事故　　を発生させた原因の65％が人的要因による　　ものであり、船舶管理が万全であるならば　　老齢化だけが事故の原因にはなりにくいこ　　とが分かるにつれて、償却の終了した　　VLCCは、現状の運賃水準と船価水準で　　あれば、老齢にもかかわらず使い続けた方が採算上好ましい。したがってたとえ船価が低迷基調であるとしても、船主にとっては大きなインセンティブではなく、これらを総合すると新造船建造よりも延命を選択するのではないかと考えられる。　実際、老齢タンカーを多く保有するギリシャ・ノルウェー船主とハイドロバランス方式を利用して25年以上タンカーを使用し続けるかどうかを中心に今後の解撤動向やタンカー市況について意見交換を行ったところ、彼らは安全運航を至上命題とし、VLCCを自社管理することでメインテナ　　＿ンスを良好に保ち、ハイドロバランス方式によって25年以上のVLCCの延命を考えているとの回答が得られた。ただし30年まで使用するかどうかは個々のオーナーの判断による。理由は、25年以上に延命すると維持費がかさむが、償却終了と運賃の上昇基調を考え．れば延命策は極めて採算性が高く、現在の運賃水準では老齢船には利益が出るものの、新造船には利益が出ないからである。3．世界のタンカー解撤動向と運賃市況　結果として、ギリシャ・ノルウェーの老齢タンカーを所有する船主は、今後の運賃市況、他社および世界全体のスクラップアンドビルド計画とそれが船価動向に与える影響といったマーケットを眺めつつ老齢タンカーのスクラップおよび新造船の発注を行うことから、世界全体においても老齢VLCCの急激な代替はおこらない。すなわち、194隻の老齢VLCCの解撤はきわめて緩やかに行われ、本格的な解撤は2002〜3年以降にずれ込む公算が大きいものと思われ、これに併せた解撤能力の整備が望まれる。一方それに見合った形で竣工も控えめな推移を見せるため、船腹供給量はほとんど増加しないものの、船腹需要は急増するアジア向け原油に支えられて増大する。したがって船腹需給ギャップの縮小により、運賃は2000年を過ぎるころまでは、上昇基調をたどることが予想される。せんきょう　平成9年8月号13：lf晃f摂勇＝f：ビ：3ど＝1：∫塑州際�`腰回F冠：賜月響痛感膨’ず，階礁ぼ鈍一日本海運の現況（要約）運輸省海上交通局編平成9年7月20日発行註薪冒コ湿熱犠f翫：搬器1ヂ盛門経ゴ：ど雛三際〔�`亀黙鐡ヂ彪「驚第1部　国際海上輸送における構造変　　　　　化と新たな取組み　　　第1章　外航海運における輸送構造の変化　　　1996年度において、我が国外航海運企業は、　　長期的な円高の進行等による経営環境の悪化に　　対応した構造改革の奏功、昨今の為替相場の円　　安への反転を背景として、軒並み業績を回復し　　ている。しかし、定航部門においては引き続き　　赤字経営を余儀なくされているなど、より一層　　の合理化努力を迫られており、依然として経営　　環境が厳しいことには変わりがない。　　　80年代半ば以降、我が国をめぐる経済環境の　　変化に伴い、外航海運は大きく構造変化してき　　たといえる。中でも、特に我が国外航海運にと　　って大きな影響を与えた動きが二つあった。一　　つは、85年のプラザ合意から始まる円高の動き〕　であり、もう一つは、安価で良質な労働力を背　　景としたアジア経済諸国の成長である。　　　　この二つの動きにより、とりわけ定期航路を　　担う国際コンテナ輸送の分野は大きな構造転換　　　を迫られることとなった。　　　　また、国際不定期輸送においても、荷主のコ　　　スト削減要請等をうけて更なる合理化が必須の　　状況となっている。1．アジア海運市場の拡大とアジア船社の躍進　（省略）2．国際コンテナ輸送の構造変化と再編の動き　（省略）3　国際不定期輸送における収入構造の不安定化と新たな分野への進出（省略）4．構造変化への対応　〜アジア諸国への進出　と総合的な競争力の強化〜（省略）　第2章　新たな経済環境に対応した外航海運　　　　　のあり方　第1章で見たような状況を踏まえ、海運造船合理化審議会海運対策部会では、新たな経済環境に対応した外航海運のあり方について審議を行い、97年5月に報告書をとりまとめた（本誌6月号P．8シッビングフラッシュ1参照）。　報告書では、我が国外航海運の国際競争力の強化、日本籍船及び日本入船員の確保を図ることが重要課題となっているという基本認識の下、国際船舶における日本人船長・機関長2名配乗体制の実現、若年船員を対象とした実践的教育訓練スキームの確立等が打ち出されている。　今後は、これらの施策の実現に向けて、関係者が最大限の努力を払っていくことが必要である。（以下省略）　第3章　自由で公正な国際海運市場の形成に　　　　　よる競争の促進　我が国の外航海運政策の目標は、安定的な国際海上輸送を確保するため、我が国外航海運の国際競争力の維持・確保を図ることである。　また、国際的に外航海運の公正な競争条件が確保されることが重要であり、我が国としては、自由で公正な国際海運市場を形成するべく、世せんきょう　平成g年8月号旧固界貿易機関（WTO）・経済協力開発機構（OECD）等の国際機関における活餌に積極的に貢献するとともに、必要に応じて二国間協議を行っている。　第4章物流効率化を目指した港湾整備・港　　　　　運の新たな取り組み　我が国外航海運がその役割を適切に果たしていくためには、貿易物資を陸上輸送とスムーズに連結する港湾の役割が不可欠であるが、我が国港湾は、シンガポール、香港等のアジア諸国のハブ港湾の取扱貨物の著しい伸長と比較すると、その相対的な地位が低下している。また、世界の主要港の港湾諸料金を国際比較すると、我が国港湾の諸料金は香港、欧米の港湾に比べて遜色はないがその他アジア諸国と比べると高くなっている。　こうした中で、我が国港湾の国際競争力の強化を図り、物流の効率化に資するため、第9次港湾整備五箇年計画に基づき、中枢国際港湾（国際ハブ港湾）において、水深15m級の国際海上コンテナターミナルを200G年までに14バース確保するなどの整備を進めるとともに、主要8大港等の公共ターミナルの係留施設使用料の12時間制の導入や入出港手続の簡素化・情報化等ソフト面の対応を行っている。　港湾運送事業についても、同事業の効率化・活性化・サービスの向上を図ることにより、物流の効率化を進めるとともに、我が国港湾の国際競争力の強化に資するため、港湾運送事業に係る規制を見直すこととした。97年3月に閣議決定された「規制緩和推進計画の再改定について」に沿って、行政改革委員会の審議を踏まえ、港湾の安定運営確保方策を確立したうえで、需給調整規制の廃止を含む見直しについて結論を得ることとしている。　また、港湾運送事業に関する事前協議制度については、97年1月以降、各関係団体をメンバーとする事前協議制の改善協議会を開催した結果、3月に同制度の運用の大幅改善を内容とする中間合意がなされており、引き続き、7月末までにさらなる改善に向けて最大限努力することとしている。第2部　国内海上輸送の効率化に向け　　　　　た新たな取組みO物流分野における主な取組み・内航海運における船腹調整事業の解消に積極　的に取組むとともに、同事業の解消の前倒し　につき、中小・零細事業者に配慮しつつ引き　続き検討を行っている。o国内旅客輸送における主な取組み（省略）第3部　安全と環境に配慮した国民に　　　　　親しまれる海上輸送に向けて・船舶の運航管理体制を確立し、人的ミスに係る船舶事故を防止するため、IMQの「国際安全管理コード」（ISMコード）が98年度以降順次強制化されることとなった。現在、我が国においても同コードの実施に向け、国内における実施体制の整備を進めている。・現在、IMOにおいては、マラッカ・シンガポール海峡における安全対策、船舶からの排出ガス規制等に関する検討を行っている。・ナホトカ号やダイヤモンド・グレース号油流出事故のような油濁損害に対する賠償・補償　についてはすでに国際的に確立された制度が存在しているが、ガス、化学物質等の有害危　険物質の海上輸送に係る損害についても同様　　〔　の賠償及び補償制度を確立するため、96年4　月IMOにおいて「危険及び有害物質の船舶　による海上輸送に伴う損害についての責任並　びに賠償及び補償に関する国際条約」（HNS　条約〉が採択されている。　本誌にその要旨を掲載した「日本海運の現況」i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ミ（運輸省海上交通局編）の入手に関するお問い1合わせなど詳細にっきましては、下記にご連絡iτ撫。格、醐円　　i2．取扱先：日本海事広報．協会　　　　i　　〒IQ4中央区新川1・23−17マリンビル　　｝　　　　TEL。3−3552−5。31　　　｛せんきょう平成9年8月号覇　卿　’　・「！北米コンテナ船航路の船腹需給と運賃下落への処方箋（上）許羅（海事産業研究所所報5月号「二大基幹コンテナ船航路の船腹需給推移と運賃下落防止への一考察」からの抜粋と加筆）側）海事産業研究所嘱託概究員西脇　敏　嵜．、　％　照　　．ξ野山　戸　　　幽　歴　・まえがき　本レポートは、日本船主協会からの依頼で、海事産業研究所所報1997年6月号に掲載の研究調査論文「二大基幹コンテナ船航路の船腹需給推移と運賃下落防止への一考察」から北米コンテナ船航路関連部分を抜粋するとともに一部加筆したものである。これを8月号、9月号の2号にわたり掲載する。本文と併せてご参考にしていただければ幸甚である。　そもそもこのような研究調査を思い付いた動機は以下のとおりである。に）筆者の記憶では、過去に定期船の船腹需給　を扱った同種の研究調査が公表されたことが　ないこと。　　なかった理由としては、定期船においては　船腹需給がなじまないこと、あるいは船腹の　供給と需要が捉えにくいことが考えられる。1200，000LOOO，000　800．000⊃　6〔）DIOOOト　400．000　200，000　　　　0　その真相は定かではないが、もしも、白日に　晒すことが競争を激化させるとの危惧からで　あれば、競争はほとんどの参加企業が採算割　れするほど既に激烈であり、このような情報　の開示と共有化は危機感を共有することによ　り、疑心暗鬼を払拭することで、競争をむし　ろ緩和すると思われる。したがって本レポー　トは競争をいたずらに煽りたてるために書か　れたものではないことをご理解いただきたい。（2）1995年下期に二大基幹航路で運賃の下落を　見たが、それに対する多くの論評は、新造船　の船価が下落したため多くの目立が大型船の　新造に走り、それが船腹過剰を引き起こした　というものである。この論の当否の確認と、　そもそも定期船において船腹需給と運賃との　間に相関関係があるのかどうか、確認したい　と思った。［図U新規発注量、竣工量、発注残高推移尾奪麹　　　1991　　　　92　　　　　93　　　　　94　　　　　95　　　　　96　　　　　　　　　　　　　　　暦年出所）FAIRPLAY　NEWSHlPBUILDINGS、世界のコンテナ船隊及び就航状況・CLARKSONより筆者作成。せんぎょう　平成9年8月号【表1】　コンテナ船竣工量推移（10mrEU以上）1999以下　　　　　2DOO−2999　3000以⊥iPANAMAX｝（。。、仰盟温，AX、　合　計　…竣工年隻　数TEU　隻数ITEU隻　数TEU隻　数TEU隻　数TEU　l19915047，19415」39，9641555β7614，42781146．961119925153，581lo26，182・6157，・92626，74583163，60019936475，797ll28，92024　　　91．4880099196，2D51994100110，403lo23，83932　　118．782313，266王45266，2901995lo9102，1361536，242271　104．570／7い。，861168323，8091996122117，9072562，7832594，17320l16，171192391，034／997予185177，99656134，8781968，24741199，881301581，0021998予126134，1804093β401762，56735181，655218　　472．2421999予1619，1012［4，…0o528，13023151，231　　　1年間平均増加率91−96年19．5％20．1％10．8％i　9．5％　　　110．8％ll．2％82．1％92．2％18．8％121・6％94−96年lO．5％3．3％58．1％62．3％　一11．．6％一11．0％158．2％195．9％15．1％21・2ｫ95−95年11．9％15．4％66．7％73．2％　一7．4％一．X．9％　　17．6％43．7％14．3％20．8％i出所）CLARKSONよワ筆者作成。注）予想数字は発注残高より筆者が算定。97年1月以降の新規発注量は含まず。�B　今後を展望すると船腹の供給圧力は少なく　ともここ2〜3年は続くと予想されるが、　GLOBAL　ALLIANCEなど合従連衡の動き　と相まって、運航の合理化は船腹過剰をより　顕在化し、運賃下落圧力として働くが、果た　して運賃下落を防止する手立てはあるのかど　うかを探ることである。注残に余程重大な変化がない隈り大型化はより顕著となり、1997年：600千TEU、1998年；500千TEUの竣工量を見ることとなろう。　一方、1996年の解撤量は13隻、15，045TEU、281，685％となっている。解撤量は引き続き低水準で推移しており、竣工量がそのまま船腹供給量の増加となる状況が続いている。1．建造意欲旺盛なコンテナ船　1996年の新規発注量、竣工量、発注残高の推計は図1のとおりである。新規発注量は644千TEU、竣工量は391千TEU、発注残高は／，112千TEUと供給量を示す3要素は全部増加記録を更新中である。　1996年のコンテナ船（100TEU以上）の竣工量は192隻、391千TEUである。大型化の傾向がより顕著となり、2，000TEU以上が隻数で約36％、TEUで約70％を占めている。　1991年以降のここ5年間の竣工量の年間平均伸び率は全船型の隻数で18．8％、TEUで21．6％であるが、4，000TEU以上のPOST−PANA−MAX船型は隻数で82．1％、　TEUで92．2％とさらに高い伸び率を示している。　この傾向は1997年、98年にも引き継がれ、発2．船腹需給GAPは拡大基調　それでは、竣工したコンテナ船が北米航路にどのように投入されたか、その推移を見てみよう。　北米航路の船腹供給推移は表2のとおりである。1997年初に配船されている隻数は合計292隻、それらの平均船型は3，G89TEUである。運航TEU、年間供給TEUに換算するとそれぞれ902千TEU、12，687千TEUに達する。　北米航路の船腹供給増強は一に平均船型の大型化、二に配給隻数の増加によって達成された。ここ5年半の平均船型の伸び率は26％（年平均4．3％）、隻数は21％（年平均3．5％）である。平均船型は1996年央に初めて3，00DTEUを超えてきている。　1991年から96年までのアジア／北米東航（アせんきょう　平成9年8月号回．）【表2】北米航路供給増強推移北　　　　米　　　　往　　　　復　　　　航　　　　　　　　　　皿Lﾇ数i前年比　TEU…前年比平均船型〔TEU〕…前年比　　　　　　　　　F．齔ﾇ当たり年平群回数：前年比陣間航海回数1前年比年間供給TEU幽242．「一593，・74…　　2，45王16．g　　i3β44．5i　　　　　．8」96，3711992央23／．51−4．3％596．156iO．5％　2，575丁髄5．1％7．3　　　i5．8％3β69，4　10．7％8，676，7671993央257．0…11，。％685，623i15．0％　2．668　i　3・6％7．3　　…0．0％3．752．5i11．4％lO，OlO，8131994央27。．。…5、1％730，883｛6．6％12，707　…1．5％7．3　　1。．。％3．961．li5，6％10，722，556199映　　．Q69．O：一〇．4％762，264…4．3％2β34　…4，7％7、2　　i−L4％　　　　　脚R、891．3　1−1．S％ll，026，8671996央277．5i　3．2％　　吋W39β24：ID．1％　　　．3，。25　｝6．7％7，2　　io．o％、，979，6i，．3％　　　　　．12，036，6091996初　　．Q74．51　　　rV99β57［2，912　i7．2　　　　：　　　　　．3．958．2　…ll，526，5401997初　　．Q92．α　6．4％　　　1X02，l18112．9％3、08g　i　6．1％　　　　　．V．0　　　：一2．8％　　　　　…4，106．7…3．8％12，687，461　　　　一…?ﾏ停痺9映．醐13、5％　　　　　　ト17．9％．：：4．3％lo．3％i3、8％出所）SHIPP王NG　GAZETTE、世界のコンテナ船隊及び就航状況、国際輸送ハンドブックより筆者作成。　　　ただし、PM＆0、　TMM、　NSGSA、　CONTSHIPを除い．た。　注）隻数、TEU、年間総航海回数、年間供給TEUは往復航の合計数字である。世界一周運航船の平均船型と一隻当たり年平　　　均航海回数は他運航船と整合性を保つため、東．西廻りを加えて二等分し．た。　6、OOO．000R　5、000．000な4ρ。。．…）　3，000．000　世2・ooo・OOQ　　1、000．000　　　　　　　0　　6，000．000　4，500．000　4．000．000臼　3、500．000寒3，。・・．・・。難　2，500，000）　2、000，000己　1，500．000ト　1．000，000　　　500，000　　　　　　　0［図2−1］アジアー北米EB航路需給i19919293暦年949596［図2−2］北米一アジアWB航路需給　1、600，000　1．400、000　　　　　　　　　1200ρooR　1，000、OOO黙．80Q．000　　霜　　　　　　　＞　600，000　　　　　　　　　400ρ00　　津　200，000O』−．L1、200．OQO1・000・000R800．000600，000400，000200．OOOOい．ハ鷺暇市〉⊃田ト■需要〔コ供給＋EB需給GAP■需要〔＝］調整後供給＋WB需給GAP　　　　　　　1991　　　　92　　　　　93　　　　　94　　　　　95　　　　　96　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　暦年出所）PIERS統計、　DREWRY．DRI．SHIPPING　GUIDE、国際輸送ハンドブック、世界のコンテナ船隊及び就航状況よD　　　筆者が算出。ただし、PM＆0、　TMM、　NSCSA、　CONTSHIPを除いた。ジアから北米向け、以降EBという）と西航（北米からアジア向け、以降WBという）の船腹需給の推移は図2−1、一2のとおりである。船腹供給に関しては各年年央の各船社の配船状況を船卸に調べて集計した。船腹需要に関しては、PIERS（PORT　IMPORT／EXPORT　RE一PORTING　SERVICES）統計を使用し、それにカナダ／メキシコの推定量を加算した。　ただし、WBにおいてはEBに比べて重量貨物が多いため、％の制限でEBと同じTEU数のキャパシティを確保できない場合がある（最近は船型の大型化により、TEU当たり％は2，000せんきょう　平成9年8月号回．囮［図3−1］北米航路運航TEU上位3社　　　　’@　　　’@　　，r@，’C’@　　．r．ρ．「「k．●，．「．EV社TEU　　110．000@　100．000@　90ρ00ﾈ　80，000\　70．0。0姻　　60，000@　50．000@　40．00〔レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P　〆@　　　　　　　　　　　　　　　一一一一@　　　　　　　　　　　　　一一’@　　　　　　　一FP，一‘曽一P@　　　　　一一一F@　　　ρrFC一口@　　　　　　　．．，．．．・馳・・一’’”@　　　　　　　7「・一一一一gA社TEUE……・・一lA社TEU　　　　　　　一’　　．『・・”@　　　　，”　　．．一・”ﾈ謡ニニニ．．・・…’一”＿一＿一一⊥一＿＿一」一一一一1991央　　　92央　　　　93央　　　　94央　　　　95央　　　　96初　　　　97初@　　　　　　　　［図3−2］北米航路運航TEU増加率上位2社HU328rE194一…一・一sEU指数@　　HU社指数　　330@　280ﾋ23。己暴180蟹　　130　　BO一一一一r目撃指数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご二二．．…・Q一・・一一・一全社平均1521991央　　　92央　　　　93央　　　　94日目　　　95央　　　　96初　　　　97初〜2，999TEU船型の15．69％から4，000TEU船型の13．19％に低下してきている）。また、EBとWBの貿易量のインバランスによリコンテナのポジショニングが必要となる。この二つの理由による実質的な供給TEUの減少予想量をWBにおいては供給量から減じている。　また、実際の荷動（需要）にはアジア／北米間の荷動の外に他地域出し、あるいは向けの積換え貨物、または途中積卸貨物があるが、統計数字の制約から北米を起点、終点、あるいは経由するものにカナダ／メキシコからの出し入れ．推定量を加えたものを便宜的に使用した。従って、ここでの需給はあくまでも相対的需給比較とならざるを得ず、絶対的比較でないことをご了承いただきたい。　1996年のアジアー北米EB航路の船腹需給は、供給量が5，991千TEU、前年比7．9％増加したのに対し、需要量（PIERS統計＋カナダ／メキシコ推定量）は4，529千TEU、前年比5．1％の増加に止まったので、需給は一層緩和された。　北米一アジアWB航路の船腹需給は、供給量が、4，837千TEUと前年比7．7％増加したのに対し、需要量は3，671千TEUと前年比1．2％減少したので、需給GAPは大幅に拡大した。　1991年〜96年の推移は、北米EB航路に関しては、供給量が年平均8．2％伸びたのに対して、需要量は年平均6．4％の伸びに止まっており、需給のインバランスは拡大方向にある。1991年から92年にかけて荷動き増により一旦需給が改善を見せたが、その後一貫して供給が需要を凌駕している。　北米WB航路の船腹需給の推移はEBより若干複雑である。1991年からの推移は供給量の年間平均伸び率が8．3％であるのに対し、需要量の伸びは5．5％である。1991年から92、93年と拡大し続けた需給GAPは1994、95年目一旦減少に転じたが、1995年を底に再び拡大方向にある。3．北米航路各社の供給能力増強とその特徴せんきょう　平成9年8月号　それでは北米航路に配船している主要船社の状況を見てみよう。a．運航TEU一トップ堅持のEVERGREEN　と増強目覚ましいHYUNDAI　　1991央〜97年初の運航TEU上位3社の推　移および1991年央を指数1GGとして、全体の　平均増加指数と共に上位2社の増加指数を示　したのが図3−1、一2である。　　1997年年初の北米航路の運航TEUの上位　3社はEVERGREEN：101千TEU、　HAN−　JIN＝95千TEU、　MAERSK：76千TEUで　ある。1991年央から97年初までの伸び率では　HYUNDAIが年率24．1％でトップ、　SEA・　LANDが年率12，8％で続いている。　　上位3社の配船隻数と平均船型はEVER−　GREEN：28隻・3，607TEU、　HANJIN：28　隻・3，400TEU、MAERSK：21隻・3．598TEU　である。各社の運航TEUの伸び率はEVER・　GREENが年率8．2％、　HANJIN＝11．3％、　MAERSK：6．5％である。この間、　EVER−　GREENが運航TEUを約57％増やしたのに　対し、HYUNDAIは60千TEUと約3．3倍に　伸ばし、運航TEUにおいて第6位に躍進し　ている。　　EVERGREENは平均船型を年平均5．5％、　隻数を年平均2．8％それぞれ伸ばしたのに対　し、HYUNDAIはそれぞれを実に年平均　6．8％と16．2％伸ばし、平均船型で3，741TEU　に、配船隻数で16合目増やしている。　　船舶の共同所有や独立船社とコンソーシア　ム間のスペースの貸借があるので、運航船腹　量がそのままその船社の船腹供給量となると　は限らないが、支配船腹量と見ることは可能　であろう。b．年間航海回数一且国勢が回数と伸び日共に　　トップ　　上記と同様に1991年央〜97年初の年間航海　回数上位3社と増加率上位2社を示したのが、　図4−1、一2である。　　1997年年初の年間航海回数の上位3社は　HANJIN二388図、　COSCO：355回、　SEA・せんきょう　平成9年8月号LAND：345回である。年間伸び率上位2社はHYUNDAI：18．6％とCOSCO：12．5％で、回数をそれぞれ318回と355回に増やし．ている。この間、HANJINは航海回数を約60％（年率8．9％）増やしてトップに躍り出たのに対し、COSCOはSEA−LAND（年率一〇．3％）を抜き去り2番手に着けた。HYUNDAIは年間航海回数を約2．6倍に増やし、5位へ順位を上げた。　　内容をさらに詳細に見ると、この間にHANJINは配船隻数と一隻当たりの年平均航海回数をそれぞれ年率3．6％と年率5％増やしたのに対し、HYUNDAIは配船隻数が16．2％増え、一隻当たりの年平均航海回数の伸びは2．0％であった。一隻当たり年平均航海回数の増加は配船の合理化と本船のスピー　ドアップにより達成されたものと推測される。c．年間供給TEU一霞国勢1位、3位を占め、APLが首位の座を譲る　　同様に1991年央〜97年初の年間供給TEU上位3社と増加率上位2社を示したのが図5−1、一2である。船腹需給を見る上で荷動　と対比される最重要項目である年間供給TEUは韓国勢が上位を占めている。　　EVERGREENは世界一周航路中心の運航体制を取っているので、運航TEUではトッ　プを堅持しているが、北米航路での年間供給TEUは4位（118万TEU＞に甘んじている。　　1997年初の年間供給TEUの上位3位は　HANJIN＝132万TEU、　APL：120万TEU、　HYUNDAI＝！19万TEUである。1991年央　から1997年年初までの伸び率は年率で　HANJIN：17．0％、APL：4．6％、HYUNDAI　＝26．7％である。伸び率上位2社は上記から　APLを除いたHYUNDAIとHANJINであ　つた。　　この間、全体が1．6倍増になっている中、　HANJINはAPLを抜き去り、約2，4倍増で　トップとなった。一方のHYUNDAIは、年　間供給TEUを約3．7倍に増強し、3位に躍　進した。［［図4−1］北米航路年間航海回数上位3社一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一　一一一一一一一一一一一一F一一F’　�j『一一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．，評躍　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r「．@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．P．「@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．ド・・層『’@　　　　　　　　　　　＿＿＿＿．＿．，，．，＿＿．．・・・……・’’’’”…『’’’’’”『−’’’’’”『”−@　　　　　　　　　「．層F・「@　　　　　　　　　「r7，@　　　　　　　r7’．@　　　　　　圃層，「「@　　　　　7「「，「@　　　　　．．@　　幽．，．，・四・層’”C．，…　．．7．「　　400@　350ﾋ　300回痩擾　250@　200@　150@　300@　250蝋理無　200回駆極　150踵塒　　　501991央　　　92央　　　　93央　　　　94央　　　　95央　　　　96初　　　　97@　　　　　　　　　［図4−2］北米航路年間航海回数増加率上位2社1DO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　HU256@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　’@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一@　　　　　　　　　，一＿＿一＿＿＿＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　CO191　　　　　　　　　’　　　　　　　　　’　　　　　　　　’　　　　　　　　’　　　　　　　’　　　　　　’　　　　　　’　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．，．四．「．．．P　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・r・・門L・・幽7F．．．．．．「．P．P「「層7，Q一＿＿，κ＿．．．．．・・・・…’’”『’…”…@　　　　　　　　　　　　　　　　全社平均123@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　96初　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一．一一一⊥一一一＿一＿．一L一一一一一「P991央　　　92央　　　　93央　　　　94央　　　　95央　　　　　　　　　　97＿HA函　　　航海回数CO社年間航海回数SE社年間航海回数年間航海回数指数一HU社指数一一一一bO社指数｛．［図5−1］北米航路年間供給TEU上位3社1，400，ODO1200，000　　　一@　　！　　　一　一　舳　、　　ノ　　　　　　　　　　　　一　一　r　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　一　一　一@’f’一曽一F@　「．@　7@，@，　LOOα000ﾈ曇些800，000U00DOOS00，QOO　　　　　　　　　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　　　　　，，「「　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　．@　　　　　　　　　　　　F「pF@　　　　　　　　　　　　「@　　　　　　　　　　　　．@　　　　　　　　　　　「@　　　　　　　　　　　「@　　　　　　　　　　　．@　　　　　　　　　　　・@　　　　　．．『『．．．・・…一・’層”『’D．．．．．＿…・…一’’’”「”　「@・@「u，「，唱200，0001991央　　　92央　　　　93央　　　　94央　　　　95央　　　　96初9［図5−21北米航路年間供給TEU増加率上位2社400HU3350誼300c25。霊…I15・@　100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一F　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一@　　　　　　　　　　　　一rF＿＿＿＿一一一，一一一@　　　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　’@　　　　　　　　　’黶`一．鮮詳・二一…一一一一一一一一一開r“’”一翌三二HA2501991央92央　　　　93央　　　　94央　　　　95央　　　　96初97初HA社丁丁供給TEUAP社年間供給TEUHU社年間供給TEU97初年間供給TEU指数一HU社指数一一一一gA社指数せんきょう　平成9年8月号タンカー輸送の総合的安全対策について　去る7月2日東京湾で発生したダイヤモンド・グレース号の油流出事故は、流出油量が当初報道された量に比べ結果的に少量であったこと、また気象条件等にも恵まれたこと、および事後処理がスムーズに行われたことなどにより幸いにして大災害に至らなかった。　しかし、当協会としては、菓京湾で起きたこの事故は、一旦タンカーによる大規模油流出事故が起きれば国民生活へ計り知れない影響を及ぼすという重大な警告と深刻に受け止め、事故の再発防止に向けて業界を挙げて取り組んでいる。　本件に関連して7月8日には、運輸省海上交通局長より「再発防止のための対策」および「総合的な安全対策」の検討の要請があるとともに、11日には、海上保安庁警備救難部長より「当面の航行安全対策」の周知徹底方要請があった。　当協会はこれらの要請を真剣に受け止め、海運業界として可能な諸対策を講じるため、23日目開催された理事会において資料のとおり、直ちに実施する安全対策および今後の検討項目等を取りまとめ、同日運輸省海上交通局長ならびに海上保安庁警備救難部に対し河村会長より報告を行った。これらの諸対策については、今後関係各委員会・部会で検討の上、必要に応じ理事会の議を経て関係者の理解と協力を得ながら逐次実行に移すこととしている。一【資料】タンカー輸送の総合的安全対策について1．直ちに実施する安全対策　1．輻藤海域に於ける適切な航海当直体制の　再確認及び必要に応じた人員の配置　2．海上保安庁から指示された東京湾等船舶　輻鞍海域航行の際の適切な航法及び講ずべ　　き安全対策等の再確認とその励行　3．油防除部署訓練の徹底　4．国際安全管理コードの速やかな実施およ　　び実施のための支援　5．サブスタンダード船の排除と老朽タンカ　　一の解撤促進の内外への呼びかけII　当協会で検討中または今後検討する安全対　策　1．輻較海域等に於ける事故再発防止のため　　の航行安全対策　　（D　進路警戒船の活用方法の検討　　（2＞VLCCの自主通航路の検討（航行方　　　式の検討）　　（3）輻軽海域等に於ける安全促進のための　　　大型船／小型船の体験乗船の実施（相互　　　理解のため）　　（4）衝突・坐礁予防システムの開発・評価　　　の促進　2．乗組員の教育訓練のレベルアップ　　（11操船シミュレータ、タンカー荷役シミ　　　ュレータによる訓練の導入　　（2）外国人船員の乗船前訓練の活用及び制　　　度的バックアップ　3．水先に関する安全対策　　（1）船長と水先人との操船方法の事前確認　　　等の安全運航体制の再検討　　�A　事故及びニアミス事例のフィードバッ　　　ク体制の構築　　�G　水先の経歴等を考慮した安全な配乗体　　　制の確立　　（4）水先人の技能維持方策の検討　4．ダブルハルタンカーの導入等　　（1）ダブルハルタンカーの導入促進策の検　　　討　　�A　船外流出の拡大防止のための技術の開　　　発及び研究の促進　5．官民一体の大規模流出油事故対応訓練III．今後、関係機関への要請を前提に検討する　安全対策等　1．東京湾等船舶輻較海域に於ける事故再発　　防止のための航行安全対策　2．航行環境の整備　3．流出油防除体制の充実W　海事関係団体による安全対策の検討への積　極的協力せんきょう　平成9年8月号圃囮、随想A染．．C　．．欝．　．垂　　　　％z．@・．霧．　　弱「　　汚　・・．三塁オペラあれこれ霧譲（噸寄場撃哩◆末吉哲郎．・’焉D獺舅賜・．．痘’　雛．灘．．．ヌ・「．綾陥匹．．伽　．霧．・鵜纏髪海外での国際会議あとの雑談やパーティーなどで日本からのお偉方は、ただニコニコしているだけで周りから浮いてしまっている印象を受けることが多い。　これは外国語の会話が苦手ということもあるが、それよりオペラの話題についてゆけないのだという説がある。「パヴァロッティも悪くないけど、ホセ・クーラのラダメス役は立派。声に伸びがある」なんていわれたら、笑ってごまかすしか手がない。　欧米ではことほど左様にオペラは日常的でビジネス・トークでもひんぱんに使われているようだ。主な都市には必らずオペラ劇場があり、社交の場として市民生活の中にすっかり定着している。　わが国にも歌舞伎という立派な舞台芸術がある。これを国際的にもっとアピールして海外でもオペラと同様にビジネス・トークにも登場するようにしたいものだが、実はオペラと歌舞伎はその発生からしておどろく程似かよっているのである。　その歴史であるが、オペラの初演は楽譜が現存しているということで、1600年10月6日にフィレンツェ・ピッティ宮殿で、フランスのアンリ四世とメディチ家のマリーナ姫の結婚式に上演されたべーリ作曲「エウリディーチェ」ということになっているD　一方、歌舞伎が歴史に登場するのもやはり約400年前。奇しくもオペラと同年の／600年7月後陽成天皇の女御である近衛の主催で、出雲の阿国の「ややこ踊り」を見る会が行なわれたとの記録がある。阿国はご存じの通り歌舞伎の創始者とされている女性で出雲大社の巫女の出身。慶長年間に京都の加茂の河原で演じた踊りが人気を集め宮中の入々の目にとまるまでになっていた。　ユーラシア大陸をへだてて西端と東端に位置するヨーロッパのオペラとEi本の歌舞伎は400年前の同じ年わずか3カ月ちがいで誕生したことになる。　舞台芸術の点からみても、オペラは大道具、小道具そして機械仕掛けの場面転換で観客を楽せんぎょう　平成9年8月号しませる工夫が発生当時からあった。1667年オーストリアのレオボルドー世とマルガリータ皇女との結婚式の余興として上演された「金のリンゴ」は、5幕24場で24回の場面転換があったとそのぜいたくさが歴史に残っている。　一方、歌舞伎の方もこの面では実に多彩で、独自の「花道」ができたのが1736年。そして「セリ」が上ってゆく仕掛けや「回り舞台」が考案されたのが、それから20〜30年後。大道具がひつくり返ると、その裏から別な舞台が現われる「がんどう返し」や、役者が文字通り宙を飛ぶ「宙乗り」は19世紀に入ってから現われている。　この他、両芸能共1600年代の女優禁止令によって男が女役をやるといった形態で発達しオペラではカストラート（去勢歌手〉によってベル・カントが確立し、女形によって歌舞伎の様式美が完成したという点まで似ている。　さて、わが国にも本格的なオペラ劇場が誕生する。構想から30年、本年3月に東京・新宿に竣工し10月10日に開幕を迎える「新国立劇場」がそれである。オペラの他バレエ、現代舞踊、演劇等、現代舞台芸術を対象とするもので、三宅坂にある歌舞伎等伝統芸能を上演する国立劇場と対をなすナショナルシアターである。大・中・小の3劇場からなり、オペラ劇場である大劇場は1，800席の客席とその2倍の広さの移動式四面舞台を備え、ハード面では世界のトップクラスのオペラ劇場。総工費800億円は文化庁始まって以来の文化支出という。せんきょう　平成9年8月号　運営面ではわが国の舞台芸術振興のための自主公演が基本で各ジャンルを通して30本の演目が予定されている。しかしオペラは、音楽とドラマ、美術を全部抱えこんだ総合芸術で上演には大変時間とカネがかかる。歌手、オーケストラ、コーラスに加え、なかには馬や犬まで登場する数百人規模のものまである。美術面でも大道具、小道具、衣しょう、照明等、多方面に亘り「この世で最もぜいたくな歓び」といわれる。　これらの経費を全部入場料で賄うとなると大変高額なチケットになってしまう。このため欧米では国や州が相当額を負担する他に、アメリカのメトロポリタン歌劇場のように個人や企業の寄付に大きく依存する傾向がヨーロッパでも強くなってきつつある。新国立劇場でも公演事業費約36億円のうち入場料等収入はその半分の18億、残りの赤字分を国と民間で2対1の割合で分担することにしている。このように継続的な文化事業で官民合同のプロジェクトは今まで例がなく、民間企業にも本格的なメセナ活動として理解と支援をお願いしている次第である。　ともあれ、この国際的な芸術をわが国にも定着させ、歌舞伎等わが国の誇るべき舞台芸術と融合させて、新らしく日本的なオペラを世界に発進させる夢をもちたい。参考文献／「はじめてのオペラ」　　　　　　（堀内　修／講談社）　　　　　「オペラと歌舞伎」　　　　　　（永竹由幸／丸善ライブラリー）胴現地駐在員が語る“香港の明日”βYA覧RMA駈し　1997年7月1日、香港は歴史的な転換点を迎えました。会員会社の香港駐在員の協力を得て、返還前後の状況や「一国二制度」の将来像、香港経済の行方など現地の印象をリポートします。新和海運香港駐在員　伊藤　文彦　主権返還前日より降り始めた雨は、返還休暇明けの3日には豪雨となり、新生香港の仕事始めの出端をくじかれた感があった。街中は、祖国復帰を祝う垂れ幕や飾りで「中国色」に包まれていたが、長雨の為か、心成しか色裾せて見えた。　ところで、7月中頃までは、各種団体の返還を祝うパーティーが相次いだ。久し振りに会った移民Uターン組に帰った理由を聞くと異口同音に「こっちの方が実入りがいいから」。彼等の殆どは、家族をカナダや豪州に残した単身Uターン組である。それにしても、香港人の金儲けへのバイタリティーには驚く。このバイタリティーが無くならない限り、香港の将来は明るいと思う。　しかし、新生香港が抱える課題は山積している。取り分け不動産の異常な高値が気になる。バブルが弾けて日本の二の舞を呈しないか、当地の英字紙「サウスチャイナ」が「レッセフェール（自由放任〉こそ、香港経済の原動力であった。」と指摘する一方で、「競争の時代に生き残るためには、シンガポールのように行政による経済への介入が必要となってくるのだろうか」と疑問を呈していたのが気になる。第一中央汽船香港事務所長　清水　155年にわたり英国統治下に置かれて来た香港が中国に復帰し、特別行政区として新たな歴史を踏み出した。又、世界には前例のない「一国二制度」の壮大な実験が始まった。　実際「一国二制度」の生みの親である山詞小平氏は生前、「香港が祖国へ復帰して健から50年間政策を変えない。更に言えば、50年後以降も変える必要はない」と明言した。しかし鄭氏はその一方で「1997年以降、香港で中国共産党や中国を罵る人がいても、われわれはそれを許す。しかし（反中国的な言論が）行動に変わり、香港に民主の看板を掲げて大陸に反対する基地にしょうと囮せんきょう　平成9年8月号するならば、干渉せざるを得ない」とも述べている。いいかえれば、共産党支配という体制を守る為に経済利益を犠牲にすることもありうるとのことである。　しかし「一国二制度」はもともと台湾との統一を狙って考案した政策であり、中国政府は「一つの中国」の悲願｝こ向け、なんとしても香港の「一国二制度」を成功させ、次につなげようとする筈である。　「東洋の真珠」はこれからも輝き続けるかどうか、なお、じっくりと見守っていく必要がある。00S・HongKong取締役経理部長（日本郵船）根本　乱舞　返還の「歴史的な」日は祝日でしたが、郵船（香港）のオフィス（31階）に参集、返還式典およびブリタニア号を眼下に見ました。　特段の感懐はなく、歴史の時が刻まれたと強いて自分に言いきかせたというのが正直なところです。ただ、この瞬間は香港の「返還」ではなく、「復帰（回帰）」という方が正鵠を得ていると思います。住民の95％以上が広東人であり、言語・社会風土・街の空気等、紛れもなく、広東の一地域であるからです。横文字を使う方が公式的、開化的とされた150年余の風潮も街から薄らいで行くでしょう。個人の基本的人権が復帰後、制限されることを懸念する論調も多く見ら紅ますが、中国に復帰した以上、その中で解決すべきであり、内政干渉に似た議論は避けるべきだと思います。香港人よ、大中国の悠久の歴史の懐の中で、先ずはゆっくりと休息して下さい、と願う次第です。　香港の行方は、小生の予見の域を超えますが、中国の製造業・輸送・港湾等社会基盤の現況を勘案すると、経済のハード面では、かげりが訪れると思いますが、金融等ソフト面では、その地位は不動であり、一層重要性を増すと考えられます。いずれにせよ、初代長官である董建華氏が、相手に応じて、広東語・北京語・英語・上海語を使い分けるように、国際性豊かで、たくましい香港人が健在である限り、香港の将来は明るいと思います。せんきょう　平成9年8月号岡’ξ窪乞亀％　ζ）o，4輪便り　　　　　　　1．戸．最近、英仏海峡を走るブリタニー・フェリー（BR工TTANY　FERRIES）を見学する機会がありました。このフェリーは白い崖で有名なイギリス側のドーヴァーからフランスのカレーを結ぶフェリーと違って、英国南部の港、すなわちサザンプトンやポーツマス、あるいはプリマスからフランスのシェルブールやカーン、あるいはサンマロといったブルターニュやノルマンディーの港を結んでいます。ドーヴァー／カレー間のフェリーは海底のユーロトンネルを走る列車と航空機との三つ巴で激しい競争を繰り広げており、フェリー会社間の合併問題や厳しい合理化政策等でよく業界紙を賑わせています。しかし、こちらの航路については現在運航しているのは、このブリタニーとP＆Qのみのようで、比較的マーケットも安定しており、相応の業績を上げているように見受けられます。われわれの乗ったのは大型のロールオン・ロールオフのフェリー「ノルマンディー号」で、カーン／ポーツマス間99海里を5時間少々で運航します。このノルマンディー号は約27，000トン、長さ162メートル、幅26メートルで、乗客2，120名、乗用車600台を積載することができるとのことです。乗組員は約130名で大部分がフランス人だそうです。車一台に4〜5人乗ると大変割安になるところから乗客のほとんどはホリディー客で、フランス人は海を渡ってイングランドやスコットランドで、逆にイギリス人はブルターニュやノルマンディーで休暇を過ごすわけです。　船内の設備は、純客船の三ツ星プラスといったところでしょうか、客室は二段ベッドの4人部屋が主で、これは夜行の時使われます。昼間はリクライニング・シートを予約するか、サロンで子供相手のショーを見たり、デューティーフリーショップで買物したり、あるいはテレビを見たりすることとなりますが、いずれにしても退屈することはありません。船内の表示やアナウンスはすべて英語とフランス語のニカ国語で行われ、レストランやショップの値段もすべてポンドとフランで表示されています。　このブリタニー・フェり一の海務担当重役がICS（国際海運会議所）の旅客船小委員会の議長を務めており、その関係でわれわれは船橋を見学させてもらいました。英仏海峡のフェリーは北欧バルト海のフェリーと並び最も安全に関する一般大衆の関心の高いところで、ちょっとした事故でもすぐテレビや一般紙で報道されます。本船は1992年の建造で特に目新しい設備や機器はありませんでしたが、安全については隅々まで配慮されているようです。　見学に同行したのは東京MOU理事長の篠主席やIMOの技術課長の関水氏、国際船級協会連合（IACS＞の憎憎等、文字通り船舶安全問題に関しては国際的な専門家ですから、その質問の難しいこと、案内してくれた女性のパーサーはすぐギブアップして、どうぞ勝手に見学して下さいとばかり説明役を降りてしまいました。当直していたのは二等航海士とナントの商船大学を出たばかりの訓練生の二人のみで、英仏海峡を2，00Q人もの乗客を乗せて航行するのにはやや手薄かなと思いましたが、昼間で視界もよく年中この航路だけを走っているわけですから問題ないのでしょう。入出航時は船橋には船長と一等航海士、そして操舵手が配置されるそうですが、ポーツマス入港時、狭い水路の中で岸壁の直前でタグボートも使わず「その画配頭」を行い、船尾からピタリと自動車積み卸しランプのある岸壁に付けたのは、私には神業のように見えました。当直士官にも質問をしましたが、フランス語なまりの強い英語と日本語なまりの英語のコミュニケーションは少々時間もかかるため、安全運航を阻害するようなことがあってはいけないと早めに切り上げました。　この後、船内の豪華レストランで船長心尽くしのディナーに舌鼓を打ちながらも「暴露甲板に乗用車を積載するのはSOLAS条約違反ではないのか」とか「中吊り式の甲板に車を積んで固縛をしないのはおかしい」とか話は尽きませんでしたが、見学者一同、フェリーの安全運航を心から祈った次第です。（欧州地区事務局長　赤塚　宏一）せんきょう　平成9年8月号（讃翻鰹．｛羅鑛飾　・ノ”　平成9年7月20日、私たちは国民の祝日となって2度目の「海の日」を迎えました。思い返せば「海の日」は、祝日に制定されるまで戦後50年の長きにわたり、海にかかわる人々が「海の記念日」として祝ってきたという歴史を持っています。海の果たす役割と重要性について広く国民の理解と認識を深め、海の恩恵に感謝し、海洋国日本の繁栄を願う日として昨年から14番目の祝EIに加えられました。　夏休みがスタートする時期に当たる7月20日が、海に対して思いを新たにする夏の一日として定着することは、海事産業に携わる者の願いでもあります。　当協会は、この「海の日」を中心に、運輸省等の後援を頂き、次のとおり各種イベントを開催いたしました。）　今回で7回目を数えるこのコンサートは、今年が当協会創立50周年にも当たるため、その記念事業の一つとしても位置づけて実施した。　今年は例年を超える反響があり、約20，000名もの応募者の中から抽選で選ばれた3，000名を招待し、7月20日（日）「海の日」の夜に、渋谷のNHKホールにおいて開催した。会場では日本水難救済会による「青い羽根募金」にも協力した。▲新日本フィルハーモニー交響楽団せんきょう　平成9年8月号圃∫海の創イベント榊葉・　魏n．藻認・�k購饗智・‘「　烏；・▼凱．．コ華々しく幕を開け、続けて交響曲「海」へとつなぐ構成で、観客を音楽による海のイメージの世界へといざなった。第2部は「オペラに登場する海」として、歌劇「アイーダ」から“凱旋行進曲”、歌劇「蝶々夫人」から“ある晴れた日に”、歌劇「椿姫」から‘’乾杯の歌”といったオペラの名曲を中心に構成した。黒田あゆみさんの司会・進行で、ヨーロッパを舞台に活躍されているソプラノの浜田理恵さん、テノールの佐野成宏氏を迎え、フランスやイタリアでのそれぞれの楽しい体験談を語っていただいた。矢崎彦太郎氏の指揮による新日本フィルハーモニー交響楽団の演奏、オペラのワンシーンを思わせる巧みな演出、さらには200人による大合唱（東京合唱協会・北区民混声合唱団）も加わり、観客は、躍動感と懸屋のあるステージに酔いしれた。　鳴り止まぬ拍手に続けてアンコール1曲目は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一「威風堂々」、そして、恒例の「我は海の子」をともに合唱した後も、満員の観客から出演者に惜しみない拍手が送られていた。▲東京合唱協会と北区民　混声合唱団による合唱左から、内藤彰（合唱指導）、レ矢崎彦太郎、佐野成宏、浜田理恵の各氏▲歌劇「蝶々夫人」から　愛の二重唱“夕暮れは迫り”せんきょう平成9年8月号く誕凱夏隔子シップウオッチング噸浜　当協会は、日本外航客船協会との共催で、8月1日（金）に外航客船「飛鳥」による夏休み親子シップウオッチングin横浜を開催した。　世界一周などの話題で注目を集める「飛鳥」人気もあって約3，300組の多数の応募があり、その中から抽選により150組・300名の親子ペアを横浜港大さん橋ふ頭から現在建設中の東京湾横断道路手前を回航する3時間の東京湾クルーズに招待した。　まず開会式では、山田登キャプテンから本船と同名の打林飛鳥さんと出口飛鳥君、そしてゲストのチャック・ウィルソン氏が一日船長として任命され、その後ブラスバンドの演奏に見送られながら7階デッキでのテープ投げのセレモニーで出港した。　出港後、横浜港に接岸している自動車専用船、コンテナ船や横浜港沖に錨湖中の貨物船、川崎港に停泊中のLNG断切例年になく数多くの船を見る機会に恵まれるとともに、横浜港振興協会の方々に船、港の説明や子供達からの質問に答えていただく等、短い時間ではあったが有意義なシップウオッ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チングを行うことができた。また、当日は快晴にも恵まれ、青空の下でビュッせんきょう　平成9年8月号図晦の副イベント特集単一・，，　鞭．．灘櫛難雛欝最後に、アトラクションとして船や海に関するクイズ大会やビンゴ大会を行い、閉会式で締めくくった後、消防艇の放水に迎えられながら大さん橋ふ頭に帰港した。▲ビンゴ大会の賞品を贈るチャック・ウィルソン氏＼　拶3踊即日i§鯉5碧鷺記念　当協会は、NHKスタジオパーク「パークギャラリー」において、7月11日（金）から8月3日（日）までの23日間、「船はともだち」展を開催した。　「海の旬間」関連事業として、また、当協会創立50周年記念事業の一つとして位置づけており、子供たちとその家族を対象とし、「船と暮らし」をテーマに、楽しみながら船と港の役割を学び、船の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　魅力に触れてもらえるよう企画したものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会場では、「自分の船をつくってみよう」とい　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う船のペーパークラフトにパソコン上で好きな色　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を塗ってもらい、着色後、プリントアウトして組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　み立てるコーナーが人気を集め、子供たちが列を　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作っていた。▲7月11日のテープカット。左から、当協会増田信雄理事長、　河村健太郎会長　　　　　　　　　　　　　　せんきょう　平成9年8艮号「観光グルメボランティア」のすすめ“ガンバレ日本海1支援ツアー”に参加して　ナホトカ号重油流出事故による被害を受けた福井・石川両県の市町村を訪ねるも」ガンバレ日本海！支援ツアー”が、「海の口」海事関係団体連絡会の「海の日」行事の一つとして、大日本水産会の主催の下、諸団体から36名の参加を得て、7月25〜27口、実施された。　現地を視察して、海や浜辺の美しさに驚いた。7月20日にビーチテラス「かもめういんぐ」がオープンした小舞子海岸（美川町）や、8キロに及ぶ砂浜の上をドライブできる千里浜なぎさドライブウェイ（押水町）では、砂を手ですくってみたが、指の間からさらさらとこぼれ、ここに重油が漂着したとは信じられなかった。　また、本場の越前ガニをはじめ「キトキト（新鮮な、の意）の魚」を供する越前町や、冬に越前海岸を埋め尽くす“越前水仙”が一年中咲く　　　　　こし　の施設がある越廼村、北前船主の館を公開している河野村、そして懸命の努力により豊かな自然を回復しつつある越前松島・東尋坊（三国町）などの見どころも予想以上の回復ぶりだった。　しかし、災禍が取り除かれ、平穏を取り戻したかのように見えた後でも、被災地は目には見えない「風評被害」というハンディに泣いていた。現地を見て納得しないと、繰り返し報道されたおびただしい重油の帯ばかりが今も脳裏に焼き付いて、見てもいないのに座れば油が付着するような海水浴場を思い浮かべ、食べてもいないのに油の臭いがこびりついた魚介の味を連想し、被災地を敬遠してしまうのである。　今こそ、新しいボランティアの力を借りてはどうか。名付けて「観光グルメボランティア」。きれいな海を満喫し、キトキトの魚を賞味し、温泉に浸かってリラックスし、帰ったらすっかりよみがえった被災地の話をする。それなら私も、と輪が広がれば、風評被害は薄れていくだろう。　昨今、増えているボランティア休暇制度を柔軟に活用し、被災地への旅をボランティア休暇として認めることもできるのではないか。旅行需要の喚起は、被災地の経済を活性化させる特効薬になるからだ。　被災地の海岸には、感動があった。目の前に広がる美しい海岸にテレビで幾度となく見た汚れた海を重ねれば、砂粒を丁寧に拭った数えきれないほどの人の手を思わずにはいられなかった。被災地には、一般の観光地が忘れかけている人間の手のぬくもりが残っていると感じた。　私たちが被災地を訪れることで被災地の経済を潤し、私たちの心をも潤す、これが被災地と「観光グルメボランティア」との望まれる関係ではないだろうか。さらに、「観光グルメボランティア」が被災地に魅せられて「常連客」になった時、ほんとうの復興が始まるのだろう。　（当協会　調査広報部広報課　廣田　かほ里）石川・福井観光グルメマップ熊　　　押水町　　　　（干里浜なぎさ　　　　ドライブウェイ）三国町（越前松島・東尋坊）　　　越廼村　　　（越前水仙〉越前町（越前海摩・越前ガニ）　　　∫’、　　　　　　　　’、　　　　　’　、ρ國’’’「量’　金沢市。ミ　　　　　ロ　　　●＿美川町　　　　（小舞子海岸・美川刺繍　一　　　ふぐの卵巣のぬか済）　、　　　　　　　冨。福井市　＼〜　　（蝕　　　　一／）鴫．戸　　　（北前船主の餌）せんきょう　平成9年8月号岡　　海運淫：、・ご註“ス．｝．lMO第43回航行安全小委員会（NAV43）の模様　一航行の安全に開する「海上人命安全条約」第V章の全面改正は継続審議一2．フィリピン人船員の今後3．最近における内航輸送の現状1．lMO第43回航行安全小委員会（NAV43）の模様　　　一航行の安全に関する「海上人命安全条約」第V章の全面改正は継続審議一　国際海事機関（IMO）の航行安全小委員会第43回会合（NAV43）が1997年7月14日から18日までの間、ロンドンのIMO本部で開催され、船舶の航路指定・船舶通報制度、航行の安全に関する設備の性能基準、および航行の安全に関する設備の搭載要件等を規定した「海上における人命の安全のための国際条約」（SOLAS条約）第V章の全面改正について審議が行われた。今次会合における主な審議結果は次のとおりである。1　航路指定および船舶通報制度（1）南アフリカ沿岸周辺における分離通航方　式および積載タンカーの航行規則について　　FA　PLATFORMおよびALPHARD　BANK沖の分離通航方式を採用するとと　　愚こ、積載油タンカー通航規則を変更し、　　満載喫水線用帯域の夏季帯に西航通航帯の　　全てを含ませる分離通航方式の提案につい　　ては、原案どおりで次回海上安全委員会　　（MSC69＝98／5月開催予定）で採択、採　　択後6カ月後に導入するよう要求すること　　を合意した。�A　マラッカ・シンガポール海峡分離通航方　　式および強制船舶通報システムについて　　　審議に先立ち、沿岸3国（インドネシア、　　マンーシアおよびシンガポール）を代表し　　てマレーシアから提案趣旨説明、および各　　国からの質問に応えて現在沿岸3国および　　日本により行われている水路再測量後の新　分離通航方式の大きな変更等は考えていな　い旨補足説明があった。　　審議の結果、一部変更を行った上で、次　回MSC69で採択後6カ月で導入するよう　要求することを合意した。しかし、マレー　シア沿岸水域の全域に設定される沿岸通航　帯（ITZ）についてのみは、実質的に国際　海峡の通航を制限するものであることから、　米、露、および豪が立場を留保し次回MSC　69で検討されることになった。（3）地中海BONIFACIO海峡の航行安全向　上のための対面航路、警戒水域、避航水域　の設定、および強制船舶通報制度の導入に　ついて　　審議の結果、一部変更を行った上で、次　回MSC69で採択後6ヵ月で導入するよう　要求することを合意した。（4）英国北西に位置するHEBRIDES諸島西　の深水深航路について　　総トン数10，000トン以上で積載状態にあ　るタンカーの利用が推薦されている同深水　深航路を、水深の再測量に伴い航路設定位　置の一部を変更する提案については、次回　MSC69で採択後6カ月で導入するよう要　目することを合意した。（5）スペインの地中海沿岸に位置する　CABO　DE　GATAの分離通航方式と任意　の船舶通報制度について　　分離通航方式については、次回MSC69　で採択後6カ月で導入するよう要求するこせんきょう　平成9年8月号）　とを合意した。また、任意の船舶通報制度　を確認した。（6）英国北西のMINCHES航路における船　舶通報勧告の励行について　　同推薦航路の利用が勧告されている上記　航路において、利用度が高い反面、同航路　入域前に行うことが勧告されている船舶通　報はほとんどの通航船舶で行われていない　ため、通報を行うようSN（セーフティ・　オブ・ナビゲーション）サーキュラーで早　急に周知することが合意された。（7＞群島航路帯の指定・採択および変更に関　する一般通則、およびインドネシア群島航　路帯指定について　1）　群島航路帯の指定・採択および変更に　　関する一般通則については、国連海洋法　　条約の内容に沿う修正が行われるととも　　に、総会決議A．572（14）「航路指定の　　一般通則」を2つのカテゴリーに編成し、　　従来の航路指定の一般通則を第一カテゴ　　リー、群島航路帯の指定・採択および変　　更に関する一般通則については第2カテ　　ゴリーとすることとされ、次回MSC69　　において検討の後承認される見込みであ　　る。　2）　インドネシアの南北3ルートの群島航　　路帯指定については、審議の結果、「群　　島航路指定の一般通則」の規定に基づく　　航路指定の様式および表示等に関して更　　なる慎重な審議が必要であるとの判断か　　ら、次回MSC69において再審議される　　ことになった。また、審議においてイン　　ドネシアから群島航路帯提案は、通常通　　航航路の部分指定であること、および群　　島水域内の無害通航権を国連海洋法条約　　に基づき認めること等が確認された。（8）North　HinderからGerman　Bight間の　タンカー用強制航路の利用と適用船舶につ　いて　　英国の東岸に位置する港間を航行するタ　ンカーが上記航路を利用した場合は、迂回　を余儀なくされ航程が伸びるぽかりか、航せんきょう　平成9年8月号行上の危険性が高まることから、英国東岸に位置する港間（Orkney，　Shetland　Idsを含む）を航行するタンカーは適用しないことで、次回MSC69で承認の上、　SN（セーフティー。オブ・ナビゲーション）サーキュラーで回章することとなった。2．SOLAS第V章の改正について　NAV42（96／7月開催）時点でまとめられたV章改正案文書をベーシックドキュメントとし、1規則（適用）、2規則（定義）、3規則（免除）は最後に検討することとして審議が行われた。　しかしながら、1規則（適用）Para　2から3規則（免除）および16規則（システム設計の一般的要件）から19規則（航行システム及び機器の承認及び検査）については、議論には至らなかったため、これら規則に規定されている、VDR（Voyage　Data　Recorder）、自動船舶識別システム（AIS）、およびIBS（lntegratedBridge　System）など、現行のSOLAS第V章には存在しない新しい機器の搭載要件など最も重要な点については、次回NAV44（98／7月開催予定）でさらに検討し、2002年の発効を目指すこととなった。3．航行安全装置（1）以下に記載する航行安全設備の性能基準　案が作成され、次回MSC69において採択　　することが合意された。　　1）　トラック・コントロールシステム　　　ヘッディング・コントロール・システ　　　ムにおいてオプション要件であるトラッ　　　ク。コントロール・システムについて性　　能基準案が作成された。　　2）音響測深機　　　　既存の音響測深機が探知してきた200　　　mの大陸棚については、電子測位装置　　　（GPS）が代用するとの見解により、測　　　深範囲は、2m〜400mが2rn〜200mと　　　なった。　　3）電子磁気コンパス　　　　本装置装備の目的としては、ジャイロ岡　　コンパスの搭載は強制されないが方位情　報を必要とする機器の設置が求められる　等、小型船舶に装備して方位情報を得る　　こと。また、磁気コンパスを使用できな　　いHSC（ハイスピードクラフト）等で　使用することが確認された。．4）GPS／GLONASSがコンバインされ　　た船舶搭載用受信器5）　全世界的な自動船舶識別システムAIS　　（Automatic　Identification　S夕stem）　　MSC67において合意された、‘‘AISは　　ただ一つの全世界的システムとして長期　　計画で実施される”旨を再確認し、四声　　陸上局および船対船で自動的に船舶識別　　を可能とするものであればいかなる方式　　（DSC方式、放送方式）のAISも全世界　　的システムとなりうるとの考えで性能基　　準が作成されたが、本性能基準案では、　　通報容量が2000reports／min（1分間　　当り2，000隻のデータ）となったため、現　　段階では放送方式のみが可能となった。　　また、貨物の種類に関する情報を山導船　　に提供することについては、権限のある　　当局の要求がある場合のみ提供すること　　になった。（2）　VDR：Voyage　Data　Recorderの性能　基準案について　　第40回設計設備小委員会（DE40）が作　成した総会決議案（DE40／12／Add．　AN−　NEX　5＞をもとに審議が進められた。し　かし、同案については、自動浮揚または非　自動浮揚の要件のいずれの要件も読み取れ　るような内容になっているため、自動浮揚　性能については、総会決議A、662（16）「非　常用無線装置の自動浮揚機構に関する性能　要件」を引用するとともに、耐火性能州に　関しては、IECが作成する技術試験基準に　よることとされた。その他、事故やニヤミ　ス等により、記録が消去されないようにす　る修正がなされた上で承認され、第20回総　会（97／11月開催予定）での採択のために　送付されることとなった。（3）電子海図表示および情報提供システム　（ECD工S：Electronic　Chart　Display＆In−　formation　Systems），およびラスターチャ　ート表示システム（RCDS：Raster　Chart　Display　Systems）性能基準案について　　プレナリーおよびワーキンググループに　おいて、英国をはじめとする大勢が紙海図　との同等化に賛成したため、ドラフティン　ググループ（DG）でRCDSの性能基準案　を討議することになった。　　DGでは、　RCDSはすべてのENC：　Electronic　Nauticai　Chartsが利用できる　とともに、ECDISの性能基準に合致して　いなければならないこと、また、最新のデ　一極が記載された紙海図と併用することを　満足すれば、現行SOLAS　V章20規則：航　海用刊行物に準拠した紙海図と同等のもの　であると認め、性能基準案を作成した。　　しかし、プレナリーにおいて、露および　日本から今次NAV43においては、十分な　検討が行われていないこと、RCDSは　ECDIS同様にIHO（国際水路機関）を含　む水路関係当局によって討議されるべきで　あり、今次NAV43での性能基準案の合意　に反対する意見が出され、今次会合で取り　まとめられた性能基準案については合意さ　れず、審議結果をそのまま次回MSC69に　送り、その場で性能基準案を採択するか、　次回NAV44で継続審議するかが決定され　ることとなった。2．フィリピン人船員の今後改正STCW条約が1997年2月／日発効した。これに伴い、従来の1978年条約による資格証明は、2002年2月1日までは認められることとなったが、それ以降は改正条約の基準を満たすことが義務づけられている。また、今回の改正では締約国各国政府が条約を確実に実行しているせんきょう　平成9年8月号ことを確認するため、1998年8月1日までにIMOに自国の船員教育。訓練施設、資格証明等に関する法令・制度・体系等の送付が義務づけられており、さらに送付された内容が改正条．．．約の基準を満たしていると認定されれば、いわゆるホワイトリストにその国名が掲載され、当該国政府により承諾された施設以外の施設で資格を取得しても改正条約の基準を満たすことにはならないとされている。　条約が発効した今、世界中の海運関係者の関心はフィリピンに集中している。同国の訓練施設のうち何カ所が改正STCW条約に適合した施設となるのか。20万人とも30万人ともいわれている既存船員を2002年2月1日以降もこれまでどおり乗船させることができるのかなど。　このような状況下．、本年4月10・ll日の両日、Lloyd’s　Ship　Manager（LSM）主催の“The2nd　LSM　Philippine　Manning　and　TrainingConference”が開催された。会議には、世界各国の船主、船舶管理会社、船員教育機関、政府機関、船員組合の関係者等約4GO名が参加し、関心の高まりが伺えた。会議では当然、改正STCW条約の履行に関するフィリピン政府の対応状況等が中心となり、自熱した議論が行われた。以下、DOLE（フィリピン労働雇用省De−partment　of　LabQr　and　Emp1Qyment）のQUISUMBING長官他フィリピン政府関係者の改正条約対応状況に関する説明をかいつまんで紹介する。　　フィリピンはホワイトリストに載るだろう。　このため、　・Qualified　Docunlents（資格証明）は、1997　　年中に完成させるべく、作業中である。　・Maritime　Trainlng用Action　Planは、　　現在MTC（海技訓練評議会Maritime　　Training　Council＞で検討中である。　・今後の課題としてQuality　Assurance　　System（資格保証システム）の確立を目　　指す、等々。　これら「検討中」、「作業中」、「目指す」に対し、現地および欧州系のマンニング関係者等から強い危惧の念が表明されたのはもちろんであせんきょう　平成9年8月号り、もしフィリピンがホワイトリストに載らなければ、フィリピンにある150の教育訓練校および325のManning　Agentが潰れるだろうとの意見も飛び出したほどだ。　さらに会議では、フィリピン政府より既存船員の改正条約に対応する教育訓練についての責任はShipping　Compally、　Manning　Companyにあるとの注目すべきコメントもあった。非公式な発言かもしれないが、既存船員の改正条約に対応する教育訓練の貨任を船社あるいはマンニング会社に転嫁した発言である。　既存船員の取り扱いについては、誰の負担で、はともかくとして、フィリピンは世界最大の船員供給国であるところがら、今後のフィリピン政府の動向が大いに注目されている。　既存船員が改正条約により新たに義務づけられている訓練のうち特に、Basic　Safety、　Ad−vance　Fire−fightirlg、　Tanker　Familiarization等の安全訓練を受講できる施設がフィリピンにおいては不足しているようである。以下は、フィリピン、マニラ郊外における安全訓練が受講できる代表的な二つの施設の概要である。1．CMRFI（ConsoHdated　Maritime　Re−　sources　Foundation，　Inc，）　マニラから車で南へ約1時間のCAVITE地区にあるCMRFIのオーナーは、フィリピン人EPIFANIO　JOAGUIN氏であるが、1992年にノルウェー船主協会（NSA）と提携し、同協会から各種設備の寄贈を受けている。　同校は、1983年にSOLAS（Basic　Safety）の訓練コースとして設立された。以後、TankeYCourse、　Advanced　Fire−fighting　Course等を順次導入し、現在では50人を超えるスタッフにより21の訓練コースが設けられている。　また、改正STCW条約の要件を満たした訓練コースとしてノルウェー・デンマーク両政府の承認を得ており、ノルウェー・デンマーク船社に加え、MOBIL、　ESSO、　TEXACO、　BP等のメジャー系タンカー会社、フィリピンの主なマンニング会社が既に訓練生を派遣している。2．IDESS（IDESS　Maritime　Center（SUBIC）　Inc．）岡　IDESSは、1989年スウェーデンとノルウェーに設立されたThe　International　Develop−ment　Environmental　Shipping　Schoolのマニラセンターで、1991年に設立された。　スービック湾に面して建てられている同校は1．CMRFIと同様に改正STCW条約の要件を満たしていると思われる訓練設備を有し、主としてスカンジナビア諸国の船舶に乗り組むフィリピン人船員が派遣されている。　その他にも、フィリピンにおいては改正STCW条約に適合するであろう施設を有する訓練施設が数カ所存在するし、新たな施設の建設も計画されているようである。　職員だけで5、6万人にもおよぶ既存船員に対しどの職種にどのような訓練が必要になるのかはフィリピン政府の今後の判断によるため、必要となる訓練を2002年2月／日までに行うことが物理的に可能なのか否かを現段階で論ずるのは難しいが、これから2002年2月1日までは既存船員が所要の訓練を受講する必要があるため、これらの施設に集中することは確かであろう。　フィリピンがホワイトリストに掲載され、さらにフィリピン入船員が2002年2月1日以降もこれまでと同じように適正な資格を有し、世界各国の船舶に乗り組むことができるよう、大所高所の見地からの協力も含めた検討が必要なのではないか。3．最近における内航輸送の現状　内航海運は、国内輸送機関別貨物輸送量の約43％（トンキロベース）を担う基幹的輸送機関である。特に、石炭、金属、非金属鉱物、セメント、石油製品など産業基礎資材の分野においては、内航海運が大きな役割を果たしている。　1996年度の輸送実績は、運輸省「内航船舶輸送統計年報」によると以下のとおりである。1．輸送量の推移　1996年度の輸送実績は、輸送トン数5億4，691万トン、輸送トンキロ数2，418億トンキロとなった。1994年度の景気回復によって増加したものの．、1995、96年度と再び輸送実績は漸減している（図1参照）。2．船種別輸送量　船種別にみた1996年度のトンベース輸送量は、貨物船が3億663万トン、油送船が2億335万トン、プッシャーバージ・台船が3，692万トンである。貨物船は1994年度以降再び増加が続いている。一方、油送船は、逆に／995、96年度とともに減少した（図1参照）。［図1］内航海運の船種別輸送実績の推移百万トン600500400300200100　　　　プッシャーバージ｡　　・台船m］油送船m］貨物船91　　　92　　　93　　　94　　　95　　96年度せんきょう　平成9年8月号百万トン160140120、（〕Q8060402001985［図2ユ内航海運の主要品目別輸送量の推移9］　　　92　　　93＼石油製・＼原油＼石炭　96年度％［図3］内航海運の地域間輸送状況（発地、着地ベース）252015旧5　　　　　0．北海道東北京浜葉北陸・　　中京・阪神・中国四国九州沖縄・関東新潟静岡近畿■馳勿発地3．主要品目別輸送量　主要品目別輸送量は図2のとおりである。　輸送量で最大のシェアを占めている石油製品の1996年度輸送量は、1億5，036万トンで前年よりもわずかに減少している。また、砂利・砂・石材、石灰石、セメント、原油、石油製品などの品目が前年度に比べ減少している中で鉄鋼、石炭、LPG・その他のガスが増加している。特に鉄鋼は1996年度に過去最高を記録した。4，地域間輸送状況内航海運の発地・着地別の貨物取扱量を地域ごとに仕分けしてみると、図3のとおりとなる。　内航海運は、定期航路を除くと積み荷を求めて地域を限定せずに全国的に活動しているが、主要荷主の鉄鋼、石油会社などの事業所が太平洋ベルト地帯に集中していることから、発地・着地べ一スヒもに輸送量のほとんどが関東以西に集中している。　発地ベースでは、中国、京浜葉・関東、九州、阪神・近畿の順位で、また、着地ベースでは、京浜葉・関東、阪神・近畿、中国、九州の順位でウェイトが高くなっている。せんきょう　平成9年8月号岡業界探訪訪問団体　社団法人　建築業協会設立　昭和34年（1959年）4月沿革　建築業協会は、明治44年9月、建築業界　　　の体質改善と社会的地位の向上を図るた　　　め、東京と大阪の有力な建築業者によっ　　　て創設され、建築業に対する社会的認識　　　・理解の促進、業界の地位の向上に大き　　　な役割を果たしてきた。昭和19年、戦争　　　遂行上の行政措置のもとに解散した。　　　　戦後、日本経済の高度成長とともに、　　　建築業界も大きく発展し、昭和32年5月、　　　任意団体として建築業協会が発足、その　　　後昭和34年4月には財団法人建築業協会　　　の設立をみた。　　　　財団法人建築業協会は、公共事業予算　　　の確保と価格の適正化、都市防災化の促　　　進、都市再開発の促進、民間活力の活用　　　などについて、さまざまな調査研究、主　　　張・要求を行ってきた。　　　　その後、社会経済情勢が著しく変化す　　　る中、新しい時代に即応した体制の整備　　　を図る必要上、昭和59年4月、財団法人　　　から社団法人へと組織変更が行われ、社　　　団法人化によって会員数は大幅に増加、　　　委員会組織も再編し、関西支部を設置、　　　今日に至っている。組織　会長　今村　治輔（清水建設社長〕　　　理事　33名（会長・副会長含む）　　　会員　85社　　　（国内で建築業を営む総合建設業者〉　　　職員　17名所在地　東京都中央区八丁堀2−5−1　URL　http＝〃www．alpha．web．orjp／bcs　E．mail　bcskoho＠alpha−web，orjp現在の活動　　平成7年4月、建設省は「新しい競争の時　代」を迎える建設産業の将来像と今後の建設　産業施策の基本的方向を示す「建設産業政策　大綱」を策定した。建築業協会はこれを受け　て、平成8年11月、協会が主導的に果たすべ　き役割と活動テーマの重点を明らかにした　「BCS行動計画」を策定、より豊かな未来社　会の実現に向けてアクティブに事業の推進を　図っている。BCS行動計画の概要　　建設省が策定した「建設産業政策大綱」を　受けて、�兼�本建設業団体連合会は、平成8　年5月、建設業界が複雑化する社会経済環境▲テクノフェスタ21に参加出展せんきよう　平成9年8月号の中で自らが変革していくことの必要性を説いた「日建連ビジョン」を策定した。「BCS行動計画」は建築業協会がこれらを受けて策定したもので、「建築を通じて社会に貢献する」という’協会の果たすべき役割と活動テーマの重点を明らかにしている。　自ら取り組むべき課題として5つの重点課題を掲げ、「社会に役立つ建築業協会」を目指して、建築物の品質確保・向上、コストの縮減、規制緩和の推進等、建築業界が当面する重要かつ緊急の課題にも積極的に取り組んでいくこととした。5つの重点課題1．多様な選択機会の提供による建築ニーズ　への対応2．建築物の生涯価値の向上とライフサイク　ルコストの縮減3．自然と人間が共生する豊かな環境の創造4．災害に強い安全・安心の街づくり5　新しいコミュニケーション・ネットワークの形成行動計画の実行に向けて　建築業協会は、上記行動計画の実行に向け、　直ちに従来の組織の見直しを行い、平成9年　4月より6つの常設委員会に再編・強化した　ほか、行動計画に沿ったテーマや緊急を要す　る重要問題等に対応するため、品質性能表示、　ライフサイクル・エンジニアリング、コスト　問題の3課題について有期の「特別委員会」　を設けるとともに、各委員会の活動を円滑に　推進するため、各委員会の幹事長で構成する　「幹事長連絡会」を設置した。　21世紀に向けて、行動計画に基づき「建築　を通じて社会に貢献する」という当’協会の役　割をより高いレベルで実現するため、ユーザ　一・地域・社会の視点を重視しながら諸活動　を積極的に推進していくこととしている。組織図理事会運営コL晶蒋環1技制生広優〈委スト問題CE特質篁嬰別委境術研障産報秀建築常設委員．欝1特別委別委昌示特別委員参委員究委員委員委員委員表彰委員参口’、昌員曇会套会会会会会会［幹幹幹幹幹幹幹幹事事事事長d事事事事〈連会会会会会会会行動絡計会刷画ワーキンググループ7キ姿ご少マ重多：牛プ副産物部会環境部会共同研究蔓五技術研究災五情　都報　市シ　　．藍煤@部会　会税制部会契約部会労　品ｱ慣ﾄ建部　部ム　　ム万　　耳設備部会施工部会設計部会広報実行榮五推進連奨ξせんきょう　平成9年8月号酬海運…i雑学…ゼ．ミ．ナ．」ル第89回ついに英国には戻らなかった至高の銀杯「アメリカズカップ」　国際ヨットレースの最高峰といわれ、世界のヨットチームが最先端の技術と国の威信をかけて最速を争う「アメリカズカップ」。その歴史は1851年（日本では嘉永4年、ペリーが浦賀に来航する2年前）にまで洌田、近代オリンピックよりもはるかに長い歴史を誇る。　発端はロンドンの第1回万国博覧会を記念したワイト島1周ヨットレース。主催者の英国ロイヤル・ヨット・スクォードロンが唯一の外国艇として米国の参加を要請したのは、当時ボルチモア・クリッパーと呼ばれる快速帆船を駆使し、振興海洋国として勃興しつつあった米国への英国の自信に満ちた挑戦ともいえた。　これを受けたニューヨーク・ヨットクラブ（NYYC）は、当時最高の技術を結集した101フィートスクーナー「アメリカ号」を建造．大西洋を渡り英国に乗り込む。　1851年8月22日に行われたレースは大方の予想を覆しアメリカ号が圧勝。このとき授与されたのが高さ68．58センチの古代ローマの水差しを模した純銀のトロフィーだった。「100ギニーカップ」と呼ばれたこのありふれたトロフィーが、その後「アメリカズカップ」と名を変え、世界のヨットマンが憧れる「至高の銀杯」になるとは当初は誰も想像しなかった。　．レースの惨敗で世界に冠たる海洋国家の威信を傷つけられた英国は、雪辱を期して187G年8月8日に米国に再挑戦するが失敗。以後140年余りの問に29回繰り広げられたアメリカズカップの歴史はここから本格的に始まる。しかしカップは現在まで一度も英国に戻っていない。　このレースは、オリンピックのように国際組織によって運営されるのでもなく、参加艇も各地のヨットクラブの代表に過ぎない。しかし欧米などでは、その勝敗に各国の元首から経済・産業界までが一・喜一醒する。　その理山は、このレースが当初から、クルーの技量はもちろん造船を中心とする各国の．工業技術の最新成果を投入し、いわば・一国の海事技術の総合力を競い合ってきた伝統にある。最近では、艇の建造から遠征費まで含めた費用が数十億円、参加チーム全体では数百億円の巨費が投じられるといわれる。　140年余りの歴史を通じ、巨額の財貨と時代の叡智を飲み込み続けてきた、おそらく世界一高価な銀の水差し一アメリカズカップ。その奪取をめざし日本を始めとする世界の有力チームが、今、着々と準備を進める。次回は2000年にニュージーランドで開催される。舵がなくても方向は自由自在タグボートの魔法のプロペラ　船にとって舵は、なくてはならない重要な装置だ。舵がなければ、方向を変えられないだけ無断転載を禁じます。社団法人　日本船主協会◎せんきょう　平成9年8月号ではなく、そもそも方向が定まらない。もし航海中に舵が故障したりすれば、あとはエンジンを止めてただ漂流するしかない。　ところがこれほど重要な舵を持たない船もある。タグボートだ。タグボートが舵なしで自由に移動できる秘密は特殊なプロペラにある。　最近のタグボートで最も多く使われているのがZプロペラ。ダクトと一体化したプロペラを360度自由な方向に旋回できるようにしたもので、通常、2基を1組にして装備し、それぞれの向きを自由に組み合わせてコントロールすることで、前進・後進・横や斜めへ方向の移動・回転など、実に複雑な動きが可能だ。　最近はZプロペラに主力の座を奪われたが、フォイトシュナイダープロペラも同様の機能を持つ。しかしその形はやや変わっている。　櫓の形の翼を「q形に配列した翼車を、船体から下方向に取りつけたもので、それぞれの翼面に対し直角となる線の交点が五車の中心からずれた位置にくるように、回転しながら翼．面角度を調整する巧妙なメカニズムを持つ。　この交点の中心からのずれの位置を変えることで自由な方向に推力を向けることができる。こちらの場合も、2基1組で微妙な方向コントロールができる点は、Zプロペラと同様だ。　こうした特殊なプロペラによるミズスマシのような機動性が、強力なエンジン出力とともに、巨大船を自在に動かすタグボートの高度な機能を支えている。ゴーストライターが書いたマルコポーロの世界旅行記　モンゴル帝国の支配者フビライ・ハーンに重用され、西欧人が見たこともない東洋の国々を自由に兄聞した偉大な東方の旅行者マルコ・ボーロにとって、帰国後の暮らしは、どうやらあせんきょう　平成9年8H号己惚’　　鯉Lノ黒寒グり＼ミ．　　℃，‘’．・・傷コ／　　r　　　　　　　　　　『魎　　　　　　　一　　　　　　　　唖まり快適なものではなかったようだ。　マルコが帰国した当時、ベネチアとジェノバは地中海の海．L貿易の覇権を競って激しく争っていた。両者は1298年9月6U、ダルマチア海岸沖の海戦でついに雌雄を決するが、勝利したのはジェノバで、ガレー船の指揮官として参戦していたマルコは7，000入の捕虜の一入としてジェノバの獄舎につながれた。　このときたまたま同じ獄舎に居合わせたのがルスティケロという無名の冒険物語作家だった。マルコの思い出話を聞き、壮大な冒険物語の構想を得たルスティケロは、マルコをくどいて、興味深い異郷の旅の膨大な記録を口述させ、ついにあの「世界旅行記」を完成させる。　なぜマルコ自身が、これを書こうとしなかったかは良く分からない。しかし、もしこの幸運なゴーストライタ．一との出会いがなかったら、その後戸百年もの問人々を魅了し、コロンブスに東洋への新航路発見を夢兄させた偉大な著作は生れていなかっただろう。そしてもしそうだとしたら、大航海時代の始まりもまた何世紀か遅れていたかもしれない。圃図海運日誌2日　東京湾を航行中のVLCC「ダイヤモンド　　・グレース」（約260，000％〉が船底接触し、　　1，556k¢（推定）の原油が流出した。　　（本誌7月号P，43囲み記事参照）B日　ダイヤモンド・グレースの油流出事故に　　際し、当協会は運輸省海上交通局長より、　　再発防止のための対策および総合的な安全　　対策にっき検討方、要請を受けた。当協会　　は、再発防止の姿勢を強調するとともに、　　同日、会員に対しその旨連絡を行った。　　（以下当該事故関連項目についてはPユ3囲　　み記事参照）　◎　古賀誠運輸相は、海上安全船員教育審議　　会水先部会に、「水先制度の今後のあり方」　　を諮問した。10El運輸省は、1997年上半期（1〜6月）の　　新造船建造許可実績をまとめた。それによ　　ると、国内・輸出船合計で178隻叫47万％　　で、前年同期に比べ37隻・80万％（15．3％）　　の減少となった。11日　ダイヤモンド・グレースの油流出事故に　　際し、当協会は海上保安庁警備救難部長よ　　り、東京湾等輻綾海域における大型タンカ　　一の当面の航行安全対策の徹底について周　　牛方、要請を受けた。当協会は、同日、会　　員に対し諸事項の遵守の徹底を周知した。16日　運輸省海上交通局は、平成9年版「日本　　海運の現況」（海運白書）を発表した。　　（P．2特別欄参照）17日　ナホトカ号重油流出事故を調査する第5　　回日ロ海洋汚染防止当局間会合が、14日目1臥・7月　　らモスクワで開催された。事故原因につい　　ては、船体の老朽化とする日本側と海中浮　　一物との衝突とするロシア側の主張がかみ　　合わず、物別れに終わった。　◎　日本船舶輸出組合は、1997年上半期（1　　〜6月）の輸出船契約実績を発表した。そ　　れによると、155隻・564万％と、％ベース　　で前年同期比22％の増加となった。1B日　IMOの第43回航行安全小委員会（NAV）　　が14日からロンドンで開催され、SOLAS　　（海上入日安全）条約第5章の全面改正な　　どを審議した。　　（P．24海運ニュース1参照）2E日　ザ・グローバル・アライアンスを構成す　　る大阪商船三井船舶、APL、00Cしの3社二選瓢1蟹四二麟讐1　　とで合意したと発表した。23日　当’協会は定例理事会を開催し、「タンカ．　　一輸送の総合的安全対策」をまとめ、運輸　　省海上交通局長ならびに海上保安庁警備救　　難部に対し報告を行った。24日　当協会港湾協議会と外国船舶協会は、事　　前．協議制度の改善に向けた提案を取りまと　　めた。日本昭昭協会と港湾労組との現行の　　二者・二者協議について、．当面は同制度を　　維持していくが、段階的に新方式へ移行す　　るよう求める内容となっている。31日　事前協議制の改善協議会（運輸省、当．協　　会港湾協議会、外国船舶協会、日本港運’協　　会〉が開催された。せんきょう　平成9年8月号日■●ントロール対策として同時に受検出来ない理由を記した声明文がNKより発給される予定である。7月の定例理事会の模様（7月23日、日本船主．協会役員会議室において開催）工務委員会関係報告事項1．バルクキャリアの安全対策について（7月　号P．30海運ニュース／参照）2．船舶検査の合理化について　日本籍船において、船舶検査証書の有効期間を4年から5年に延長することなどを目的とする船舶安全法の一部を改正する法律が6月5日に国会を通過し、6月11日公布された。これを受けて、証書の有効期間延長に伴う具体的な検査方法を定めた船舶安全法関係省令が7月1日付で公布、施行された。改正の要点は、検査前の打ち合わせ、計画保全方式の導入、効力試験の強化、船底検査の分離などである。　さらに今回の改正では、「検査と証書の調和システム」が導入された結果、現行の検査完了日を証書有効期間の起算日とする方式から、証書発給日（Anniversary　Date二AD）の概念を導入することによって、ADの前後3カ月以内に検査を実施した場合は、次回検査までの起算日（AD）を変更しない方式とされた。またNK船級船にあっては、検査を4回日の年次検査（4年目〉から開始出来るコメンス・コンプリート方式が導入される予定である。　一方、7月1日以降に定期検査を受けた船舶から、順次5年証書が発給されることとなるが、5年制移行後は定期検査と船底検査を同時に受けなければならないため、これまで定期検査を4年に2回、船底検査を5年に2回の間隔で検査を実施してきた船舶については、新制度移行にあたっての経過措置が必要となる。このため、当協会／NK問で具体的な内容について検討を続けている。現在のところ、船底検査が定期検査の後にあり、同時に受検することが出来ない船舶に対しては、定期検査の前後1年間の猶予期間を設けて分離が認められる予定である。また、検査強化プログラム（ESP）対象船（定期検査と船底検査の同時受検が義務付けられている）であって、船底検査が定期検査の後で分離実施される船舶については、ポートステートコ会員異動○退　会　平成9年7月31日付　株式会社リンコーコーポレーション　　　　　　　　　　　　　（京浜地区所属）　平成9年8月1日現在の会員数144社　（京浜地区所属93社、阪神40社、九州11社）海運関係の公布法令（7月）��　海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律　　施行令の一部を改正する政令　　（政令第239号、平成9年7月9日公布）��　船員保険法施行令及び国民年金法等の一部　　を改正する法律の施行に伴う経過措置に関　　する政令の一部を改正する政令　　（政令第251号、平成9年7月24日公布、平　　成9年8月1日施行）�堰@船舶安全法施行規則の一部を改正する省令　　（運輸省令第44号、平成9年7月1EI公布、　　平成9年7月1日施行〉�堰@海洋汚染防止設備等及び油濁防止緊急権．置　　手引書検査規制の一部を改正する省令　　　（運輸省令第45号、平成9年7月1日公布、　　平成9年7月1日施行）�堰@海上における人命の安全のための国際条約　　及び満載喫水線に関する国際条約による証　　害に関する省令及び船舶設備規程等の一部　　を改正する省令の一部を改正する省令　　　（運輸省令第46号、平成9年7月1日公布、　　平成9年7月1日施行）国際会議の開催予定（9月）ICS理事会　9月4日　ロンドンパナマユニバーサルコングレス　9月7日〜10日　パナマIMO第40回海洋環境保護委員会（MEPC）　9月15Ei〜26E］　ロンドン73／78MARPOL条約締約政府会議　9月ユ5、16、1ア、24、26日（5日間）ロンドンせんきょう　平成9年8月号國・難　　「浄・微　　論『「　’　　尋み　F・’糊、1．わが国貿易額の推移海運統計躍　羅瀧羅撚（単位　10億円）．年　月輸　出輸　入入〔の出超前年比・前年同町（FOB）（CIF）輸　出輸198029382　　，31995　　，▲2612　　　　，30．4／9854L9563LO8510，8704．0▲Iggo41457　　，33855　　，7601　，9．6199440498　　脚28104　　，12393　　，0．719954／，53131，5499982　72．6／99644，73137993　　，6737　｝7．71996年7月3826　，3，32849817．583，4553104　，3508．！．93874　，3096　，778L5103，9623500　，462ll．3ll3，9683，29867110．／124，1693290　，8784．01997、年1月3549　「3549　，o17．223991　，3，30168910．134540　，3727　，81210．544427　，3，6158i22L554101　，3369　，73220．464u9　，3187　，93112．5〔注）　通1測距訓．1こ口る。3，不定期船自由市場の成約状況2．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）」　1985　1990　玉992　1993　／994　1995　19961996年8月　　　10　　　11　　　121997年1月前閣）平均238．54144．81126．62／11．19／02．2494．06／08．79107．75109，75112．361／2．261／3．811／8．02123．01122，64125、51118．99114．20115．16最高値200．50124，30H9．15100．5096．4580．3098．D5106．65108．88111．2011／．15U2．20115、35120．78120、15122．60113．8G111．35112．60最安値263．40160．10134．75125．75109．OO104．25110．31108．44110．97／14．45114．00U6．GO／22．00124．68124．38126．90127、15116．33118．30（単位　千M／T）区分航海用船7鞠疋期用船シングル（品　目別内　訳）年次合　　計連続航海航　　海穀物石炭鉱石屑鉄砂糖肥料その他TripPeriod1991／27，0952，462王24633　　　，35022　　，34，538弓4554　　，7613519　脚5，0431196　，102，77525，1311992196，31216，996．179316　　　，54，71954，7316工197　　，5763D64　，4D23　，1DO6　，87，735ユ6，5301993172768　　　，8470　7164，29856033　　，42169　　，59157　　，4082353　93357　，811108546　　　，26003　　，1994180978　　　911264　　，169714　　　，44993　　，44251　　，68，2992634　，3477　コ4430　，1．，630176407　　　，46876　　，1995172642　　　，4911　，167731　　　，嘆8、7755237／　　，57261　　，1526　，／，9415054　，803154，80249061　　，1996203407　　　，2，478200929　　　，54β7469509　　，66539　　，8983251　P560／　コ757144561　　　，29815　　，1996　1115217　　714015077　　，3，7185565　，4600　，28／2599150／4028　　脚4217　，129669　，09669　，2448　，3，3193，275124／173860王3996　　，4078　，／997　115936　　，1215924　　，4142　，5，0195，252533071／40　，1116，1394896　，213，2733GG12，9733，5804，6283，94GG3544363512，4333SGO　，315657　　，36015297　　，3319　，5729　，5321　，771436387012，7595226　，418，46926418205　　，5068　，6047　，5591　｝74433992o13764　　，416／　，515，639o15，6393，4866377　，4，710163897536111201　　，2822　，614075　　，5514020　　｝3，5754471　，4，889215934482316613　　，3，138718，59349518，0983981　76，8／16009　，623258605D15317　　75356　1（注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別は暦年。せんきょう　平成9年8月号（（際懇叢鴛、讐懸羅図：際撚ゴ砒，雛．纂獅鋤鑑寵鰹蓋撹轟幽笈瑳・二懸誰湿繊’・盟�_　　　　　’z原油〔ペルシヤ湾／日本・ペルシヤ湾／欧米〕駒DDヘルシや焉．日本／Ilハ　　、　、　、　　工・　み、　ノ　、@　　v�_　、1　　　　｝　　’@　」`’h　℃50　ノノm∬1　L’ゼ瞥「　vﾍ＼ヘルシャ澹・欧米⊥L∴↓⊥占⊥山」o1田2〔年｝　　　】99319困19茄旧96旧9715。【P望qO351D口　　3G2520盟　　．聖51050　　　　0難物〔ガルア／日本・北米西岸／口本・ガルフ／酉欧1．：1　万ルフ1　　，．．日本…i．2…北米西厚『日基　　一　、m　　　　、、レ　　／@／^、　　　「@　＼、「vガルフ．・西欧11992剛1993199罵199519961圏7剛娼距252051105o4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシャ湾／日本ペルシャ湾／欧米月次199519961997⊃9519961997最高　　最低最高　　最低最高　　最低i最高　　最低最高　　最低最高　　最低160．00　54．5067．50　57、5066．25　62．0050．00　47．5058．00　52．5056．50　52．00255．50　49．5075．00　67．5066．50　58．5049．00　41．0065．00　55．0052．5D　47．50356，00　51．0072．5〔｝　67．5069．00　58．0047．50　42，5057，50　47．5057．50　50．50447、50　44．5055．00　46．0067．50　46．5045．00　40．0047．50　39．0052．50　45．00547．50　42、5064．75　5工．5072．5Q　6L5Q45』0　40．QO55．QO　42．5Q59．50　45、QQ672．50　　　　54．00　　179．50　65．0076．50　65．5057．50　45．0062．50　52．5050．DO　52．50773．00　63．5079、75　69．0086．75　68．5067、50　55．0067．00　57．5065．0�J　50．00873．GO　63．5070．OG　65，0059．GG　55．GG6G．GG　55．OG972．50　60．00レ［　64．50　　　56．0058，00　42．5052．50　49．501053．75　50．50≡　63．00　　　55．0050．00　42．5055．00　43．751173．00　52．5069．00　58．7562．25　45．0055．00　50．001268．25　60，0D69，．50　60．oo60．DO50．50　47．5D〔注）�@H本郵船調査グループ資料による。　�A単位はワールドスケールレート。　　　るもの。　�Cグラフの値はいずれも最高値。�Bいずれも20万D／w以上の船舶によ5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単位　ドル）ガルフ／日本北米西岸／日本ガルフ／西欧月次1996　　　　　幽19971996二99719961997最高　　最低l　　　　　　　　j最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低／29．2G　24．7526．85　23．8G／5．35　14．85U，25　／3．4G13．25　11．5Q13．GB　12，25225．15　23．0026．00　24．6014．90　13．75一10．75　10．0011．00325．25　23、5025．75　23，5013．50　13．20一13、50　12．15一425．50　22．5024．85　20．9513．50　13．2015．00　13．2513．8511．00525．35　22，5021．75　20．25／3、25　13．／512．00／4，�J0　11．5810．50624，00　21．0022．10　19．901／．5012．05　1／．75一　722．50　／9、9024．50　21，7511．75　10．2514．00　12．109．25一822．DO　20．00一『920，50　18．2510．0010．00　　8、001023．00　／8．751L85　11．3013．25　　8、001126．25　22．7516．25　14．2515．35　　9．501227．50　24、0014．50　14．2514．90　13．65〔注）�@日本郵船調査グループ資料による。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。�Aいずれも5万D／W以上8万D〆W未満の船舶によるもの。せんきょう　平成9年8月号圃一一『’・’蝋一麗灘轍灘＝羅懸灘嚢　　石炭〔ハンプトンローズ／B本1・鉄鉱石〔ッバロン／E休・ツバロン／所欧1閣　　　　　　　　　　　　　　．襲、。DL5旧1992［匂　　　　「9脇19餌聖99519弱2015�o25020ひ一」協鵬19975LOO50O　　　O運賃指数斗一一u一皿u　　　　　ll1ハンア．C罰Nリーン@　　＼馬llh　　氏@　〔P、　1@　⊥八丹ハ（@　　、／、　／r　v@　　　　　I　　　　　A、、ノ1・・，　　vf’、ハノテ．て一野一テぜ一’りし慰　　　　　’@　　　　　　　　　＼@　　　〆　　　ゾ@〈へ、【　�d＼@　　＼　　、、へ．@　　・L、＼@　、ノVA」1！、@｝、、／　漏、．「　　　「　vしcc諱ｫL髭r992i年；19ヨ3199‘「995「9561ヨ9ア3002502け9｝5．⊃Loo5006．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位　ドル）ハンプトンローズ／日本（石炭）ツバロン／日本（鉄鉱石〉ツバロン／西欧（鉄鉱石）月次19961997199619971996　　　　　　　　　　　　　1997最高　　最低旧し閨f@　　　　最低取「自1最高　　最低最高1最低最高　　最低　　最高　　最低123456　789101112　　12．50P3．00　　12．95@　12．75@　　−@　11．25@　U．25@　　一@　　一@　　　@　　『@　12、75　　　一一一　一一一一12．00一一　　9．20@　1LOO@　9．〔｝0@　−@　10．25@　8．25X．90　　8．10X20　　9．09@　9．00@　10，10@　6．75@　馳．一一9．50X．50一一一一　　一U．80　　6．25@　5、95@　−T．工5　　5、10U、OO　　4．75@　5．00@　6．75@　6．25@　　回．．P6．25　　　　　6．15　　i　　7．50　　　　　6．17U．50　　　　　5．65　　〔　　7．35　　　　　6．00　　　　　　　　　　　　6．30@　　　　　　　　6．10　　5．65@　　　　　　　　6、00　　5．80@　　　　　　　　6．45　　5．90@　　　　　　　　　　　5．80（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　�AいずれもIO万D！W以上15万D／W未満の船舶によるもの。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。7．タンカー運賃指数タ　　　ン　　　カ　　　一　　　運　　　賃　　　指　　　数月次1995　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19961997VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・DII・CVLCC中型軋小型　H・DH・C／23456789101／1251．6T3．4S8．0T0．3S4．9S4．9T6．2U3．2U3．7T3．7S8．9UL弓115．6P05．3X8．7P01．2X4．8P0LOX5．工P07．8P06．5P00．O撃nO．6X6．5176．2P54．9P45．6P41．6P39．9P44．5P47．2P44．6P47．6P34．6P42．9P31．8184．3P69．6P62．9P59．4P75．5Q17．4Q42．4Q14．3P91．7P66．3P74．7P62．7250．5Q26．4Q15．7Q14．9P87．4Q10．9Q17．6Q12．8Q03．7P89．1Q07．2Q14．961）．8UD．3U6．6U1．4S9．1T7．4U6．5U9．5U3．1T4．3T4．9U1〕、4102．8P20．OP20．2P13．6P16．6P13．5P06．2P00．6P01．0X8．0^／0．2P07．9136．9P57．8P53．6P78．OP60．9P53．3P6Q．2P35．8^39．2P33．0P37．9P47．9162．3P78．4Q02．1Q28．1Q10．1Q15．0Q41．QQ17．4P85．0Q11．6P9S．2^90．1233．6Q28．4Q29．6Q33．3Q20．9Q11．6Q03．9P81．0P80．1^74．1^97．2P86．957．3T9．1T8．4U2．0T2．3U3．4107．2P14．1P09．1P19．7P10．4P10．9工65．6H64．lP55．9Q01．3P82．OP82．6188．4P98．1Q01．4P93．9P81．2Q03．0233．8Q55．8Q37．7Q23．4Q13．7Q02．8平均　　534101．9146．0185．12／2．66D．4109．2149．5203．3　206．7r（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年11．月に合併）�Aタンカー運賃はワールドスケ・一ルレート。�Bタンカー運賃　　指数の発表様式が87年10月より次の5区分に変吏されたpカッコ内はIH区分　�CVLCC＝15万1．000トン（エ5万トン）　　以上＠中型＝7万1000〜15万トン（5万〜1．5万トン）◎小型：3万6000〜7万トン（3万〜6万トン）��H・D　　＝ハンディ・ダーティ＝3万5〔1〔工0トン（3万トン）未満�羽・C一ハンディ・クリーン：5万トン（3万トン）未満。せんきょう　平成9年8月号　　　　　　　　　　　　ワへ〃乃．．冤，二，〃濡磯鰯乙ララ∫舜⊇乙捌「｝凱‘働濫鰯詑．二∠鵜萎篇．磁．ジ渤観’．・託二雛．葦霧膓揚盗ξだ密ξ．彫蹴Zz・物　簸ゴ．｝．114駒用船料指数4DO3開3DO2うD2田1田1DD50oρ　＿　一　一目窃船足尺一胎科目傭鎗譜繍≧『2。）／下物船（19且鳳凪LLL山」」⊥L⊥“　　ト　199コ　　　　　旧94n−罰一Qξ50．一一u一．『一．一赤→L一一l一＿．一山且山門　！9鮪　　　　　　1§9740035030D250EDO1釦1凶501ge2偉1B995o10�p万D．咄8GO許「係船船腹60040020D，’　　／　　1　　1　　　1　　　　」　　　　　「r　　　　、　　　　」イ　　　ノ　　　Lレ欄、、9ンカー、t画粉船。1馳＿⊥山川　　19盟俘1　　　1蜘　　、、　」！1rマ　監、、）ト’、　、（旧　、鵜、ノ＼　　　、10ゆD万D．W！�`’θooδQO400200瑠99419田L99519ヨ7oB．貨物船用船料指数貨物船航海用船料指数貨物船定期用船料指数月次扇9219931994／995199619971992199319941995199619971208．0194．0189．0234．0207．0209．0343．0323．0327．0358．0380．3347．02202．0192．O工85．0227．0202．O工97．0326．0326．0320．0358．0386．6332．03195．0191．O185．0229．0192．0199．0320．0327．D324．0366．0339．434LO4192．0194．0198．o243．0192．O197．0300．0356．O310．0377．0363．0354．051910　　　−195．〔〕1．9ユ．0245．0196．O190．0302．0366．031．8．0402．0350．0342．06195．0209．0王98．0239．0195．0184．0301．O319．0334．0390．0339．O326．07／90．0206．0198．o230．0186．D［1295・0335．0320．0426．0339．o819LO194．0202．0218．0189．0288．0346．0360．039LO289．09191．0】96．0208．0220．0186．01・93．・328．0349．0364．0293．0ユ．o191．0188．02ユ2．0221．0176．01301・035工．0333．0355．0294．0／1193．0196．0212．0198．0188．O289．0372．O363．0344．2323．012196．0200．O219．0209．0211．0｝300．o349．0367．0374．7323．0平均194．6196．3199β226．1193．3304．8341．5335．4375．5334．9（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・ニューズ・インターナショナル　　　はロイズ・オブ・ロンドンプレスと1987年1／月に合併）�A航海用船料指数は1965．7〜1966．6＝100定期用船料指数　　　｝ま1971＝IOOo）9．係船船腹量の推移199519961997月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻．数十GIT千DハV隻数千GIT千DIW隻数千GκT千DIW隻数千G〆T千DIW隻数千GIT千DIW隻数千GIT千D〆W12892，3993，238652，1954，1342722，2102，778662，0583，7352482，11σ2，589551，6072，75722882，2903，017682、4724，7102572，0052，506601，6362，9802411，9962，40257／，6282，80432842，2812，999672、2344，219245L91王2，39262！．8623β052532，0552，42063／，7102，97042712，1512，857662，2054，127236／．8562，326601，6942，9832512，0732，462641，7963，10152712，2673，136GIL9333，459229L8542．336561，75畦3，1202492，0862，520631、7813，06062722．2573，093662，1883，5622201β332β53551．6792β412442，0082，426571，7763，05272692，1202，91666L9813，5152181，8282，41256L6652，8002391，9692，449581β233，16082732，1542，954671、8933，3412231，8542，421531，5712，70892652，1102，899681，7573，0852341，9502，562551．6572β00102742，／782，920681，8703，165232／，9722，610551，7762，919ll2652，1512，850631，6712，7862392，0022，543551，9213，196122722，／422，724G41、6272，8602382，0872，62653L7052，856（注〉　ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。せんきょう　平成9年8月号嗣　数年前スズムシをもらったことがある。小型の虫かごに、小指の先ほどの黒い虫が5、6匹郵送されてきた。昆虫の類には子供のとき以来全くご無沙汰で、さてどうしたものかと面喰らった。家族は妻と娘であるが、二人とも遠巻きに見ているだけである。暗くなるとリーン、リーンと背中の羽を震わせて鳴き始めた。このまま餓死させるのも気が答めるので、添付してあった飼育説明書に従って世話をすることにした。　餌は新鮮なキュウリやナスの切端と、魚粉などの蛋白質を与え、そして水分を絶やさぬこととあった。特に蛋白質は、不足すると共食いを始めるので注意が必要らしい。ペットショップで粉末の昆虫用の餌を求め、毎日耳掻き一つ分を野菜と一緒に与えた。また昆虫飼育用の水も、土が乾燥しないよう工夫された容器に入れて売っていた。そして、もらった虫かごでは窮屈そうなので、二回りほど大きいかごに替え、ついでに土も新しくしてその上に瓦のかけらや小石で隠れ場所を作った。　その甲斐があったかどうか分からぬが、食欲は旺盛で、9月中頃迄元気のいい声（？）で毎夜楽しませてくれた。がそのうちに、オスの鳴き声はか細くリンリンと短くなり、動きも鈍くなってきた。おなかが大きく膨らんでいたメスは、ある朝、尻に付いている剣の先から2皿m位の白いバナナ状のたまごを無数に土の中に産みつけた。それから数日後、虫たちは土の上で動かなくなってしまった。　翌年の初夏、越冬したたまごからは体長約5mmのスズムシが雲霞の如く艀化したのである。　夏の蒸し暑い夜に虫の音を耳にするたび、我が家で一夏を懸命に生き、子孫を残していったスズム　｛．シを思い出すのである。新和海運　総務部次長　　　平山　　泉せんきょう3月号No．445（Vo1．38　No．5）　　　発行◆平成9年8月20日目　　創刊◆昭和35年8月10目　　発行所◆社団法人　日本船主協会　　　　　　〒1Q2東京都千代田区平河町2．．6−4〔海運ビル｝　　　　　　TEL．（G3）3264−7玉81く調査広報部）編集・発行人◆植　松　英　明　　　製作◆株式会社タイヨーグラフィック定価鱗07円〔消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を徴収している）せんきょう　平成9年8月号1腫糟会社名：昭和油槽船�梶@　　（英文名）SHOWA　YUSOSEN　CO．，　LTD．代表者（役職・氏名）：取締役社長　伊藤雅夫本社所在地：東京都港区海岸1−15−1スズエベイディアム（平成9年8月1日付にて上記住所へ本社移転）資本金150B百万円設立年月日：1945年ア月1日当協会会員は144社。（平成9年8月現在）所有船状況��・近海・��…9隻　59．2E9％．114．・目□％運航船状況　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　1刀E��垂瞳0日ロ％　δ4」眺．）従業員数：海上107名　陸上46名　計153名主たる配船先：東南アジア、国内沿海事業概要：当社は、日本石油グループの原油および石油製品を国　　　　　内海上輸送する業務を主体事業とし、その他に外航ケ　　　　　ミカルタンカー船で東南アジア諸国からパーム油、コ　　　　　コナッツ油等のオレオケミカル原料を国内に輸送する　　　　　運航サービスを行っております。ρ’．）D6圃〆σ会社名1住金物流�梶@　　（英文名）Sumikin　Tra［sport　Service　Co．，　Ltd．代表者（役職・氏名〉：取締役社長　石原和雄本社所在地：大阪市中央区北浜4一アー田住友ビル第2号舘資本金：844百万円創業年月日：旧57年B月1日従業員数：海上幽名　陸上70ア名　計731名鯉欝　　　　．鰹V状況遠洋・近海・��国隻5．3ア6％　15、593索］　　　．運航船概群煙・魎）E3隻9，452％！29，092％…主たる配船先：鹿島／京浜・中京・阪神・瀬戸内　和歌山／京浜　　　　　　　・瀬戸内等　太平洋側を主航路とする国内全域事業概要：全国主要港湾に配置された流通拠点と、ユニット輸送　　　　　や潤大重量品輸送に代表される高度な技術力で、鉄鋼　　　　　製品から撒物まで、あらゆる貨物を対象として、全国　　　　　各地への安全かつ迅速な海陸一貫輸送サービスを提供　　　　　しています。船が支える日本の暮らし

